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感謝を胸に未来へ 
～公正・中立な調査で社会貢献～

※本記事は「日刊建設工業新聞」2026年5月26日号より転載したものです。
　（記事・写真提供：日刊建設工業新聞社）
※対談実施：2026年2月（所属・役職は対談当時のものです）
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感謝を胸に未来へ	
～公正・中立な調査で社会貢献～

見坂　茂範 氏　参議院議員
森北　佳昭 氏　経済調査会　理事長

　経済調査会（森北佳昭理事長）は9月に、創立80周

年を迎える。戦後の混乱期に物価や賃金、生活費の実

態調査を行い社会に提供したのが始まりで、公正・中

立な情報提供を通じて、建設工事の積算業務や適正価

格での資材調達に貢献し続けている。80周年という

節目を控え、自民党建設産業職域代表の見坂茂範参議

院議員を招いて、森北理事長と対談してもらった。

　森北　経済調査会は2026年9月に創立80周年を迎

える。建設市場に関わる積算や資材調達のための価格

の実態調査を中心とした調査研究と、これに基づく情

報提供事業や普及啓発事業を通して社会に貢献してき

た。当会が刊行する『積算資料』等の定期刊行物で情

報提供するとともに、講習会やホームページで広く社

会に周知している。これらの情報は公共工事の発注の

際に活用され、適正価格での公共調達に役立ってい

る。戦後の復興期から現在に至るまで、公共調達の在

り方も時代とともに変化してきたが、たえず公正・中

立な立場で資材価格や労務費等の実態を正確に把握

し、その情報を提供する役割を担ってきたと考えてい

る。

　見坂　経済調査会の80年というのは、森北理事長

の発言どおり、建設資材の価格を公正・中立に調査し

て、それを積算資料という形でまとめてきた。それを

国や地方公共団体は、工事発注時の積算に使ってき

た。官公庁にとっては、なくてはならない存在だった

と認識している。昨今、物価上昇傾向が続き、建設資

材もその例外ではない。毎月の単価を見ても、上がる

方向に変動している。そうした中、適切に市場価格を

把握し、行政担当者の発注業務に反映させるという観

点からも、経済調査会の役割はますます高まってい

る。

　建設省（現国土交通省）に入った頃、現場事務所に

配属され、積算業務の部署にいた。先輩職員の指導を

受けながら、分厚い冊子の積算資料のページをめくり

ながら、手書き計算していた頃を思い出す。電子化が

進んだ現在では、懐かしい思い出の一つになってい

る。

	 社会資本の整備について

　森北　わが国は、水害、地震、津波、豪雪など世界

に類を見ない災害大国だ。最近は地球温暖化による気

候変動で、夏は酷暑、逆に冬は寒く豪雪、雨が降れば

集中豪雨、降らなければ渇水などと、気象が極端に

なっている。昨年も8月には熊本県で線状降水帯によ

る水害、9月には首都圏でも時間雨量100ミリを超え

る大雨で浸水被害などが発生しており、災害に対する

備えが十分とはいえない。道路も、高速道路の暫定二

車線区間が多く残されている。東日本大震災では東北

自動車道が災害復旧の資材、燃料、生活物資の緊急輸

送路として大きな役割を果たした。平時だけでなく災

害時も考えてリダンダンシーを確保する必要があると

考えている。

　笹子トンネル天井板落下事故が発生した翌年の13

年から、社会資本の維持管理、更新にも力が注がれて

きた。それにもかかわらず、昨年1月に埼玉県八潮市

で下水管の破損が原因とされる道路陥没事故が発生し

た。このように、わが国のインフラは十分とはいえ

ず、整備を進めていく必要がある。そして、既存イン

フラのメンテナンス、維持管理・更新も今後、さらに

加速していかなければならない。当会は自然災害発生

時、災害復旧資材供給情報を被災地域に迅速に発信す

るなど、復旧・復興活動を支援する情報提供を実施し

ている。

　見坂　森北理事長の考えと同感だ。わが国のインフ

ラは立ち遅れていると認識している。近年激甚化して

いる豪雨災害への備えや老朽化対策いずれも、十分と

はいえない。諸外国のインフラと比較しても、国際競

争力向上のための道路、港湾などの整備は遅れてい
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る。これからの時代のインフラ整備は、国内事情だけ

で事業を進めるのでなく、グローバルな観点を取り入

れる必要があると考えている。高市内閣の『責任ある

積極財政、危機管理投資』という観点からも、国際競

争力を念頭においたインフラ投資は大事だ。激甚化す

る豪雨災害に対する備えという観点からも大事だ。併

せて、スピード感を持って、インフラ整備を進めるこ

とも大事だ。海外と比べて立ち遅れているわが国のイ

ンフラについて、建設産業の職域代表国会議員とし

て、自民党内や政権内を鼓舞していきたい。

	 国土強靱化について

　森北　23年に国土強靱化基本法が改正され、「国土

強靱化実施中期計画」の策定が法定化された。このこ

とは、わが国の防災・減災、国土強靱化を進める上で

重要な意味を持つ。それまでの3か年緊急対策や5か

年加速化対策は閣議決定に基づくものだったのに対し

て、法律に基づく計画であることは重みがある。今

回、第1次中期計画とされているように、第2次、第3

次と継続的、長期的、そして計画的にインフラが整備

されるという点で大きな意義があるものと思う。当会

としては、実施中期計画が着実に進められるよう、資

機材の価格や工事費の動向などの実態を正確に把握

し、受発注者に情報提供していくことが大事な役割と

考えている。

　見坂　国土強靱化実施中期計画の法定化は、大変意

義あることだ。インフラ整備に関する中期計画という

ものがこれまでなかったが、それを法的に位置づけ

た。今後も2次、3次の実施中期計画という形で、将

来の投資額や事業規模の見通しが、国民にも分かる形

で示される。第1次実施中期計画は昨年6月に閣議決

定され、『概ね20兆円強程度』という事業規模が示され

た。昨今の物価・資材価格の高騰を見ると、この

『強』の部分を大きくしていくことが大事だ。単に5年

間で20兆円とするのでなく、『強』の部分をいくらでも

大きくしていかなければならない。物価に連動して強

靱化予算を確保するというのを政府内のコンセンサス

参議院議員 見坂茂範氏 × 経済調査会理事長 森北佳昭氏／東京都内にて
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として、国会の理解を得ながら進める必要がある。毎

年どこかで自然災害が起きており、国民の生命・財産

を守るという意味で、国土強靱化にしっかり取り組む

必要がある。

　森北　実施中期計画が現場で着実に実施されて、地

域の安全・安心、ひいてはわが国の防災・減災、国土

強靱化に資することを期待している。そのためには、

受発注者双方が共通認識を持てる環境づくりが必要

だ。そのための情報をこれからも提供したい。

　見坂　国土強靱化は与野党とも、誰も反対しない。

それならば補正予算に計上するのではなく、当初予算

案に盛り込むべきだと思っている。計画的な予算執行

が可能なので、建設業者だけでなく、地方公共団体の

職員にも喜ばれる。今般の衆議院選挙でも自民党の公

約に入った事柄なので、補正予算でなく当初予算から

の計上へと、間違いなくシフトする。ただ、影響の大

きな事柄でもあるので、国土強靱化予算の全てをいき

なり当初に移行するのではなく、2～3年程度かけて

行うべきだと思っている。自民党内でも合意形成を

図った上での予算編成となるよう、6月の骨太の方針

や、8月末締め切りの概算要求などに反映できるよう

にしたい。

	 高騰する資材価格について

　森北　公共事業予算が、資機材価格や人件費の上昇

分を補うだけ増えなければ、事業量は実質的に減少す

ることになる。事業量が減れば発注件数が少なくなる

ので建設会社にとっては受注機会が減少し死活問題と

なる。地域の守り手である建設会社がなくなれば、災

害時などには誰も対応できない。

　見坂　公共投資や農業予算など投資的経費というの

は他の予算項目と違って、物価上昇分を加味した予算

編成にしなければならない。これを6月の骨太の方針

に盛り込もうと考えているが、一筋縄ではいかないの

で、知恵を絞って取り組みたい。25年度補正予算は、

国交省始まって以来の2兆円を超える大型補正となっ

た。責任ある積極財政を掲げる高市（早苗）首相に

なったからといって、お金が増えたわけではないの

で、予算を裏付ける根拠をさまざま考えた。自民党が

政権を取り戻して以降、毎年20億円程度しか増えて

こなかった公共事業予算が、26年度当初予算では前

年度を220億円上回ることができた。国交省予算に限

定しても、197億円の増加だ。今までの呪縛から逃

れ、これを突破口に必要となる予算を確保していきた

い。物価変動に連動した公共事業予算、投資的予算を

しっかり増やすという形にしなければ、実質的な仕事

量、発注件数は目減りする。この状況を、建設業界の

総意として各方面から声を上げて欲しい。

　どれくらい物価が上がっているのか、資材価格が上

がっているのか、事実関係を調査して事実をつかむと

いうのは大事だ。そういう意味で、経済調査会が果た

す役割は、いっそう重要性が増すはずだ。

　森北　当会が建設会社に対して四半期ごとに実施し

ている工事受注状況調査では、受注件数が減少してい

るとの回答が寄せられている。このような実態を継続

見坂　茂範（けんざか・しげのり）氏
1993年京都大学大学院工学研究科修了、建設省（現国土
交通省）入省。関東地方整備局企画部長、大臣官房技術調
査課長、近畿地方整備局長などを務めた。2024年5月に
退官。2025年7月第27回参院選に職域代表として立候補
し、初当選。座右の銘は、「全力投球」。兵庫県出身、57
歳。
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的に把握するとともに、資機材価格や人件費がどの程

度上昇しているのか、それが工事にどう影響している

のかについて、引き続き情報提供したい。

　見坂　森北理事長のいうとおり、今、事業量がかな

り減っている。予算が伸びない割に単価が上がってい

るため、発注件数も減っている。これは単に建設業界

にとどまる話ではない。道路の開通やダムの完成が遅

れると、開通や完成に合わせて立地しようとしていた

企業の計画も後ろ倒しになるなど、地域経済に影響を

与える。工事を発注したくても、予算が足りないか

ら、工事が進められないという事情が全国各地から聞

こえてくる。インフラ整備は建設業界単独の問題では

なく、地域経済全体に及ぶ大きな話だ。

	 未来に向けて

　森北　これまで長年にわたって培ってきた当会に対

する信用、信頼を損なうことなく、社会経済情勢の変

化に対応した適正な情報提供を行っていきたい。建設

業界の皆さまには、地域の守り手として厳しい環境の

中で地域社会を支えていただいていることに敬意を表

したい。建設産業が持続可能な形で発展していくこと

を願っている。

　見坂　これからの建設業界を担う若い人に、夢のあ

るプロジェクトを企画しなければならない。自分が当

時の建設省に入ったのは、明石海峡大橋の建設現場

を、学生時代に見学したのがきっかけで、日本の建設

技術の素晴らしさに魅了された。今の建設業界は、大

変な状況かもしれないが、働く人たちに夢のある、や

りがいのあるプロジェクトに携わっていただきたい。

そのためには、休暇が取れ、給料がもらえるというの

が大事。若い人に話を聞くと無理して働いても構わな

いから給料が欲しいという。給料が上がるようにする

には、今以上に利益率の高い業界にならなければなら

ない。経営者の中には、仕事量を重視する方もいる

が、私は利益率を高めなければならないと思ってい

る。公共工事だけでなく、民間工事も含めて利益率の

向上を後押ししたい。経済調査会の資料は民間工事で

も使われている。民間工事や建築工事などでも利益率

を確保する産業にすることが大事。職域代表である自

分が先頭に立ち、建設業界で働く皆さんと一緒に、明

るい未来を目指す。

　森北　当会は、昨年9月に本部事務所を移転した。

創立80周年と事務所移転を機に、社会から信頼され

る公正・中立な価格調査機関としての使命と役割を果

たし、そのプレゼンスを尚一層高めたい。

森北　佳昭（もりきた・よしあき）氏
1981年京都大学大学院工学研究科修了、建設省（現国土
交通省）入省。治水課長、関東地方整備局長、水管理・国
土保全局長などを務めた。2014年7月の退官後、水源地
環境センター理事長などを経て、2021年1月から現職。
好きな言葉は「誠心誠意」。奈良県出身、70歳。
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創立80周年特別対談 2 

信頼性ある価格情報を提供

※本記事は「日刊建設通信新聞」2026年5月26日号より転載したものです。
　（記事・写真提供：日刊建設通信新聞社）
※対談実施：2026年2月（所属・役職は対談当時のものです）
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信頼性ある価格情報を提供
見坂　茂範 氏　参議院議員
森北　佳昭 氏　経済調査会　理事長

　資材価格や工事費、需給状況などの実態調査を行う

調査研究および普及啓発・情報提供などを主な業務と

してきた経済調査会は、2026年9月に創立80周年の

節目を迎える。発足から現在に至る80年の間、社会

の変化に合わせて建設業を取り巻く環境は大きく変わ

り続けてきた。昨今では、少子高齢化の進行などに伴

い、担い手の確保や人手不足の中でインフラをいかに

維持管理していくかが課題となっている。同会の森北

佳昭理事長と、国土交通省OBで建設業界の職域代表

として活躍する見坂茂範参院議員に、経済調査会の役

割や持続可能な建設業界・インフラの在り方などにつ

いて対談してもらった。

	 �経済調査会のこれまでのあゆみに	
ついて

　森北　当会は、戦後間もない1946年に前身である

東京経済調査会が設立されたところから始まりまし

た。戦災により壊滅的な被害を受けた国土の復興に当

たり、建設産業は大きく貢献してきました。深刻な物

資不足とインフレの中で荒廃した都市や道路、鉄道な

どのインフラの復旧・復興に建設業が全力を挙げて取

り組む中で、当会は物価・賃金などの実態を調査し、

適正な価格を示すことで公共事業の適切な執行を支え

てきました。

　高度経済成長期には新幹線や高速道路などの交通イ

ンフラ、黒部ダムや佐久間ダムなど大規模な電源開発

といった数々のビッグプロジェクトが建設産業の技術

の粋を集めて実施され、経済成長の実現につながりま

した。その間、当会は『積算資料』などの定期刊行物

を通じて資材の価格や労務費などを公表し、適正な積

算基準を確立するための基礎データを提供すること

で、社会基盤の効率的な整備に貢献してきました。

　バブル期には都市の再開発やリゾート開発などが盛

んに実施されましたが、その後のバブル崩壊はわが国

に多大な影響を及ぼし、建設産業にも大きなインパク

トを与えました。当初は景気対策として公共投資が実

施されましたが、次第に公共投資抑制やコスト縮減に

かじが切られ、事業の効率性が求められるようになり

ました。そうした中で当会は、作業効率の精細な調査

や専門図書の刊行などによって、コスト管理手法の普

及に尽力してきました。

　現在では、激甚化・頻発化する自然災害への備えや

老朽化したインフラの維持管理、深刻化する人手不足

への対応が建設業界の大きな課題となっています。当

会もそうした状況を的確に把握しながら、調査方法や

情報のデジタル化など提供方法のアップデートを進め

ているところです。

　見坂　経済調査会が長い歴史の中で、その時々に合

わせて建設市場における物価を公正中立な立場で調査

してきたことは非常に重要です。その成果は積算資料

という形で国や地方公共団体といった発注者側に提供

され、工事発注に活用されてきました。こうした経済

調査会の果たしてきた役割は大きく、発注者側にとっ

てなくてはならない存在だと言えます。

　特にここ2、3年の物価高騰を考えると、市場価格

を正確に捉えることはかつてないほど大事になってい

ます。昨今はできるだけ短期間で調査結果に価格を反

映してほしいという声もあり、それに応えなければな

らない経済調査会の皆さんはなかなか大変だと思いま

すが、今後もぜひ頑張ってもらいたいと思います。

	 �政策の側面から見た経済調査会の	
役割は

　見坂　私は国交省在職時に地方整備局の企画部長も

務め、さまざまな実務に携わってきました。そうした

経験からも、経済調査会の担う役割は非常に大事だと

思っています。工事の不調不落の原因は、発注者側の

示した積算額が実勢に合っていない事例が多い。経済

調査会にはなるべく迅速に市場価格を把握してもら

い、発注者は的確に積算価格に反映させることが大切
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です。

　森北　公共工事は税金で実施されるため、不当に高

すぎることがあってはいけませんし、安すぎて品質や

安全性に問題があってもいけません。当会は資材価格

や工事費などを公正で中立的な立場から調査し、客観

的なデータを発注者に提供しています。発注者はこう

したデータを積算に活用し、実際の市場で取引されて

いる実勢価格に基づいた工事の予定価格を算出してい

ます。

　近年の資材価格の急騰や人件費の高騰は、企業の経

営を圧迫するとともに、不調不落などでインフラ整備

の停滞を招く恐れがあります。それに対して発注者

は、契約後の物価変動を契約金額に反映させるスライ

ド条項などの施策を適用しています。当会が実施して

いる毎月の価格調査や特別調査などは、物価変動を契

約金額に反映させ建設産業の基盤を守る役割を果たし

ていると考えています。さらに、当会が長年にわたっ

て整理・蓄積してきた建設資材の需給動向や価格推移

のデータは、政策立案のための重要なマクロ統計資料

として活用されています。こうした役割を担えるの

は、当会が公正中立な価格調査機関として認められ評

価されているからだと思います。

　見坂　私は2022年度に技術調査課長としてスライ

ド条項の運用に携わりました。その当時、建設業界側

からは適用について熱心に要望が寄せられましたが、

平成以降長らく物価が安定していたため、発注者側が

制度の運用に対する理解が十分ではありませんでし

た。そのため、現場の整備局職員も私自身も、経済調

査会のデータから非常に多くを学ばせてもらいまし

た。22年度は急激な価格上昇が生じていましたが、

データを見ながら実際の値上がり幅を知り、どの水準

を超えたらスライド条項を適用するのかを考えつつ、

杓子定規に運用するのではなく建設業界の皆さんが使

いやすいようルールの緩和なども検討し、改善を進め

ました。

　予定価格に実勢価格を反映することはもちろん大事

ですが、契約後、特に工期の長い事業については、そ

の時々の物価上昇に連動する形で契約変更をすること

は極めて大事です。これからも経済調査会には的確に

市場価格を把握して発信してもらい、発注者側は柔軟

に契約変更やスライド条項の適用などに活用していく

必要があります。

	 �担い手不足やインフラ老朽化などの
課題について

　森北　技術者不足や技能労働者の高齢化は、建設業

界が今まさに直面している問題です。当会が四半期ご

とに実施している労務需給調査でも、人手不足は顕著

になっています。調査は工種ごとに実施しています

が、いずれの工種でも人手不足は共通しており、工期

やコストに影響を与えているケースは少なくありませ

ん。労働力の減少を補うためには、一人ひとりの生産
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性を高める必要があります。政府はi-Construction 

2.0で建設現場のオートメーション化を推進しており、

40年度には少なくとも省人化3割、生産性1.5倍の達

成を目標としています。その実現に必要なDX導入に

は初期投資やさまざまなコストが生じます。そこで当

会は、新技術の積算基準を策定するための実態調査を

実施し、DX推進の一助となるよう取り組んでいると

ころです。

　見坂　担い手の確保には賃金上昇が不可欠だと考え

ています。今の若い人たちはやりがいだけでは付いて

きてくれません。処遇改善の取り組みとして、休暇に

ついては週休2日制が浸透して改善してきましたが、

給与面はさらに上げていく必要があります。そのため

には、一つひとつの仕事の利益率を上げていくべきで

す。公共工事設計労務単価や設計業務委託等技術者単

価は14年連続で上昇していますが、それだけでなく

労務費の行き渡りをしっかりチェックして現場で働く

人々の給与に反映されているかを確認しなければいけ

ないと国交省に働き掛けています。労務費のアップが

すみずみまで行き渡り十分な賃金がもらえる仕事だと

いう意識が広まれば、建設業界の魅力アップにつなが

ります。諸経費率や歩掛かり、仮設費の計上などの見

直しについても総合的な検討が必要です。建設業を今

以上に利益が得られる産業にしていくことで、これか

らの若い人たちから選ばれる仕事にすることが政治の

役割だと考えています。入職者増加に少しでも寄与で

きるよう今後も尽力していきます。

　森北　25年12月には第三次・担い手3法、とりわ

け改正建設業法が全面施行されましたが、これに基づ

いて技能労働者の処遇改善や若手技術者の入職が促進

されることを願っています。処遇改善の妨げとなる無

理な安値や工期での受注を防ぐためには、価格やコス

トの実態などについて客観的なデータの提供が必要と

考えています。当会は『労務費に関する基準　特設サ

イト』を開設しており、情報提供を通じて制度の理解

促進と建設業界の健全な発展に貢献したいと考えてい

ます。人手不足を補うためには、外国人材の登用も、

今後さらに進める必要があるでしょう。

　見坂　日本人が少子化によって減少していく以上、

これからの時代は外国人労働者の皆さんの活躍が不可

欠です。女性活躍も重要です。コロナ禍を機にリモー

ト技術が発展したことで、家庭で子育てをしながら仕

事に参画できるようになるなど、多様な働き方の選択

肢が広がっています。既に話題に挙げた給与や休暇な

どの改善を通じた魅力ある建設業づくりによる若年層

の入職促進と合わせて、多様な取り組みを総合的に展

開しなければ、今後さらなる人口減少に向かう中で担

い手不足は避けられません。

　建設産業は日本の基幹産業であり、日本経済の持続

的な発展には不可欠な存在です。さまざまな人が働け

るよう環境を整えて担い手を確保するとともに、ICT

技術による生産性向上など、各種施策を組み合わせる

ことで、建設業の持続可能性を高めていければと考え

ています。

　森北　インフラマネジメントの問題に目を向ける

と、建設コストだけでなく、維持管理や更新まで含め

たライフサイクルコストについても考えなければいけ

ません。受発注者でそれぞれ立場は違っても、インフ

ラを長く安全に使い続けるという目的は同じです。そ

のために、実態に合った価格や工期を、どのようにイ

ンフラマネジメントへ反映するかが重要です。国民の

財産であるインフラを守るために、発注者には建設産

業の育成を、受注者には技術によって社会に貢献する
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ことを使命としてもらい、その間に公正中立な当会が

介在することで三位一体のパートナーシップが構築さ

れ、持続可能なインフラマネジメントが可能になるの

ではないかと考えます。

　見坂　インフラはつくるだけでなく維持管理を含め

たマネジメントがますます重要となっています。地方

公共団体、特に市町村は技術者不足が課題となってお

り、これからの発注業務をどのように担っていくべき

かは深刻な問題です。複数自治体のインフラや複数分

野のインフラを「群」として捉えて、効率的で効果的

にマネジメントする「群マネ（地域インフラ群再生戦

略マネジメント）」のような手法は有効な取り組みの

一つです。これからの時代、全てのインフラを残して

いくことは難しくなっていきます。自治体の首長は残

すべきインフラを取捨選択することも必要となるで

しょう。

	 DX・GXなど新技術の活用について

　森北　私は国交省在職時に、技術調査課で新技術活

用の導入に担当者として携わっていたこともあり、

DXをはじめとした新技術の重要性を強く感じていま

す。国は23年度から直轄工事・業務においてBIM/
CIMを原則適用とし、設計から施工、維持管理までを

3次元モデルで一元管理することにしました。単なる

効率化だけではなく、限られた人材で生産性を向上さ

せるとともに品質を確保するための手段であり、現場

の負担軽減につながる施策だと思います。当会も新技

術の歩掛かりなどさまざまな調査を通じて、現場活用

の一助となるべく取り組んでいきます。

　見坂　今後さらに深刻化する人手不足に対応するた

めには、デジタル技術による生産性向上は不可欠で

す。多少初期費用がかかっても、新技術を取り入れた

方が効率的な場面もあります。実務を経験したことが

ある国会議員として、DXや新技術の活用を時代に合

わせた形でどんどん後押ししていきたいと思っていま

す。GXの推進も建設産業にとって重要な課題です。

災害の激甚化は温暖化など地球環境の変化によるとこ

ろが大きく、グリーンイノベーションはとても大事に

なっています。建設産業が環境負荷軽減に貢献できる

分野は、材料の製作から現場の施工、維持管理まで幅

広くあります。DXについてもGXについても政府とし

て後押ししてもらいたいと思いますし、政治の場でも

関連政策を推進していきます。

　森北　GXや脱炭素などの環境負荷低減に向けた取

り組みは、現場で実行可能な形で進めていくことが大

切です。当会では、サステナブル経営推進機構（SuM-

PO）の賛助会員として、SuMPO　EPD（製品環境宣

言）登録製品の最新版を積算資料やホームページで紹

介するなど、環境負荷低減に関連した情報の提供に取

り組んでいます。今後も引き続き、さまざまな情報を

定期刊行物やホームページなどで発信し、建設産業の

環境面の課題解決に役立ててもらえるようにしたいと

考えています。

	 �建設業界で働く人々や次世代の担い
手に向けたエールをお願いします

　見坂　建設業界の未来を見据えて考えると、若い人

たちが夢ややりがいを抱いて取り組めるプロジェクト

が必要だと思います。私が建設省（当時）に入ったの

も、学生時代に明石海峡大橋の建設現場を見学し「日

本の建設技術はなんてすごいのだろう」「自分も将来

こんな仕事に携わりたい」と考えたことがきっかけで
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した。そして入職者を確保するためには、休暇が取れ

て十分な給料がもらえるようにすることが第一です。

若年層の話を聞くと、多少無理して働いてもちゃんと

給料がほしいという声を耳にします。そのためには、

建設業界を今以上に、公共工事だけでなく民間工事も

含めて、利益率の高い業界にしていかなければいけま

せん。経済調査会が作成している資料は公共工事はも

ちろん民間工事にも役立つ資料となっています。私も

建設業界の職域代表として先頭に立って引き続き尽力

していきますので、建設業界の皆さんも明るい未来を

目指して一緒に頑張っていきましょう。

　森北　建設産業は社会基盤の整備を通じて、国民の

生命財産を守り、生活の利便性を高めるなど、重要な

使命と役割を持っています。かつては3K（きつい、汚

い、危険）産業といわれていましたが、今ではDXや

GXなどの施策によってスマートでクリエーティブな

産業に変わってきており、新4K（給料が高い、休暇が

取れる、希望が持てる、かっこいい）を目指して業界

を挙げて取り組まれているところです。当会としてこ

うした建設産業の状況や意義を広く情報提供し、次世

代の若者によく知ってもらいたいと考えています。建

設産業は厳しい時代もありましたが、そうした環境の

中でも地域を支え続けていただいています。ある意味

「利他業」的な仕事であり、従事されている皆さまに

は深く敬意を表します。

　当会は創立80周年の節目を迎えるとともに、昨年9

月には本部事務所を移転しました。これらを機に、よ

り社会から信用される公正中立な価格調査機関として

の使命と役割を果たし、そのプレゼンスをなお一層高

めていきたいと考えています。今後も建設産業が持続

可能な形で発展し続けるために、80年にわたって築

き上げてきた信頼や信用を損なうことなく、社会情勢

に応じた適正な情報を提供していきます。
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都市の包容力をどう育むか 
～ジェントリフィケーションとオーバーツーリズムが問いかける 
都市政策の展望～

阿部　大輔 龍谷大学　政策学部　教授

1 「包容力」を失いつつある現代都市

1-1　映画が映し出す都市の変化

　都市が活気づくことは、そこで暮らす人々にとって

も歓迎すべきことのように思える。しかし、都市の成

長は、ときに人々の日常に思わぬ変化をもたらす。住

宅価格や家賃の高騰、観光客の急増、再開発に伴う地

域社会の変化などは、いま世界各地の都市でみられる

現象である。

　都市を取り巻く変化を、そこで暮らす人々の側から

描いた映画も少なくない 1。巨匠ケン・ローチの事実

上の引退作ともいわれる映画『オールド・オーク』は、

炭鉱閉山後に衰退したイングランド北東部の町を舞台

に、シリア難民の受け入れを契機として地域社会に生

じる分断を描いている。生活が苦しくなった住民たち

は、その原因を地域経済の衰退や雇用構造の変化では

なく、新たにやってきた難民へと向けていく。劇中で

は、NGOから難民の少女に中古の自転車が贈られる

場面で、地元の少年たちが「自分たちには何も与えら

れない」と不公平感を募らせる様子が描かれる。そこ

にあるのは、事実に基づく対立というよりも、相対的

な剥奪感や社会的承認の欠如から生じる感情である。

　一方、スペイン映画『47系統（El 47）』では、1960～

70年代のバルセロナ郊外を舞台に、公共交通すら十

分に整備されていない周縁地区（バラック集落）が描

かれる。市バス運転手でもある主人公は、自らの暮ら

す地区まで無断で路線バスを走らせるという行動に出

る。その行為は制度違反でありながら、「ここも都市

の一部であり、等しく公共サービスを享受できるべき

場所である」という住民の要求を可視化し、やがて行

政を動かしていく。

　二つの作品が描く時代も国も異なる。しかし共通し

ているのは、都市の問題を単なる貧困や移民、交通の

問題としてではなく、人々が都市とのつながりや、そ

の暮らしを支える空間・制度との結び付きを失ってい

く過程として描いている点である。

1-2　個別の都市問題の背後にあるもの

　現代都市では、都市問題が多様化している。地域商

業の衰退、公共交通の縮小、子育て世帯や若年層の流

出に加え、貧困の空間的集中や地域間格差の拡大、地

価や賃料の高騰に伴うジェントリフィケーション、さ

らには観光需要の過度な集積がもたらすオーバーツー

リズムなど、その現れ方は実にさまざまである。

　都市課題は通常、それぞれ異なる政策分野の課題と

して議論される。住宅政策、観光政策、交通政策、福

祉政策、商業政策は、それぞれ担当部局が異なり、研

究においても別々の分野として扱われることが多い。

しかし、それぞれを個別の問題として捉えるだけで

は、都市で起きている変化の本質は見えてこない。

　さまざまな都市課題に共通しているのは、都市生活

を支えてきた基盤の弱体化と、それに伴う都市空間や

都市構造の変容である。住宅、公共空間、公共交通、

地域商業は、互いに切り離して捉えることのできない

政策対象である。いずれも日常生活を支え、人々と都

市との関係を形づくる空間の構成要素であると同時

に、多様な人々の暮らしを支える社会的基盤でもあ

る。こうした基盤が損なわれれば、都市は経済的な活

力を維持していても、その持続性を徐々に失ってい

く。

　投資や観光は都市経済を活性化させ、雇用や新たな

	1	�特に、後述するジェントリフィケーション（地区の富裕化）をモチーフにした映画は数多い。阿部（2026a）は代表作として『ニューヨーク、
ジャクソンハイツへようこそ』（2015年）や『イン・ザ・ハイツ』（2021年）を挙げている。
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需要を生み出す。その一方で、問われるべきなのは、

そこで生み出された価値がこうした生活基盤の維持・

更新へ十分に循環しているかである。その循環が機能

しなければ、経済成長そのものが都市の持続性を支え

る力にはならない。

1-3　都市の包容力という視点

　本稿では、こうした都市の変化を捉える視点とし

て、「都市の包容力」という概念に着目する。ここでい

う都市の包容力とは、多様な人々が都市で暮らし、働

き、活動を続けられる社会的・空間的条件を維持する

力である。その射程は、特定の人々を対象とした福祉

政策にとどまらず人々の日常生活を支える生活基盤

や、それを支える制度までを含んでいる。

　近年の都市政策では、人口減少への対応や都市間競

争の激化を背景として、観光振興や再開発、企業誘致

など、都市の成長を促す施策が重視されてきた。これ

らは都市の活力や経済成長を支える上で重要な役割を

果たしている。一方で、その成長が住宅の確保を難し

くし、地域商業や公共交通の維持を困難にするなど、

人々の生活基盤を弱めるのであれば、都市は長期的な

持続可能性を失いかねない。

　こうした問題関心から、筆者は2026年3月に学芸

出版社から『インクルーシブ・コミュニティ』と『ジェ

ントリフィケーションの功罪』の2冊を刊行した。前

者では、社会的包摂を地域レベルで支える都市政策の

実践を、後者では、都市の活性化や再生の過程で生じ

る社会的排除のメカニズムを検討している。本稿で

は、両書でそれぞれ論じた問題を「都市の包容力」と

いう視点から改めて結び付け、都市成長と社会的包摂

を両立させる都市政策について考えてみたい。

2 都市の成長と社会的包摂

2-1　都市競争力を支える社会的包摂 2

　これまで都市政策では、経済成長と社会的包摂はし

ばしば異なる政策領域として扱われてきた。経済政策

は投資や雇用の創出を通じた都市の成長を担い、福祉

政策は成長の恩恵を十分に受けられない人々への支援

を担うという役割分担である。そのため、社会的包摂

は都市政策の中心課題というよりも、経済成長の副作

用を緩和するための補完的な政策として位置付けられ

ることが少なくなかった。

　しかし、欧州では1990年代末以降、経済成長と社

会的包摂の関係を捉える視点が大きく変化した。その

背景には、グローバル化や産業構造の転換を受けて、

都市内部における所得格差や失業、住宅問題などが深

刻化し、社会的排除が都市全体の持続可能性を脅かす

との認識が共有されるようになったことがある。社会

的排除は、一部の人々だけが直面する福祉の課題では

ない。就業機会の喪失や教育格差、住宅不安、地域コ

ミュニティの衰退が連鎖することで、都市の経済活動

や財政基盤、さらには地域への信頼や協働関係までも

弱体化させる構造的課題として理解されるようになっ

た。

　この考え方は、欧州連合（以降、EUと表記）が掲げ

る社会的包摂政策にも色濃く反映されている。EUで

は、社会的排除を放置することは、長期的には都市や

地域の競争力そのものを低下させるとの立場を取る。

そのため、社会的包摂は福祉政策の一分野ではなく、

持続可能な経済成長を支える基盤として位置付けられ

ている。失業や貧困が特定の地域に集中すれば、就業

機会へのアクセスや教育環境が悪化し、地域への投資

も停滞する。社会的排除を放置することは、社会保障

費の増大だけでなく、都市が持つ人的・経済的な資源

を十分に活用できない状態を固定化することにもつな

がる。

　この視点は、日本の都市政策とは対照的である。日

本でも人口減少や地域格差への対応は重要な政策課題

となっているが、その議論の中心は依然として都市間

競争力の強化や経済成長に置かれている。一方で、

人々の生活基盤が弱体化することが、長期的には都市

の活力や競争力そのものを損なうという視点は十分に

共有されているとは言い難い。

	2	�本節の内容は、阿部（2026e）に依拠する。
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　本稿が「都市の包容力」を都市成長と対立する概念

としてではなく、都市の持続的な成長を支える条件と

して捉えるのも、こうした問題意識に基づいている。

2-2　�都市空間の再編が生み出す排除のメカ
ニズム 3

　都市成長は、人口や企業の集積、新たな投資を通じ

て都市に活力をもたらす。一方で、新たな需要の流入

は、限られた都市空間をめぐって、住宅、商業、業

務、観光など異なる用途の間に競合を生じさせる。そ

の結果、地価や家賃の上昇、土地利用の変化などを通

じて、都市成長の恩恵を享受する主体が存在する一方

で、従来の生活基盤を維持しにくくなる人々も現れ

る。このような都市空間の再編を通じて生じる排除の

構造は、これまでジェントリフィケーション研究を中

心に議論されてきた（図1）。
　図1が示すように、ジェントリフィケーションは、

投資や再開発などを契機として、地価や家賃の上昇を

伴いながら、住宅市場や土地利用、居住者構成を変化

させる一連の過程である。従来は、低所得者層が転出

を余儀なくされる住宅問題として理解されることが多

かった。しかし近年では、その影響は住宅市場だけに

とどまらないことが明らかになっている。

　例えば、地価や賃料の上昇は、地域住民の日常生活

を支えてきた商店や個人経営の飲食店などの営業継続

を困難にする。その結果、高い賃料を負担できる

チェーン店や観光客向け店舗への転換が進み、日常生

活を支える商業機能は徐々に失われていく。また、公

共空間についても、地域住民の日常利用よりもイベン

トや観光利用が優先されるようになれば、その性格は

大きく変化する。住宅に住み続けることができたとし

ても、買い物や移動、交流といった生活環境が変質す

れば、人々が地域で暮らし続ける条件は確実に弱ま

る。

　バルセロナ旧市街は、その典型例の一つである。

1990年代以降、歴史的市街地の再生と観光需要の拡

大を背景として、宿泊施設や飲食店、土産物店など観

光関連用途が急速に増加した。その一方で、住宅価格

や家賃の上昇、生活サービスの減少が進み、地域住民

が暮らし続けることが難しくなった地区も少なくな

い。こうした変化は、住宅市場だけでなく、地域商業

や公共空間を含めた生活基盤にも及び、都市が多様な

人々を受け止める条件そのものを変化させていった。

図1　ジェントリフィケーション発生のメカニズム（阿部（2026a）をもとに筆者追記）

	 3	�本節の内容は、阿部（2026a; 2026b; 2026c; 2026d）に依拠する。
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そのためバルセロナ市では、住宅や地域商業を維持

し、都市機能の均衡を図るための都市政策が段階的に

展開されていくことになる。

　京都市でも同様の現象が確認される。インバウンド

の増加を背景として宿泊施設や観光客向け店舗が急増

し、とりわけ都心部では住宅から宿泊施設への用途転

換が進行した。さらに、地域商店が飲食店や土産物店

へ転換することで、日用品を扱う店舗や生活サービス

は減少し、地域住民の日常生活を支える環境にも影響

が及んでいる。こうした変化は、混雑や騒音といった

一時的な問題ではなく、都市の空間構造そのものが変

化していく過程として理解する必要がある。

　ここで着目すべきは、この変化が土地・建物が市場

に出た際の土地や建物の所有と利用の性格を変質させ

る点である。住宅として利用されていた建物が宿泊施

設へ転用されると、その資産価値は住宅市場ではなく

観光市場における収益性によって評価されるようにな

る。所有者にとっても、住宅として利用・供給する経

済的インセンティブは相対的に低下し、建物は長期的

に観光用途へ固定化されやすくなる。これは単なる用

途変更ではなく、土地所有権が地域住民の居住を支え

る資産から、観光需要を取り込む収益資産へと性格を

変える過程である。一度こうした転換が進めば、住宅

ストックや地域商業を元の状態へ回復させることは容

易ではない。都市成長は、都市の土地利用構造だけで

なく、その基盤となる所有構造にも不可逆的な変化を

もたらす。

　このように考えると、排除とは人々が都市から立ち

退かされることだけを意味しない。住宅を確保できる

か否かだけでなく、買い物、移動、交流といった日常

生活を支える条件が失われることもまた、都市からの

排除として捉えることができる。言い換えれば、排除

とは都市が特定の人々を受け止められなくなる過程で

ある。

2-3　ジェントリフィケーションへの対応

　ジェントリフィケーションへの対応では、都市が社

会経済の変化に応じて更新されることを前提とする必

要がある。重要なのは、その過程で、従来から暮らし

てきた住民や地域に根ざした事業者が生活や事業を継

続できる条件を確保することである。

　近年、欧米都市では、居住の継続を支える家賃規制

や低廉な住宅供給、優先購入権（Right of First Refus-

al）、再開発によって移転した住民の帰還権（Right to 

Return）、地域商業への支援など、さまざまな手法が

試みられている。サンフランシスコやニューヨークで

は家賃規制やアフォーダブル住宅の供給が進められ、

バルセロナでは優先購入権を活用した住宅の公的取得

や社会住宅の確保が図られてきた。これらに共通する

のは、都市の更新を止めるのではなく、その過程で生

じる排除を抑え、住民や事業者が地域に残るための選

択肢を確保しようとする点である。

3 オーバーツーリズムは都市の包容力
をどう損なうのか

3-1　オーバーツーリズムを捉え直す 4

　観光は、都市に多様な恩恵をもたらす。交流人口の

拡大は地域経済の活性化や雇用の創出、税収の増加に

つながるだけでなく、歴史的建造物や文化資源の保

全・活用、公共空間の質の向上などを促す契機ともな

り得る。人口減少や地域経済の縮小が進む今日、多く

の都市にとって観光は都市の活力を支える重要な産業

として位置付けられている。

　しかし、その一方で、観光需要が急速に拡大した都

市では、観光の恩恵だけでは捉えきれない課題も顕在

化している。近年、「オーバーツーリズム」は世界各地

の観光都市に共通する都市課題として認識されるよう

になった。世界観光機関 UN Tourism（当時UNWTO）

は、オーバーツーリズムを、観光が地域住民の生活の

質や旅行者の体験の質に過度な悪影響を及ぼす状況と

定義している（UNWTO, 2018）。オーバーツーリズム

をめぐっては、混雑や騒音、マナー問題、交通渋滞、

環境負荷など、観光活動が地域社会にもたらす負の影

響に関する研究や政策対応が進められてきた。

	4	�本節の内容は、阿部（2026b; 2026c; 2026d; 2026g）に依拠する。
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　さらに近年では、住宅価格の上昇や民泊・宿泊施設

の増加、地域住民の流出、商業機能の観光地化など、

観光と都市構造との関係にも関心が広がっている。

オーバーツーリズムは、観光地における一時的な混雑

の問題ではなく、都市空間の利用や地域社会に長期的

な変化をもたらす現象として理解されるようになりつ

つある。このような議論は、オーバーツーリズムを都

市政策上の課題として位置付ける上で大きな前進で

あった。

　とはいえ、これまでの議論では、観光客数の抑制や

分散、マナー向上など、観光活動をいかに管理するか

に重点が置かれる傾向が強かった。もちろん、こうし

た対策は住民生活への負荷を軽減する上で重要であ

る。しかし、それだけでは、なぜ都市における生活環

境の変化が長期化・固定化するのか、その構造を十分

に説明することはできない。

　観光客の集中によって生じる混雑や騒音は、観光客

が減少すればある程度は解消される。これに対して、

住宅が宿泊施設へ転用され、地域商業が観光需要を前

提とした構成へ変化すれば、観光客数が減少したから

といって、以前の状態に戻るとは限らない。観光需要

の拡大は、都市空間の使われ方だけでなく、住宅市場

や土地利用、地域商業などにも影響を及ぼすからであ

る。

　この点で、オーバーツーリズムは観光政策だけで完

結する問題ではない。住宅、土地利用、商業、公共空

間など、都市を構成するさまざまな領域に変化が及ぶ

以上、その影響を都市政策の問題として捉える必要が

ある。

3-2　�オーバーツーリズムが生活基盤を変質
させる 5

　観光需要の拡大によって都市空間が変化する過程を

捉える概念として、「観光ジェントリフィケーション」

と「ツーリスティフィケーション」がある。前者は主

として住宅や居住をめぐる変化に、後者はより広く都

市の日常空間の変化に着目した概念である。

　観光ジェントリフィケーションは、観光需要の拡大

を契機として住宅市場や居住環境が変化し、従来の住

民が生活を継続しにくくなる現象を指す。宿泊施設や

民泊への用途転換、住宅価格や家賃の上昇、投資対象

としての不動産価値の高まりなどを通じて、住宅ス

トックは居住空間から観光空間へと再編されていく。

これは従来のジェントリフィケーションと同様に居住

者の置換を伴う一方、その原動力が観光需要にある点

に特徴がある。バルセロナやヴェネツィア、リスボン

などの観光都市では、こうした変化が歴史的市街地を

中心に顕著に確認されており、日本でも京都などを対

象に同様の現象が報告されている。

　しかし、オーバーツーリズムがもたらす変化は住宅

市場だけにとどまらない。近年では、都市の日常空間

全体が観光を前提とした空間へと再編される過程を

「ツーリスティフィケーション」として捉える議論が

広がっている。地域商業では、日用品店や生活サービ

スを提供する店舗が減少する一方で、飲食店や土産物

店など観光客を対象とした業種が増加する。公共空間

においても、広場や道路、河川空間などが観光消費や

イベント利用の場として活用される機会が増え、地域

住民の日常利用との調整が課題となる。観光地化に

よって物理的な空間が失われるわけではないが、その

使われ方や担う機能は大きく変化していく。

　このように観光ジェントリフィケーションとツーリ

スティフィケーションは、それぞれ住宅市場と都市空

間の変化に着目した概念である。しかし、実際の都市

では両者は相互に関連しながら進行する。住宅の宿泊

施設化は地域商業の観光地化を促し、地域商業の変化

は公共空間の利用形態にも影響を及ぼす。さらに、そ

れらの変化は地域住民の生活行動や居住継続の可能性

にも作用する。このような相互作用を通じて、都市を

支える生活基盤は徐々に変質していく。

　住宅や商業の観光利用が一時的なものであれば、観

光需要の変化に応じて元の用途へ戻ることも考えられ

る。しかし実際には、一度生じた変化がその後も残り

続ける場合がある。そこには、観光需要によって土地

や建物の経済的な評価が変わり、所有者や投資家の行

	5	�本節の内容は、阿部（2026b; 2026c; 2026d）に依拠する。



都市の包容力をどう育むか～ジェントリフィケーションとオーバーツーリズムが問いかける都市政策の展望～﻿

19 economic investigation research review Vol.39 2026.9

創
立
80
周
年
特
別
対
談

寄
稿

建
設
経
済
調
査
レ
ポ
ー
ト

自
主
研
究

国
土
経
済
論
叢

動にも影響を及ぼすという、もう一つの問題がある。

3-3　観光需要が変える土地利用と所有

　観光需要の拡大は、土地や建物の使われ方だけでな

く、不動産としての評価にも影響を及ぼす。住宅や店

舗が観光利用によってより高い収益を生むようになれ

ば、所有者にとって、その土地や建物をどのように利

用するかという判断も変わってくる。

　観光需要の拡大は、不動産に新たな収益機会をもた

らす。住宅は居住のための空間であると同時に、宿泊

施設や民泊として運用することで高い収益を生み出す

資産として評価されるようになる。商業施設について

も、地域住民の日常的な需要よりも、観光客の消費を

前提とした業態の方が高い収益を期待できる場合、土

地・建物は観光利用へと転換されていく。より高い収

益が期待できる用途へ土地や建物を転換することは、

個々の所有者や事業者にとっては合理的な経済行動で

ある。しかし、そうした選択の積み重ねが、都市全体

として望ましい土地利用につながるとは限らない。観

光利用への転換が特定の地区に集中すれば、住宅や地

域商業など日常生活を支える機能が縮小し、都市空間

の用途構成そのものが変わっていく。

　さらに問題となるのは、この変化が容易には元に戻

らない点である。一度、土地や建物が観光利用を前提

とした資産として評価されるようになると、地価や賃

料の水準、市場参加者の期待、投資行動などもそれに

応じて変化する。その結果、住宅や地域商業として再

利用しようとしても採算性を確保しにくくなり、一度

観光用途へ転換した土地や建物は、従来の用途へ戻り

にくくなる。オーバーツーリズムの影響が、混雑の解

消後もなお都市に残り続けるのは、このような構造に

よるところが大きい。

　もう一つの問題は、観光によって生み出された利益

が、住宅や地域商業、公共空間など都市の生活基盤へ

十分に還元されているとは言い難いことである。観光

は都市に新たな経済的価値をもたらすが、その利益が

都市の維持・更新へ再投資されなければ、都市を支え

る基盤は徐々に弱体化していく。すなわち、問題は観

光によって利益が生まれることではなく、その利益が

都市の持続性を支える仕組みへ十分に結び付いていな

い点にある。

　オーバーツーリズムは、観光客数の問題としてでは

なく、都市経営の問題として捉える必要がある。観光

を都市の成長戦略として位置付けるのであれば、その

成長によって生み出された価値の一部を都市の生活基

盤へと還元し、多様な人々が暮らし続けられる条件を

維持していくことが求められる。都市の包容力とは、

まさにそのような循環が維持されている状態である。

4 都市の包容力を高める政策の実践

　都市成長と社会的包摂は、しばしば対立する目標と

して語られる。しかし、都市の包容力という視点に立

てば、両者は本来両立すべきものである。市場によっ

て生じる土地利用の変化を適切に方向づけ、そこから

生み出される利益を都市に循環させながら、人々の生

活を支える基盤を維持・更新していく。こうした政策

の組み合わせによって、都市の成長と社会的包摂を両

立させることが求められる。

4-1　都市成長を方向付ける（空間の議論） 6

　観光需要の拡大は、都市に新たな投資を呼び込み、

土地や建物の利用を変化させる。その動きを都市の活

力につなげながら、住宅や地域商業など都市生活を支

える機能とのバランスを保つことが重要となる。市場

の動きを都市全体の持続性という観点から方向付ける

ことが求められる。

　その際に重要になるのが、地区ごとの状況を踏まえ

た土地利用の調整である。観光需要が高まる地区で

は、宿泊施設や飲食店などへの用途転換が進みやす

く、それが一定の範囲を超えれば、住宅や地域商業と

の競合も強まる。そこで、地区ごとの状況に応じて土

地利用のバランスを調整し、観光需要を都市空間の中

に適切に位置付けていくことが必要になる。

	6	�本節の内容は、阿部（2026b; 2026g）に依拠する。
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　例えば、バルセロナ市では、宿泊施設の局所的な集

積を背景として、2017年に宿泊施設立地規制（PEU-

AT）が策定された。PEUATは、市域を複数のゾーンに

区分し、それぞれ異なる立地ルールを設定している。

歴史的市街地など観光圧力の高い地区では新規立地を

認めず、既存施設が廃業した場合も新たな宿泊施設へ

の転換を厳しく制限することで、宿泊施設の総量を抑

制している。また、旧市街では用途計画（Pla d’usos）

によって飲食店や土産物店など観光関連用途の立地を

調整し、地域商業とのバランスを維持することを目指

している。こうした制度は、観光需要を否定するもの

ではなく、観光活動が住宅や地域商業など都市の生活

基盤と共存できるよう、都市成長の方向を調整する政

策として位置付けられている。

　このような土地利用の調整はバルセロナに限らな

い。アムステルダムでも、ホテルの新規立地を厳しく

制限するなど、観光需要の拡大を土地利用の側から調

整する取り組みが進められている。観光需要が集中す

る都市では、その影響が都市空間のどこに現れるのか

を見極め、地区ごとの土地利用や都市構造に応じて対

応することが重要になる。

　日本でも民泊制度の見直しなど、観光活動に伴う土

地利用の変化への対応が進められてきた。一方、観光

需要の拡大を住宅や地域商業などとの関係から捉え、

地区ごとの土地利用を調整する都市政策として体系的

に位置付ける取り組みは、まだ限られている。観光客

数や観光消費額だけで都市の成長を捉えるのではな

く、観光需要が都市空間にどのような変化をもたらし

ているのかを捉え、その方向を政策的に導いていく視

点が求められる。

4-2　�利益を循環させる（財政・再投資の議
論） 7

　都市成長の方向を適切に導くことに加えて、その成

長によって生み出された利益を地域へ循環させる仕組

みも必要となる。

　オーバーツーリズムの背景には、観光需要の増加そ

のものだけではなく、その利益が都市全体へ十分に還

元されてこなかったという構造的な問題がある。観光

客の増加によって宿泊施設や飲食店、観光関連事業者

には収益がもたらされる一方、住宅価格や家賃の上

昇、公共空間の維持管理費の増加、交通混雑への対応

など、都市が負担するコストも増大する。しかし、そ

れらの費用を支える財源や仕組みが十分に確保されな

ければ、都市の生活基盤は次第に弱体化していく。都

市成長が都市の包容力を高めるためには、民間に生じ

た利益の一部を公共的な価値へと再投資する仕組みが

不可欠である。

　その代表的な手法が宿泊税である。宿泊税は単なる

財源確保策ではなく、観光によって生じた利益の一部

を都市へ還元する制度として位置付けることができ

る。欧州では、宿泊税収を観光プロモーションだけで

はなく、公共空間の維持管理、文化資源の保全、公共

交通の改善、地域コミュニティへの支援などに充てる

事例が広がっている。近年では、定率制を採用する都

市も増えており、高価格帯の宿泊施設ほど負担が大き

くなる仕組みを通じて、観光需要の拡大に応じた税収

を確保しようとしている。スペイン・カタルーニャ州

では2026年、観光宿泊税収の25％を住宅政策に充当

する制度改正が行われた。観光需要の拡大が住宅価格

の上昇や住宅不足にも影響を及ぼしているとの認識に

立ち、観光から得られる税収を住宅政策へ直接還元す

る仕組みである。都市成長によって生じた利益を都市

へ再投資するという考え方が制度の背景にある。

　もっとも、利益の循環は宿泊税だけで実現できるも

のではない。都市開発の分野では、開発利益の還元や

公共貢献の考え方が定着しており、民間開発によって

生み出された価値の一部を公共空間や都市基盤の整備

へ充てる仕組みが導入されてきた。観光都市において

も同様に、観光によって生み出された利益を住宅政策

や公共空間の改善、地域交通の維持、地域商業の支援

などへ循環させる視点が求められる。重要なのは、

個々の施策ではなく、都市成長の成果を社会全体で共

有する制度を構築することである。

　日本でも宿泊税を導入する自治体は増えつつある

	7	�本節の内容は、阿部（2026b; 2026g）に依拠する。
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が、その使途は観光振興に重点が置かれる傾向が強

い。しかし、都市の包容力という視点に立てば、宿泊

税は観光施策の財源ではなく、都市の生活基盤を維

持・更新するための財源として位置付けることが重要

である。住宅の確保、公共空間の維持管理、公共交通

の充実、地域コミュニティの支援など、都市の包容力

を高める分野へ重点的に再投資することによって、観

光による成長は初めて持続可能なものとなる。

4-3　�都市の包容力を支える基盤を育てる
（社会・コミュニティの議論） 8

　都市政策は長らく、将来の都市像を描き、その実現

を目指すことを基本としてきた。人口増加や経済成長

を前提としていた時代には、住宅や道路、公園などの

都市基盤を計画的に整備し、都市の成長を支えること

が重要な課題であった。しかし、都市の成熟化が進

み、人口減少や高齢化、産業構造の転換など社会経済

環境が大きく変化する中で、都市政策の重点も、新た

な都市基盤の整備から、既存の都市空間や生活基盤を

どのように維持・更新していくかへと広がっている。

　都市の生活基盤は、住宅や公共空間、地域商業、福

祉、コミュニティなど、相互に関係するさまざまな要

素によって成り立っている。そのため都市政策におい

ても、個々の施設や制度を整備するだけではなく、そ

れらが社会の変化に応じて柔軟に見直され、新たな課

題やニーズに対応できる仕組みを備えることが重要と

なる。都市の包容力とは、こうした変化を受け止めな

がら、多様な人々が暮らし続けられる環境を維持する

力でもある。

　重要なのは、変化そのものを抑えることではなく、

複数の政策領域を相互に関連付けながら、その変化を

地域の更新につなげていくことである。都市政策に

は、社会経済環境の変化によって生じる課題を個別に

処理するだけでなく、地域全体の生活基盤を支える視

点が求められる。

（1）統合的アプローチへの転換
　都市を取り巻く課題が複雑化する中で、欧州では

1990年代以降、個別分野ごとの対応から、複数の政

策を組み合わせて地域全体を再生する「統合的アプ

ローチ」へと都市政策の重点が移りつつある。従来の

都市再生は、住宅整備や公共空間の改善など、物的環

境の更新を中心として進められることが多かった。し

かし、失業や教育格差、社会的孤立といった課題は、

空間整備だけでは解決できないことが次第に認識され

るようになった。とりわけ、社会的排除が特定の地区

に集中し、住宅、雇用、教育、生活環境などの問題が

相互に重なり合って現れることが、都市再生のあり方

を見直す契機となった。その結果、都市政策は都市計

画、福祉、教育、雇用、経済政策などを横断的に組み

合わせ、地域全体の再生を目指す方向へと転換して

いった。

　この統合的アプローチは、都市を個別の施設や制度

の集合としてではなく、住宅、公共空間、教育、福

祉、地域経済などが相互に関係しながら成り立つ一つ

の地域システムとして捉える点に特徴がある。した

がって、都市再生においても、単一の政策分野だけで

はなく、地域が抱える課題に応じて複数の施策を組み

合わせながら、総合的に取り組むことが重視されるよ

うになった。こうした発想は、本稿で論じてきた都市

の包容力とも共通している。都市の包容力は、住宅、

公共空間、公共交通、地域商業などを個別に整備する

ことによって高まるのではなく、それらを相互に関連

付けながら、多様な人々が暮らし続けられる環境を総

合的に形成することによって維持・向上するからであ

る。

（2）界隈プラン：コミュニティの包摂的改善の試み
　統合的アプローチを具体的な制度として実践してい

る代表例が、バルセロナ市の界隈プラン（Pla de Bar-

ris）である。界隈プランは、都市全体を一律に整備す

るのではなく、社会的・空間的課題が集積する地区を

選び、重点的な支援を行うものである。2016～2020

年の第1期には、都市内格差が顕著な16地区を対象

	8	�本節の内容は、阿部（2026b; 2026g）に依拠する。
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に、1億5,000万ユーロの特別予算が投じられた。そ

の後も対象は拡大され、2025～2028年には27地区、

約43万8,000人、市人口のおよそ26％を対象とする

施策へと発展している。

　界隈プランの特徴は、地区ごとに異なる課題を把握

し、空間整備と社会政策を組み合わせている点にあ

る。例えば、市北部の丘陵地に位置するロケッタス地

区では、坂道の多い地形が高齢住民の日常的な移動を

困難にしていた。このため、街路間を結ぶスロープや

階段、エスカレーターを整備するとともに、隣接する

コルセローラ自然公園との連続性を確保し、不足して

いた公共施設の整備も進められた。同地区では、住民

の約30％が国外からの移民であり、高等教育・高等

職業訓練課程の修了者も市平均の約58％に対して

27.3％にとどまる。界隈プランは、こうした社会的

な不利と地形・施設面の不利を切り離さず、地域の生

活環境を総合的に改善しようとしている。

　住宅再生においても、建物の更新だけが目的とされ

ているわけではない。市東部のボン・パストール地区

では、老朽化した低廉住宅を取り壊し、隣接地に建設

した社会住宅へ住民を順次移転させる事業が進められ

た。一方、1929年の低廉住宅法に基づいて建設され

た住宅群が地区の歴史を伝える存在であることから、

16軒を保存し、2023年に「低廉住宅ミュージアム」と

して再整備した。住宅環境を改善しながら、住民が共

有してきた記憶を継承することも、生活環境の更新と

一体のものとして位置付けられている。

　さらに、市北端のトーレ・バロ地区では、急峻な地

形と不十分な街路網に対応するため、市交通公社と連

携して、電話やスマートフォンで呼び出すオンデマン

ドバス「Meu Bus」の試験運用を支援した。この取り

組みは試行にとどまらず、その後、正式な公共交通

サービスに組み込まれている。隣接するシウタット・

メリディアナ地区では、低所得地域の高校生の大学進

学を支援する「プロメテウス」プログラムが展開され

た。2016年には大学入試を受験した高校生が一人も

いなかったが、支援を通じて、2024年1月までに地

区で初めての世代となる16人の大学卒業者が生まれ

た。

　このように界隈プランは、公共空間、住宅、交通、

教育、雇用などを別々の施策として実施するのではな

く、それぞれの地区が抱える課題に即して組み合わせ

ている。ロケッタスでは地形的な孤立、ボン・パス

トールでは住宅の老朽化と地域の記憶、トーレ・バロ

とシウタット・メリディアナでは移動と教育機会の不

足に働きかけている。都市の包容力を高めるために

は、施設や住宅を整備するだけでなく、地域で暮らし

続けるために必要な条件を多面的に整えていく必要が

ある。界隈プランは、地域ごとの脆弱性を起点に、空

間と社会の双方を継続的に更新する都市政策のあり方

を示している。

（3）リジェネラティブ・ツーリズムへの展開
　地域の更新を支えるという考え方は、都市再生だけ

でなく、観光政策にも広がりつつある。従来の持続可

能な観光は、観光が環境や地域社会に与える負荷を抑

え、悪影響をできる限り小さくすることを主眼として

きた。これに対してリジェネラティブ・ツーリズム

は、負荷を軽減するだけでなく、観光を通じて地域の

自然環境や社会、経済を従来よりも良い状態へと再生

していくことを目指す。訪問者を地域資源の消費者と

してのみ捉えるのではなく、地域の維持や更新に関わ

る主体として位置付ける試みが海外諸都市では進みつ

つある。

　その代表例が、コペンハーゲンで2024年に始まっ

たCopenPayである。これは、自転車や公共交通の利

用、草むしりやごみ拾いなど、環境や地域への貢献に

つながる行動に参加した訪問者に、飲食、レンタサイ

クル、ガイドツアー、施設利用などの特典を提供する

取り組みである。例えば都市農園Øens Haveでは、訪

問者が農作業や環境整備に参加し、その対価として農

園での食事や体験を得る仕組みが設けられた。観光客

に環境配慮を呼びかけるだけでなく、地域の活動に実

際に参加する機会を観光体験として組み込んでいる点

が特徴である。2025年には実施期間を6月17日から8

月17日までとし、規模も前年のおよそ3倍に拡大され

た。観光客の行動を地域への貢献と結び付け、それ自

体を魅力ある体験に変えることで、訪問者と地域との

関係を組み替えようとしている。

　米国ハワイ州でも、訪問先とそこに暮らす人々に
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「恩返しをする旅」として、リジェネラティブ・ツー

リズムが政策の中心に据えられている。2021年に始

まったマラマハワイでは、自然環境の保全やハワイ文

化の継承に関わるボランティア活動への参加を旅行者

に促している。各島では住民、農家、事業者、ホテ

ル、地域団体などが参加して目的地管理行動計画を作

成し、訪問者への教育、地元産品の購入促進、文化継

承への投資などを進めている。ここでは、旅行者の行

動変容だけでなく、地域側が観光のあり方を主体的に

方向付けることが重視されている。約50の提携ホテ

ルでは、地域の非営利団体による活動に参加した宿泊

客に特典を提供し、訪問者の貢献を具体的な仕組みと

して支えている。

　これらの取り組みが示しているのは、観光客の増加

や消費額の拡大だけではなく、観光によって地域にど

のような価値や関係が残されるのかを問う視点であ

る。界隈プランが、地域の課題に即して空間整備と社

会政策を組み合わせ、住民が暮らし続けられる環境を

育てようとするのに対し、リジェネラティブ・ツーリ

ズムは、訪問者をその更新に関わる主体として組み込

もうとする。都市の包容力を高めるためには、観光に

よる負荷を規制し、利益を還元するだけでなく、訪問

者、住民、事業者が地域の環境や社会を共に支える関

係を育てていくことも重要である。

5 都市の自己再生産能力を高める

　本稿では、住宅価格の上昇、公共空間の変質、地域

商業の衰退、公共交通の弱体化、オーバーツーリズム

など、現代都市が直面する諸課題を、都市の包容力と

いう視点から捉え直してきた。一見すると、それぞれ

は住宅政策、交通政策、観光政策など、異なる政策分

野に属する問題である。しかし、その背景をたどれ

ば、いずれも都市生活を支えてきた基盤の弱体化とい

う共通した問題へと行き着く。住宅は投資対象として

の性格を強め、公共空間は消費や観光の場として再編

され、地域商業は日常生活を支える機能を失いつつあ

る。公共交通もまた、採算性を優先する中で、その維

持が困難になっている。その結果、多様な人々が都市

で暮らし、働き、活動を続けるための条件そのものが

揺らいでいる。

　こうした都市生活の基盤は、都市が社会経済的な変

化を受け止めながら、その機能を維持し、更新してい

くための前提条件でもある。これらの基盤を維持・更

新していく根源的な力は、「都市の自己再生産能力」と

して捉えることができる。

　ここでいう自己再生産能力とは、単に人口や経済規

模を維持することではない。人々が暮らし、働き、移

動し、他者と関係を結ぶための社会的・空間的条件を

維持しながら、新たな住民や事業者、活動を受け入

れ、都市を更新していく力である。都市は固定された

状態として存続するのではなく、人や活動の入れ替わ

りを受け止めながら、絶えず変化を続けている。とこ

ろが、その変化を支える住宅や公共空間、交通、商業

などの基盤が失われれば、都市は見かけ上の成長を続

けていたとしても、自らを維持し、更新していくこと

ができない。

　この視点に立てば、ジェントリフィケーションや

オーバーツーリズムも、都市の自己再生産能力を損な

う現象として捉え直すことができる。ジェントリフィ

ケーションでは、地域への新たな投資や高所得層の流

入によって土地や建物の価値が高まる一方、住宅価格

や家賃の上昇を通じて、既存の住民や事業者がその地

域にとどまることが難しくなる。オーバーツーリズム

では、観光活動の拡大が住宅市場や土地利用、地域商

業の構成を変化させ、都市生活を支える基盤を損な

う。住宅が宿泊施設へ転用され、日常的な商店が来訪

者向けの店舗へ置き換わり、公共交通や公共空間が住

民の利用を十分に支えられなくなれば、都市は新たな

投資や観光によって経済的な利益を得ながら、その自

己再生産能力を低下させていく。両者に共通するの

は、都市に新たな価値が生み出される一方で、既存の

住民や事業者が暮らし、働き続けるための条件が損な

われていくことである。

　観光や都市再開発そのものが、都市の自己再生産能

力を損なうわけではない。そこで生み出された価値が

住宅や公共空間、公共交通、地域商業へ還元され、生

活基盤の維持・更新につながるのであれば、都市成長

は包容力を支える力にもなり得る。重要なのは、成長

を受け入れるか否かではなく、その方向をどのように
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導き、成果を都市へ循環させるかである。

　本稿で取り上げたバルセロナの宿泊施設立地規制や

界隈プラン、リジェネラティブ・ツーリズムの取り組

みは、対象とする領域や手法こそ異なるものの、いず

れも都市の自己再生産能力を支える試みとして理解で

きる。宿泊施設の立地規制は、観光用途の拡大を都市

構造や居住環境との関係から制御するものである。界

隈プランは、住宅、教育、雇用、移動、公共空間など

を横断的に改善し、地域で暮らし続けるための条件を

整えている。リジェネラティブ・ツーリズムは、訪問

者を地域資源の消費者としてだけでなく、その維持や

再生に関わる主体として位置付け直そうとしている。

これらに共通するのは、都市成長を自己目的化するの

ではなく、都市が将来にわたって生活の場であり続け

るための基盤へと結び付けようとする姿勢である。

　人口減少と成熟社会を迎えた日本では、都市政策の

目的そのものを見直す必要がある。これまで都市計画

は、開発を誘導し、成長を支える制度として発展して

きた。その一方で、成長の過程で生じた格差や不利益

への対応は、福祉政策に委ねられる傾向があった。し

かし、都市の自己再生産能力という視点に立てば、両

者を切り離して考えることはできない。住宅や公共空

間、公共交通、地域商業を維持することは、都市機能

を確保するだけでなく、多様な人々が都市で暮らし続

けられる条件を整えることでもある。

　その意味で、都市計画や都市デザインは、空間の形

態や利便性を整える技術にとどまらない。誰が都市に

暮らし続けられるのか、誰が都市の資源や機会にアク

セスできるのかを左右する、広い意味での福祉政策で

もある。都市デザインを福祉政策として捉えるとは、

特定の人々への支援を空間へ付け加えることではな

い。多様な人々の生活を支える条件を、土地利用、交

通、住宅、公共空間などを通じて都市の構造そのもの

に組み込むことである。

　都市の包容力を高めるとは、変化を受け止めなが

ら、その過程で失われる生活基盤を補い、新たな都市

活動を支える条件をつくり直していくことである。都

市成長によって生み出された価値を都市へと循環さ

せ、住宅、公共空間、公共交通、地域商業、コミュニ

ティを次の世代へ引き継いでいく。その循環を成り立

たせることが、都市の自己再生産能力を高めることに

ほかならない。都市の包容力という視点は、都市がど

れだけ成長したかではなく、その成長を通じて自らを

維持し、更新する力をどれだけ高めることができたの

かを問うている。
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能登半島地震の復旧・復興の現状と 
地域建設業の対応・課題

大西　果帆 一般財団法人建設経済研究所　研究員

はじめに

　日本は、地震や台風、豪雨等の自然災害が頻発する

災害大国である。甚大な災害が発生するたび、建設業

は被災地の復旧・復興を支える重要な役割を果たして

きた。

　中でも、「地域の守り手」として現場にいち早く駆け

付け、災害対応を担う地域建設業の重要性は、近年ま

すます高まっている。2011年3月に発生した東日本

大震災では、自衛隊や警察、消防による救助・捜索

や、ボランティア団体による被災地への支援物資の輸

送が注目されたが、これらの活動が可能となった背景

には、地域建設業が自らも被災しながら道路啓開やが

れき処理に従事し、緊急輸送道路を確保したことが

あった。

　一方で、地域建設業を取り巻く環境は厳しさを増し

ている。建設業就業者数や建設業許可業者数は長期的

に減少傾向にあり、担い手不足は平時の建設生産体制

だけでなく、災害時の応急対応力にも影響を及ぼし得

る。地域建設業の減少傾向を大きく転換させることは

容易でないとしても、地域の守り手としての役割を今

後も果たし続けるためには、廃業の抑止や生産性の向

上につながる施策はもとより、災害対応のあり方その

ものについても見直していく必要がある。

　令和6年能登半島地震への対応では、一部報道によ

ると初動の遅れが指摘されることもあったが、深刻な

過疎・高齢化が進む地域特有の人手不足に加え、半島

という立地・地形的要因も重なり、相当な苦労が伴っ

たものと考えられる。本稿では、本震災における復

旧・復興の現状を概観した上で、地域建設業が直面し

た課題を整理し、今後の大規模災害への備えに資する

観点から、災害対応のあり方について考察する。

1 令和6年能登半島地震の概要

　2024年1月1日16時10分、石川県能登地方の深さ

16 km（暫定値）を震源とするマグニチュード7.6の地

震が発生し、石川県輪島市及び志賀町で震度7を観測

したほか、北海道から九州地方にかけて震度6強から

1を観測した。

　能登地方では、2007年3月25日に石川県七尾市・

輪島市・穴水町で最大震度6強の地震が発生した。そ

の後、2020年12月以降地震活動が活発化し、2023

年5月5日にも石川県珠洲市で震度6強を観測した。気

象庁は、2024年1月1日の地震及び石川県能登地方で

発生している2020年12月以降続く一連の地震活動に

ついて、名称を「令和6年能登半島地震」と定めた。

　図表1に示すとおり、人的・建物被害が大きい近年

の地震災害と比較しても、令和6年能登半島地震はそ

の規模が大きい。石川県で震度7を記録したのは、気

象庁の観測史上初である。

　本震災では、人的・建物被害にとどまらず、インフ

図表1　近年の主な地震災害との比較
阪神・淡路大震災 東日本大震災 熊本地震 令和6年能登半島地震

発生年月日 1995年1月17日 2011年3月11日 前震：2016年4月14日
本震：2016年4月16日 2024年1月1日

地震規模 マグニチュード7.3 モーメントマグニチュード9.0 マグニチュード6.5
マグニチュード7.3 マグニチュード7.6

死者・行方不明者
（災害関連死を含む） 6,437人 22,336人 275人 722人

全壊住家 104,906棟 122,204棟 8,657棟 6,536棟

（注記）�令和6年能登半島地震は、消防庁第123報（令和8年3月31日16時00分現在）による速報値。
出典：�内閣府「防災白書」、気象庁、消防庁、熊本県公表資料を基に当研究所作成
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ラやライフラインにも広範な被害が及んだ。特に道路

被害は深刻で、石川県では、能登半島の大動脈とされ

る国道249号をはじめ、多くの道路で崩落、土砂崩

れ、ひび割れ、段差が発生した。奥能登全体へのアク

セスが困難となり、被災地に流入する車両の渋滞が支

援物資の輸送や復旧作業を妨げ、多数の孤立集落の解

消が喫緊の課題となった。

　また、上下水道や通信の被害も、住民生活や復旧活

動に大きな影響を及ぼした。上下水道については、広

範囲で断水や下水道管内の滞水が発生し、復旧に時間

を要した。通信については、停電や光ファイバーの断

絶により、携帯電話事業者の基地局が停波し、特に被

害の大きかった能登地域の6市町では、通信可能なエ

リアが支障ピーク時に被災前の約30％まで減少した。

　さらに、同年9月には令和6年奥能登豪雨が発生し、

地震後の復旧工事現場でも土砂崩れや仮設材の流出・

破損が生じた。地震と豪雨が重なったことで、奥能登

地域の復旧・復興は一層長期化し、複雑化することと

なった。

2 建設業による初動対応

　国土交通省は、発災から約2時間後の18時15分に

第1回特定災害対策本部会議を開催した。以降、地方

整備局や地方運輸局、現地対策本部等と被災状況や対

応方針を共有しつつ、被災した地方公共団体と緊密に

連携して初動対応を実施した。

　幹線道路の応急復旧は、1月2日から行われた。一

般社団法人日本建設業連合会に加盟する大手建設会社

は、国道249号や能越自動車道、県道・市道・町道の

復旧関連路線で24時間体制での作業に当たった。ま

た、一般社団法人石川県建設業協会等の地域建設業

は、道路啓開や段差解消等、地域に密着した応急対応

に従事した。これらの取組により、能登半島内の幹線

道路は、おおむね2週間で約9割まで緊急復旧が進ん

だ。

　道路啓開は、救助・救援活動や支援物資の輸送、ラ

イフラインの復旧を支える前提となる。本震災では、

道路そのものの被害に加え、被災地へ向かう車両の集

中による渋滞が初動対応の妨げとなった。被災地へ入

るルートが限られる半島部では、1本の道路が通れる

か否かが、地域全体の復旧速度を左右したといえる。

3 石川県の地域建設業に係る災害協定

　建設業における災害協定とは、国や地方公共団体と

建設業団体との間で締結される、発災時の防災活動に

関する取り決めである。事前に役割を分担し、有事の

際に協定に基づく活動を行うことで、迅速な応急対応

の実現につなげる。

　地域建設業においては、一般的には「都道府県」と

「都道府県の建設業協会」で災害協定を締結し、都道

府県からの出動要請に基づき、建設業協会の会員企業

が応急対策工事等に当たる。石川県も同様に、一般社

団法人石川県建設業協会（以下「県協会」という。）との

間で「災害時における応急対策工事に関する基本協

図表2　石川県建設業協会と地区建設業協会

出典：真柄建設株式会社 提供資料
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定」等を締結している。

　ただし、石川県では、県協会と地区建設業協会（以

下「地区協会」という。）の関係に特徴がある。9つある

地区協会の会員企業の多くは県協会に加盟している

が、地区協会自体は県協会の支部ではなく、独立した

組織となっている。この関係を整理すると、図表2の
とおりである。本震災では、被害が大きかった能登地

域の市町が県に支援を求め、これを受けた県協会が、

金沢以南の地区協会と「連携」する形で応援を送り込

んだ。

4 地域の建設企業へのヒアリング調査

　本震災で地域建設業が担った災害対応の実態を把握

するため、県協会からの紹介により、石川県内の建設

企業5社へヒアリング調査を実施した。対象は、被害

が比較的大きかった能登地域の3社（昭和建設株式会

社、宮下建設株式会社、株式会社のとさく）と、被害

が比較的小さかった金沢市・加賀市の2社（真柄建設

株式会社、株式会社向出組）である。

　能登地域の3社では、自らも被災者でありながら災

害対応に当たる上での課題を、金沢市・加賀市の2社

では、応援の立場から被災地に入る上での課題を中心

に確認した。

5 被害が比較的大きかった地域の対応

（1）被災直後の制約

　被害が比較的大きかった能登地域の建設企業は、自

らも被災者でありながら災害対応に当たった。元日の

夕方に発災し、建物倒壊や津波からの避難、停電、断

水等が重なる中、各社ともまずは自分や家族の身の安

全を確保する必要があった。通信障害により社員の安

否確認も難しく、事前に備えていたBCPが想定どおり

に機能しない場面もあった。

　こうした中でも、穴水町の企業では、翌日に社員数

人が自主的に出社し、人力も交えながら道路啓開を開

始した。発災直後は行政との連絡が取りづらく、現場

側で状況を見ながら対応せざるを得なかった。停電に

より車庫や倉庫のシャッターが開かない場面もあった

が、手持ちの資機材を用い、緊急性の高い箇所から着

手した。県や町からの要請を受けられるようになる

と、徐々に対応が本格化していった。

　「地域の守り手」と位置付けられる建設企業であっ

ても、被害が大きい地域では、発災直後から一律に対

応を求めることには限界がある。社員や家族の安全、

通信手段、自社の被災状況等、初動を制約する要素を

踏まえる必要がある。

（2）情報共有と役割分担の進展

　発災直後の被災地では、まず車両が通行できる状態

を確保することが急がれた。例えば、輪島市門前町の

企業では、発災翌日に出社できた社員が限られる中、

スコップを持ち、道路の段差に砂利を敷く作業から始

めた。燃料や食料も不足し、周辺では倒壊家屋での救

助活動も行われる厳しい状況にあった。少しずつ社員

と連絡が取れるようになると、地域の建設企業が集ま

り、行政からの要請に基づき分担して対応した。

　もっとも、被害が大きかった地域全体としてみる

と、発災直後から行政との連携が十分に取れていたわ

けではない。通信障害により被災箇所の把握や関係者

間の連絡が難しかったことに加え、行政側も被災して

おり、被害の全体像を即時に把握して建設企業に的確

に対応を要請することは容易ではなかった。技術系職

員や現場情報が限られる中では、対応すべき箇所の優

先順位を判断し、共有することにも困難があった。

　こうした中で、行政と地域の建設企業がそれぞれ把

握する被災箇所の情報を持ち寄り、優先順位や担当を

確認する場が設けられると、作業の進め方が徐々に定

まっていった。緊急性の高い箇所から人員を割り当て

ることで、限られた機動力をより効率的に使うことが

可能となった。

　被災地内の企業は、地域の道路事情や地形、施工環

境、関係者とのつながりを把握している。こうした土

地勘は、現場の状況を見極め、応急的に動く上で有効

に働いた。また、地域の建設企業同士や行政との連絡

にはメッセージアプリも活用され、写真を共有しなが

ら状況を確認できたことは、限られた人員での分担を
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支えた。

　一方で、被災地内の企業だけですべてを担うことに

は限界がある。被害の大きい箇所では、国や大手建設

会社等が主要な応急工事を担い、地域の建設企業は地

域内で必要な対応に当たる場面もみられた。関係主体

間の連携が進むにつれて、道路啓開や応急復旧は徐々

に本格化していった。

（3）生活再建と地域維持への不安

　被害が大きい地域の建設企業は、道路やライフライ

ンの復旧作業に従事する一方で、自社の事業継続や社

員の生活再建にも向き合う必要があった。災害対応の

担い手であると同時に、地域で事業を営み、社員もそ

こで暮らす主体であるためである。

　珠洲市の企業では、倉庫等に大きな被害が生じた。

手元にある資機材を用い、行政からの要請を受けた道

路啓開や、避難所裏山の土砂崩れ対策工事に当たった

が、厳しい環境下での活動を余儀なくされた。地域を

何とかしたいとの思いがある一方で、社員本人や家族

の生活が整わなければ、災害対応を担い続けることは

難しい。そのため、同社では社員の住まいの確保にも

注力した。こうした目の前の生活再建に加え、復旧・

復興が進んだ先に地域に人が残り続けるのかという不

安も抱えていた。

　このように、地域の建設企業にとっての復旧・復興

は、工事の進捗だけでなく、自社と社員の生活再建、

さらには地域の担い手をいかに維持するかという問題

でもあった。被害が大きかった地域のヒアリングから

は、通信インフラの強靱化、地理的脆弱性への対応、

人口減少・若者流出への懸念が課題として挙げられ

た。特に通信障害は、社員の安否確認や行政との連絡

を困難にし、災害時に地域で事業と生活を維持してい

く上での基盤の脆弱さを浮き彫りにした。

　以上のように、被害が大きかった地域の建設企業

は、自らも被災しながら、限られた体制の中で道路啓

開や応急対応に当たった。地域に根差した土地勘や関

係者とのつながりは、現地情報の把握や初動の判断に

有効に働く一方で、今回のような大規模災害では、被

災地内の企業だけで対応を完結させることには限界が

ある。

6 被害が比較的小さかった地域からの
応援

（1）先遣隊と応援体制の構築

　奥能登地域では道路被害が広範囲に及び、応援側に

とっても、現地に至るルートや必要な資機材を把握し

にくい状況にあった。このため、県協会は金沢以南の

地区協会と連携し、県内の他地域から応援を送り込む

体制を構築した。

　金沢市の企業では、発災当日に社屋の安全確認を行

うとともに、安否確認システムにより社員の状況把握

を進めた。翌日には、出社可能な技術者を招集し、ま

ずは顧客対応に当たった。その後、災害協定に基づく

県からの出動要請を受け、県協会の判断により金沢地

区から応援に入ることとなった。

　輪島市へ入る主なルートが通行できなくなっていた

ことから、国道249号の道路啓開に向け、1月2日に

先遣隊が現地へ向かった。同社では、過去の災害対応

において、現地のニーズを十分に把握できず、動き出

しに時間を要した経験があった。その教訓を踏まえ、

まず先遣隊が被災状況を確認し、その結果を基に本格

的な応援体制を組むことにした。

　先遣隊は、水、食料、燃料、資材に加え、バックホ

ウを積み込み、道中では土砂崩れを撤去し、橋や道路

の段差に土を盛ってスロープを造りながら進んだ。通

常であれば2時間弱の距離であっても、到着は出発か

ら約12時間後の深夜となった。到着後は、沿道の被

害や道路の損傷状況を確認し、どのような応援が必要

かを見極めた。その結果を基に、その後の人員配置や

資機材投入が調整された。

　必要な作業が明らかになるにつれ、長期対応を見据

えた交代制が組まれた。金沢以南の地区協会にも応援

要請が広がり、被災地内の企業だけでは対応しきれな

い作業を、他地域の建設企業が支える形となった。交

代は3日間を1単位として組んで、車中泊や入浴困難

といった厳しい環境の中でも応援を継続するための現

実的な工夫をした。長期にわたり人員を出し続けるこ
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とは難しいが、「1カ月のうち3日だけでも」という形で

あれば参加しやすく、地区協会内の多くの企業が応援

に加わることができた。

（2）資機材調達と情報共有

　応援側の企業にとっては、道路啓開作業そのものに

加え、資機材の調達や道路状況・作業内容の共有も重

要となった。被災地内では、重機・資材、燃料、食

料、宿泊場所の確保が難しく、できる限り自ら準備し

て現地へ向かう必要があった。

　金沢市の企業では、現地との連絡手段として衛星電

話を調達したほか、GPSを搭載した重機を活用し、作

業場所や進捗を把握できるようにした。また、燃料や

重機の手配に当たっては、日頃からの取引関係や民間

同士のつながりも活用された。災害協定を締結してい

る関係者であっても、平時から互いの連絡先や役割を

把握できているとは限らない。実際には、県協会内の

つながりや取引先との関係をたどりながら、必要な資

機材を手配した面もあった。

　こうした手配や共有を個別企業の人脈や経験に委ね

すぎると、災害の規模や地域によっては十分に機能し

ないおそれがある。行政を介した要請や調整だけに頼

らず、民間同士でも連携できるように、緊急時の連絡

先、資機材の所在、燃料の確保方法、情報共有の手順

を平時から確認しておくことが重要である。

　一方で、道路状況の整理・共有には、なお効率化の

余地もあった。図表4は、能登空港内に設置された石

川県の対策本部で管理されていた道路状況図であり、

通行止め、片側交互通行、災害箇所が紙の地図上に整

理されている。刻々と通行可否が変わる中で、応援側

はこの地図を確認しながら現地へ向かい、作業に当た

る必要があった。

　さらに、交代制で応援を継続するためには、前班が

把握した道路状況や作業内容を次班へ確実に引き継ぐ

必要があった。メッセージアプリやクラウドストレー

ジも活用し、写真、位置情報、日報を共有すること

で、作業内容や現場の状況を関係者間で確認できるよ

うにした。

（3）応援側から見えた課題

　加賀市の企業では、発災直後、まず地元の応急復旧

を担った。同市内でも斜面崩落や液状化が生じてお

り、道路の段差解消、舗装亀裂の仮復旧、バリケード

や仮設信号機の設置等、当面の危険を取り除く措置を

講じた。

　その後、県協会から加賀地区に応援要請があった

が、被災地へ向かう道路では、緊急車両や物資輸送に

も支障を来すほどの渋滞が発生し、情報も錯綜してい

たため、出動はいったん見送られた。現地の体制が

整った後、同地区の企業は1月9日から被災地に入っ

た。資機材の現地調達はほぼ難しいと想定し、必要な

ものを持参した上で、監督と作業員による少人数の班

を編成した。交代は金沢地区と同様、3日間を1単位

として行われた。

　応援に当たっては、渋滞や片側交互通行により、移

動だけでも多くの時間を要した。夜明け前に出発した

ものの、道中では道路損傷が激しく、大型車両の通行

が難しい箇所では補修しながら進む必要もあった。発

図表3　土砂崩れ（左）、国道249号の被害状況（右）

出典：真柄建設株式会社 提供資料
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災から1週間以上が経過していても、現地へ入ること

自体が容易ではなかった。

　また、県から場所の指定はあったものの、到着後に

何を修復するのか、どの資機材が必要なのか明確でな

い場面もあった。現地災害対策本部から十分な返答を

得られない中、県協会等を通じて事前に得ていた情報

を基に準備できたことが、作業開始の円滑化につな

がった。昼過ぎに現地へ到着した後は、先行していた

班から引き継ぎを受け、作業に入った。

　応援側の企業は、自らの地域での対応と並行しつ

つ、被災地の生活環境や物資不足にも配慮する必要が

あった。加賀地区では、しばらくは食料や資機材を持

参し、車中泊や仮設トイレの利用を前提に活動した。

この経験から、災害時の活動拠点での備蓄に加え、自

己完結的な活動条件を平時から確認しておくことも課

題となった。

　以上のように、被害が比較的小さかった地域からの

応援は、被災地内の企業を支える上で大きな役割を果

たした。しかし、応援側も、移動ルートの確認、資機

材や燃料の手配、交代要員の確保、滞在環境の準備と

いった、多くの制約に直面した。大規模災害時に応援

を円滑に機能させるためには、道路状況や作業内容の

共有、資機材の調達、自己完結的な活動条件につい

て、事前に確認しておくことが欠かせない。

7 ヒアリング調査のまとめ

　ヒアリング調査の結果を、被害が比較的大きかった

地域と、被害が比較的小さかった地域に分けて示す

と、図表5のとおりである。各社から聞き取った内容

を「発災～初動対応」「対応上のポイント」「主な困難」

「改善点・今後の課題」の4項目に大別し、災害対応の

実態を一覧化した。

　図表5からは、同じ地域の建設業であっても、被害

の程度によって直面した制約や担える役割が大きく異

なっていたことが分かる。

　被害が比較的大きかった地域の企業は、発災直後か

ら自らの安全確保、社員の安否確認、自社施設・資機

材の被害把握に追われながら、道路啓開や段差解消、

避難所周辺の土砂崩れ対策に従事した。大津波警報、

停電、断水、通信障害が重なる中、BCPが想定どおり

に機能しない場面もあり、初動は社員の自主的な出社

や手持ちの資機材に支えられた。

図表4　対策本部での道路状況管理

出典：真柄建設株式会社 提供資料
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　被災地内の企業が持つ土地勘や地域とのつながり

は、被災箇所の把握や優先順位の判断に生かされた。

行政と地域の建設企業が被災箇所の情報を持ち寄り、

緊急性の高い箇所から人員を割り当てることで、限ら

れた機動力をより効率的に使うことが可能となった。

ただし、当初は通信障害や情報不足により、行政との

連携が十分に整っていたわけではなく、現場側の判断

に委ねられる場面もあった。

　金沢市・加賀市の企業は、自社の安全確認や地元で

の応急復旧を行った上で、県協会や地区協会を通じた

要請に基づき、奥能登地域へ応援に入った。応援側で

は、先遣隊による現地確認、重機・資材、燃料、食

料、宿泊場所の準備、3日間を1単位とする交代制の

編成等、被災地に負担をかけずに活動するための体制

づくりが求められた。また、道路状況や作業内容、必

要な資機材を次の班へ確実に引き継ぐことも重要で

あった。

　メッセージアプリやクラウドストレージは、写真、

位置情報、日報の共有に活用され、班間・関係者間の

引継ぎに役立った。一方で、共有方法や報告様式に

は、簡略化・ルール化の余地がある。

　以上を踏まえると、被災地内の企業と応援側の企業

では、初動期に担える内容が異なることが確認され

た。被災地内の企業は、自らも被災しており、今回の

ような大規模災害では、発災直後から一律に応急対応

の主力として位置付けることには限界がある。一方

で、地域の道路事情や被災箇所に関する知見を有して

いる。応援側の企業は、県協会や地区協会を通じた要

請、先遣隊や先行班から得られる情報を踏まえ、人員

や資機材を準備して被災地に入ることとなる。こうし

た違いを前提にすることが、被災地内の企業への負担

を抑え、限られた人員を効率的に活用する上で重要で

ある。

図表5　ヒアリング調査のまとめ
被害が比較的大きかった地域

取材先 発災～初動対応 対応上のポイント 主な困難 改善点・今後の課題

【穴水町】
昭和建設

社員・家族の安全確保、安否確認
自社施設・資機材の被害把握
手持ち資機材による道路啓開

自主的な出社
県・町・地域建設企業間の情報共
有
自社保有資機材の活用

停電・断水・通信障害
自らも被災しながらの災害対応
社員の負担管理

通信インフラの強靱化
「隣・隣」の応援体制
地理的脆弱性への対応
地域外からの協力受入れ体制

【輪島市門前町】
宮下建設

停電・断水・通信障害による安否
確認の困難
少人数での道路段差解消
地域建設企業による分担対応

LINEによる写真・情報共有
小規模地区の地域内連携
行政・大手建設会社との役割分担

燃料・食料不足
通信手段の不通
被災地内企業だけでの対応の限界

道路網・代替ルートの確保
通信インフラの強靱化
技術者不足への対応
管轄を越えた道路機能の確保

【珠洲市】
のとさく

津波避難を含む安全確保
道路啓開・避難所周辺の土砂崩れ
対策
自社施設・倉庫の被害下での対応
継続

緊急性の高い箇所への集中
手元資機材の活用
社員の住まい確保を含む生活再建
支援

人手の確保
停電・断水下での活動
自社被災と事業継続
豪雨による長期化・複雑化

道路網の整備
社員の就業継続環境の確保
地域の担い手維持
人口減少・若者流出への対応

被害が比較的小さかった地域
取材先 発災～初動対応 対応上のポイント 主な困難 改善点・今後の課題

【金沢市】
真柄建設

社屋の安全確認、社員の安否確
認、顧客対応
県協会・金沢地区による先遣隊の
派遣
先遣隊の確認結果に基づく応援体
制の構築

先遣隊によるニーズ把握
3日単位の交代制
衛星電話・GPS搭載重機の活用
民間連携による資機材調達

道路の渋滞・損傷
重機・資材・燃料の調達
道路状況・作業内容の共有

行政・業界団体・民間企業の役割
分担
民間同士で動く仕組み
資機材・燃料の調達手順の確認
報告手順の簡略化

【加賀市】
向出組

地元の応急復旧
応援要請を受けた出動準備
道路損傷・渋滞による現地入りの
遅れ

3日単位の交代制
後続班への引き継ぎ
資機材・食料の持参
車中泊・仮設トイレ前提の活動

渋滞・片側交互通行
現地情報の錯綜
作業内容・必要資機材の把握困難
厳しい作業・滞在環境

活動拠点・備蓄の確保
自己完結的な活動条件の確認
情報伝達のデジタル化
資機材の効率的運用

（注記）�取材先企業名は法人格を省略。
出典：�石川県内の建設企業5社へのヒアリング調査を基に当研究所作成
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8 今後の大規模災害への示唆

（1）被災地内企業と応援側企業の役割分担

　今後の大規模災害への備えとして、まず、地域建設

業を一括りに捉えない視点が必要である。同じ災害の

影響を受ける地域であっても、被害が大きい地域と比

較的小さい地域では、置かれる状況や担える内容が異

なる。業界団体が会員企業の被災状況を把握し、被害

の程度に応じて役割を分けて考えることが有効であ

る。

　被害が大きい地域の企業は、自らも被災者であり、

発災直後から復旧工事の主力を担い続けることには限

界がある。一方で、地域の道路事情や地形、関係者と

のつながりを熟知しており、被災箇所を把握し、現地

情報を行政に提供できる点には強みを持つ。したがっ

て、被災地内の企業については、施工の担い手として

だけでなく、行政の意思決定を補助する情報提供、応

援に入る企業の案内、関係機関への資機材提供といっ

た、地域事情を生かした役割も想定しておくことが考

えられる。

　一方、被害が比較的小さかった地域の企業は、資機

材調達や情報共有の方法をあらかじめ確認した上で、

被災地に応援に入ることが想定される。本震災では、

金沢以南の地区協会が連携して能登地域を支援した。

こうした応援を円滑に進めるには、どの地域がどの方

面を、どの段階で支援するのかを、事前に一定程度想

定しておくことが望ましい。

（2）「隣・隣」の応援ネットワーク

　近隣地域の建設企業が相互に支援する「隣・隣」の

ネットワークを構築しておくことも重要である。ここ

でいう「隣・隣」とは、隣接する地域だけでなく、そ

のさらに外側の地域まで含めて応援を想定する考え方

である。大規模災害では、被災地に近い地域も一定の

被害を受ける可能性があるためである。

　本震災では、被害が比較的小さい地域からの応援に

より、被災地内の企業だけでは担いきれない作業を補

うことができた。要請を待ってから応援体制を組んで

いては初動が遅れるおそれがあるため、平時から地域

間のつながりを確認し、周辺地域が段階的に支援に入

る仕組みを考えておくことが、迅速な対応につながる。

（3）情報共有と資機材調達の事前確認

　応援側の企業が円滑に活動するためには、道路状況

や作業内容を把握する手順と、資機材の手配方法を日

頃から確認しておく必要がある。本震災では、現地の

状況や必要な資機材が十分に分からない中で、何を持

参し、どのように現地へ入るかを判断する難しさが

あった。一方で、メッセージアプリやクラウドスト

レージを活用した写真、位置情報、日報の共有は、班

間・関係者間の引継ぎに有効であった。

　今後は、道路状況、作業内容、必要な資機材、重機

の所在を、できるだけ簡潔に共有できる形にしておく

ことが望ましい。災害時には、手続きが複雑であるほ

ど現場で使われにくい。現場の作業員が短時間で入

力・確認でき、まずは広く集約した上で、必要な内容

を詳しく確認できるような仕組みが求められる。

　また、重機・資材や燃料の確保では、日頃からの取

引関係や県協会内のつながりが活用された。こうした

関係性は災害時に有効である一方、個別企業の人脈や

経験に頼りすぎると、規模や地域によっては十分に機

能しないおそれがある。災害協定を締結している関係

者が、平時から互いの連絡先や役割を確認し、民間同

士でも動ける関係を築いておくことが課題である。

（4）自己完結的な活動環境の確保

　応援に入る企業は、被災地の生活環境や物資不足に

配慮し、できる限り現地に負担をかけない準備が求め

られる。食料、燃料、宿泊場所、トイレを自ら確保

し、一定期間は自己完結的に動ける体制を想定してお

くことが望ましい。

　本震災では、車中泊や仮設トイレの利用を前提に応

援に入った例もあり、応援側にとっても厳しい作業環

境であった。今後は、活動拠点の確保や資機材の備蓄

に加え、現地で活動を継続するための最低限の備え

を、平時から確認しておくことが課題となる。
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（5）災害協定の運用見直し

　こうした役割分担や応援の進め方は、災害協定の運

用にも反映していく必要がある。災害協定は、出動要

請の根拠となる一方、協定を締結しているだけで、災

害時に関係者が円滑に連携できるとは限らない。

　本震災では、県協会や地区協会、民間同士のつなが

りを頼りに対応した場面もあった。災害協定を実効性

のあるものにするためには、行政、建設業協会、会員

企業、関係事業者が平時から顔を合わせ、緊急時の連

絡先や役割を確認しておくことが重要である。実際の

災害対応を踏まえながら、こうした関係を災害協定の

運用に反映し、継続的に見直していくことが求められ

る。

　併せて、体制面の備えだけでなく、ハード面の整備

も不可欠である。本震災で特に課題として顕在化した

道路網や通信インフラの脆弱性に対しては、災害の種

類を問わず、平時から強靱化を進めていく必要があ

る。

おわりに

　本稿では、令和6年能登半島地震における復旧・復

興の現状を概観した上で、石川県内の建設企業5社へ

のヒアリングを基に、地域建設業が直面した課題と今

後の災害対応への示唆を整理した。

　本震災では、半島という地理的条件、道路や通信の

寸断、過疎・高齢化が進む地域特性が重なり、初動対

応には大きな困難が伴った。その中で、被害が大き

かった地域の企業は、自社や社員も被災する中、地域

の道路事情や関係者とのつながりを生かしながら、道

路啓開や応急対応に当たった。一方、被害が比較的小

さかった地域の企業は、県協会や地区協会を通じた要

請に基づき、人員や資機材を投入して被災地を支え

た。

　地域建設業は、災害時に地域を支える重要な存在で

ある。しかし、その役割を個々の企業の使命感や現場

の努力だけに委ねることはできない。被災地内の企業

の限界を前提に、被害の程度に応じた役割分担と、地

域を越えた応援体制を平時から想定し、災害協定や訓

練に反映していくことが、次の大規模災害への備えと

なる。
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建設経済及び建設資材動向の概観 
（2026年7月）

深澤　竜介 一般財団法人経済調査会　経済調査研究所　研究成果普及部　部長

はじめに

　我が国の建設産業は、就業者ベースで全産業の約

7％を占めるとともに、国内総生産（GDP）の約5％を

担う基幹産業であり、インフラマネジメントや防災・

減災、国土強靱化の推進、地域経済の維持において重

要な役割を果たしている。しかしながら、近年の建設

産業を取り巻く環境は、原材料価格の高騰、エネル

ギーコストの上昇、さらには労働力不足の深刻化等、

構造的な転換期に直面している。

　本稿においては、一般経済動向を政府等発表の資料

で概観した上で、一般財団法人建設経済研究所と当会

経済調査研究所の共同研究成果である「季刊建設経済

予測」を用いて建設経済動向を紹介する。加えて、国

土交通省の「主要建設資材需給・価格動向調査結果」

を基に建設資材の需給状況を、当会の定期刊行物「月

刊積算資料」の掲載価格・建設資材価格指数を用い

て、直近の建設資材の価格動向を概説する。

　なお、本稿は筆者個人の見解に基づくものであり、

当会を代表するものではない。

1 一般経済及び建設経済動向

（1）一般経済の足元の動き

　我が国経済の現状及び先行きに関する政府の基調判

断を示す内閣府「月例経済報告」（2026年7月）による

と、世界の景気は一部地域に弱さがみられるものの、

緩やかな持ち直しが続いている。先行きについても緩

やかな持ち直しが続くことが期待されるが、中東情勢

の影響に加え、金融資本市場の変動等、不確実性の高

い要因には引き続き注意が必要とされている。

　地域別にみると、米国景気は設備投資や個人消費に

支えられ、緩やかな拡大が続いている。アジア地域で

は、中国景気は不動産市場の停滞等を背景に緩やかに

減速している。一方、韓国及びインドネシア景気は緩

やかに回復している。台湾景気は外需を中心に拡大し

ており、インド景気も拡大している。ヨーロッパ地域

では、ユーロ圏では景気の持ち直しの動きがみられる

ものの、ドイツ景気には持ち直しの動きに足踏みがみ

られる。一方、英国景気は持ち直している。

　このように、世界の景気としては緩やかな持ち直し

図表1　‌�国内総生産（支出側）及び各需要項目‌
（2026年1～3月期四半期値、季節調整済前期比）

年・期
項目

実質 名目

前期比 寄与度
（対GDP） 前期比 寄与度

（対GDP）
国内総生産（GDP） 0.5 ＊＊＊ 0.6 ＊＊＊� ［年率換算］ 1.8 2.5
国内需要 0.1 0.2 0.5 0.5
　　民間需要 0.0 0.0 0.3 0.2
　　　　民間最終消費支出 0.3 0.2 0.7 0.4
　　　　民間住宅 0.9 0.0 2.3 0.1
　　　　民間企業設備 －0.7 －0.1 0.3 0.0
　　　　民間在庫変動 ＊＊＊ －0.1 ＊＊＊ －0.3
　　公的需要 0.5 0.1 1.2 0.3
　　　　政府最終消費支出 0.3 0.1 0.9 0.2
　　　　公的固定資本形成 1.5 0.1 2.5 0.1
　　　　公的在庫変動 ＊＊＊ －0.0 ＊＊＊ －0.0
財貨・サービスの純輸出 ＊＊＊ 0.3 ＊＊＊ 0.1

出典：内閣府「四半期別GDP速報」
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が続いているものの、中国景気の減速やヨーロッパ景

気の力強さを欠く状況等、地域ごとの景気動向にはば

らつきがみられる。特に、中国の不動産市場低迷は、

我が国の輸出や製造業活動に影響を及ぼす可能性があ

る。他方、米国や台湾、インド等相対的に成長力の高

い地域が世界経済を下支えしており、地域間の温度差

が引き続き鮮明となっている点が足元の特徴といえ

る。

　こうした中、日本経済については、「景気は、緩や

かに回復しているが、中東情勢の影響を注視する必要

がある」との基調判断が維持された。需要項目別にみ

ると、個人消費は持ち直しの動きがみられ、設備投資

も持ち直している。一方、住宅建設は弱含んでいる

が、公共投資は堅調に推移している。また、輸出は持

ち直しの動きがみられ、輸入はおおむね横ばいとなっ

ている。生産は横ばいであるものの、企業収益や雇用

情勢には改善の動きがみられる。消費者物価について

は緩やかな上昇が続いている。

　建設経済との関連でみると、住宅建設は弱含んでい

る一方、公共投資については国及び地方における予算

執行等を背景として「堅調に推移している」と評価さ

れており、公共工事が建設需要を下支えする構図は当

面続くものとみられる。

　また、設備投資は持ち直しており、企業収益や省力

化投資を背景に堅調な動きがみられる。このため、工

場、物流施設、データセンター等の成長分野における

建設需要は引き続き期待されるものの、人手不足や建

設コストの高止まり、金利動向等が民間建設投資の拡

大ペースを左右する要因になると考えられる。

　さらに、月例経済報告では、引き続き、中東情勢の

影響を景気の下押しリスクとして指摘している。一方

で、足元では燃料油価格対策や電気・ガス料金の負担

軽減策が講じられており、石油製品価格の上昇による

経済全体への影響は現時点では限定的と考えられる。

もっとも、中東情勢を巡る不確実性そのものは依然と

して残っており、今後のエネルギーコストや建設資材

価格への影響については引き続き注視が必要である。

特に建設分野では、資材価格に加え、物流費や労務費

もコスト上昇要因となっているため、建設コスト全体

としては依然として高水準で推移しているといえる。

　国内経済について、内閣府が2026年6月8日に公表

した「2026年1～3月期四半期別GDP速報（2次速報

値）」によると、実質GDP成長率は前期比0.5％（年率

1.8％）となり、我が国経済は緩やかな回復基調を維

持した（図表1）。なお、1次速報値と比較して実質成

長率は同水準であった一方、名目GDP成長率は前期比

0.6％（年率2.5％）へと下方修正された。プラス成長

は確保しているものの、需要項目別にみると回復の力

強さにはなお課題が残る。実質GDP成長率に対する寄

与度をみると、内需が＋0.2％ポイントであったのに

対し、外需は＋0.3％ポイントとなり、外需寄与が内

図表2　景気の現状判断DI（季節調整値）

出典：内閣府「景気ウォッチャー調査」
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需寄与を上回る結果となった。足元の景気回復は国内

需要よりも輸出等の外需に支えられる側面が強く、依

然として外部環境の影響を受けやすい構造にあるとい

える。

　需要項目別にみると、民間企業設備投資は前期比▲

0.7％と減少しており、企業部門では原材料価格の高

止まりや為替動向をはじめとする先行き不透明感を背

景に、投資判断が慎重化している様子がうかがえる。

一方で、民間住宅は同0.9％増、公的固定資本形成は

同1.5％増となり、いずれもプラス成長を示した。と

りわけ、公共投資や住宅投資を中心とする建設関連需

要が、設備投資の弱さを補完し、内需を下支えする役

割を果たしている点が注目される。

　このように、2026年1～3月期のGDP統計からは、

民間設備投資の弱さを公共投資及び住宅投資が補完す

る構図が読み取れ、また、建設関連需要が景気を下支

えした側面もうかがえる。

　次に、景気に関する街角の実感として内閣府「景気

ウォッチャー調査」（2026年7月）をみると、7月の現

状判断DI（季節調整値）は45.7（前月比＋1.7）となり、

3カ月連続で上昇した（図表2）。家計動向関連DIは、

飲食関連等の改善を背景に上昇したほか、企業動向関

連DIは非製造業等の改善により上昇した。雇用関連DI

についても上昇しており、景気には持ち直しの兆しが

みられる。もっとも、DIの水準はなお50を下回って

おり、景気の実感としては力強さを欠く状況が続いて

いるといえる。こうしたことから、2026年7月調査

の景気ウォッチャーの見方は、「景気は、中東情勢に

よるマインド面の下押しを中心に影響が残るものの、

持ち直しの兆しがみられる」とされている。また、先

行きについては、「中東情勢による不透明感が残るこ

とに加え、令和8年熊本地震の影響に対する懸念もみ

られる」とされており、先行きに対する慎重な見方は

引き続き維持されている。

　なお、建設・住宅関連のコメントでは、資材価格の

高騰や金利上昇、人手不足等を背景として、住宅需要

の停滞や建築案件の先送りを懸念する声が多くみられ

た。また、人材確保の難しさから受注能力の制約を指

摘する意見もみられ、潜在的な建設需要に対し、供給

面の制約が引き続き課題となっていることがうかがえ

る。さらに、令和8年熊本地震については、観光需要

の減少や生産活動への影響に加え、一部地域では受注

減少を懸念する意見もみられており、今後の地域経済

や建設需要への影響を引き続き注視する必要がある。

　次に、企業の業況判断指標として日本銀行「全国企

業短期経済観測調査（短観）」（2026年6月調査）をみる

図表3　日銀短観　業況判断DI
� （「良い」-「悪い」・％ポイント）

全規模合計 大企業
2025年 2026年 2025年 2026年
12月調査 3月調査 6月調査 12月調査 3月調査 6月調査

最近 先行き 最近 先行き 最近 先行き 最近 先行き 最近 先行き 最近 先行き
製 造 業 11 8 12 7 14 7 16 15 17 14 22 17
非製造業 22 16 21 13 21 14 36 31 36 29 37 28
全 産 業 18 13 18 11 18 11 25 22 27 21 29 23

中堅企業 中小企業
2025年 2026年 2025年 2026年
12月調査 3月調査 6月調査 12月調査 3月調査 6月調査

最近 先行き 最近 先行き 最近 先行き 最近 先行き 最近 先行き 最近 先行き
製 造 業 15 10 16 9 17 9 7 2 7 4 9 2
非製造業 26 19 27 18 26 16 17 12 16 8 15 8
全 産 業 22 15 23 14 22 13 14 8 13 7 13 6

（注記1）対象は約9千社。
（注記2）回答企業の収益を中心とした業況についての全般的な判断。
（注記3）�「1.良い」「2.さほど良くない」「3.悪い」の中から、「1.良い」の回答社数構成比から「3.悪い」の回答社数構成比を差し引い

て算出。
（注記4）先行きは、3カ月後の状況についての判断。
出典：日本銀行「全国企業短期経済観測調査」
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と、業況判断DI（大企業・全産業）は＋29となり、前

回（2026年3月調査）の＋27から2ポイント改善した。

一方、先行きDIは＋23となっており、足元の業況判

断は改善しているものの、先行きには慎重な見方が

残っている（図表3）。
　大企業・製造業の業況判断DIは＋22となり、前回

調査から5ポイント改善した。改善は5期連続であり、

AI関連を中心とした半導体需要の拡大が景況感を押し

上げた。大企業・非製造業のDIも前回調査から1ポイ

ント改善し、＋37となった。一方、中東情勢や原油

価格・資材価格の動向に対する警戒感から、大企業、

中小企業ともに先行きの景況感は慎重にみている。特

に中小企業では、製造業16業種中14業種、非製造業

12業種全てで悪化が見込まれている。

　また、企業の価格判断をみると、仕入価格の上昇圧

力は一段と強まっている。大企業の仕入価格判断DIは

製造業で＋62、非製造業で＋56まで上昇した。一方、

販売価格判断DIも製造業、非製造業ともに＋40と

なっており、価格転嫁の進展がうかがえる。とりわけ

非製造業の仕入価格判断DI及び販売価格判断DIは、

1983年の調査開始以来の最高水準を記録した。

　以上のように、企業の業況判断は改善基調を維持し

ているものの、コスト上昇圧力や国際情勢を巡る不確

実性への懸念から、先行きに対しては慎重な見方が根

強く残っている。

（2）建設投資動向

　一般財団法人建設経済研究所と当会経済調査研究所

は、両機関の共同研究成果として「季刊建設経済予

測」を年4回（1・4・7・10月）発表している。本稿で

は、2026年7月発表の予測結果（国民経済計算2026

年1～3月期GDP速報・2次速報に基づく）の中から、

マクロ経済及び建設投資の動向について整理する。

①マクロ経済の推移
　2026年度の景気は、雇用・所得環境の改善や各種

政策の効果により緩やかな回復が期待される。しか

し、引き続き中東情勢の影響を注視していく必要があ

るほか、想定を上回るペースでの物価上昇リスクにも

留意が必要である。実質GDP成長率は前年度比0.6％

増と予測されている。

　2027年度についても、設備投資や個人消費を中心

に景気の緩やかな回復が続くと見込まれるが、世界経

済の動向や物価上昇圧力、各国の通商政策の影響には

引き続き注視が必要である。実質GDP成長率は前年度

比0.7％増と予測されている。

②建設投資の推移
　2026年度及び2027年度の建設投資見通し及び過去

の推移を年度別にみると、図表4のとおりである。

＜2026年度見通し＞
　2026年度の建設投資は、前年度比6.3％増の83兆

2,600億円と予測する。省エネ基準適合義務化に伴う

住宅分野の反動減からの回復に加え、政府分野、民間

図表4　建設投資の推移（年度）
� （単位：億円、実質値：2015年基準）

年度 2010 2015 2020 2021 2022 2023
（見込み）

2024
（見込み）

2025
（見通し）

2026
（見通し）

2027
（見通し）

名目建設投資 419,282 566,468 627,597 651,659 678,478 714,700 732,100 783,400 832,600 863,500
　　（対前年度伸び率） －2.4％ 19.3％ 0.7％ 3.8％ 4.1％ 5.3％ 2.4％ 7.0％ 6.3％ 3.7％

政府分野投資 ― 188,764 219,850 215,274 220,218 219,300 224,100 232,000 248,000 254,400
（対前年度伸び率） ― ― 4.3％ －2.1％ 2.3％ －0.4％ 2.2％ 3.5％ 6.9％ 2.6％
民間住宅投資 129,779 156,910 150,562 160,256 167,205 159,200 161,700 161,700 171,300 174,200

（対前年度伸び率） 1.1％ 5.5％ －7.7％ 6.4％ 4.3％ －4.8％ 1.6％ 0.0％ 5.9％ 1.7％
民間非住宅建設投資 109,683 145,510 157,273 163,775 173,697 188,300 192,700 211,200 226,200 241,000

（対前年度伸び率） －10.0％ 3.9％ －7.7％ 4.1％ 6.1％ 8.4％ 2.3％ 9.6％ 7.1％ 6.5％
建築補修（改装・改修）投資 ― 75,284 99,912 112,354 117,358 147,900 153,600 178,500 187,100 193,900

（対前年度伸び率） ― ― 26.5％ 12.5％ 4.5％ 26.0％ 3.9％ 16.2％ 4.8％ 3.6％
実質建設投資
　（対前年度伸び率）

448,943 566,468 581,229 575,557 563,924 578,521 569,493 593,504 608,019 614,566
－2.6％ 19.0％ 0.8％ －1.0％ －2.0％ 2.6％ －1.6％ 4.2％ 2.4％ 1.1％

出典：表中の数値は、（一財）建設経済研究所・（一財）経済調査会 経済調査研究所「季刊建設経済予測」より
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非住宅分野及び建築補修（改装・改修）分野が総じて

堅調に推移すると見込まれることから、名目値・実質

値ともに前年度を上回る見通しである。

●政府分野投資
　政府分野投資は前年度比6.9％増の24兆8,000億円

と予測する。国の公共事業関係費が前年度並みの規模

で確保されていることに加え、「第1次国土強靱化実施

中期計画」の初年度分として1兆5,500億円が前倒しで

計上されていることなどから、名目値・実質値ともに

前年度比で増加すると見込まれる。

●民間住宅投資
　住宅着工戸数は前年度比6.8％増の76.0万戸と予測

する。省エネ基準適合義務化等に伴う前年度の反動減

からの回復に加え、住宅ローン減税の延長や各種住宅

支援策が下支え要因となることから、民間住宅投資は

前年度比5.9％増の17兆1,300億円と予測する。

●民間非住宅建設投資
　企業の設備投資意欲は引き続き底堅く、民間非住宅

建設投資は前年度比7.1％増の22兆6,200億円と予測

する。原油価格や資材価格の上昇、工期長期化等への

警戒感は残るものの、建築単価の上昇や土木分野にお

ける好調な受注動向を背景に、名目値・実質値ともに

前年度を上回る見込みである。

＜2027年度見通し＞
　2027年度の建設投資は前年度比3.7％増の86兆

3,500億円と予測する。住宅分野における反動減から

の回復は一巡するものの、政府投資の高水準維持、民

間非住宅投資の堅調な推移及び建築補修需要の継続に

より、全体として増加基調が維持される見通しであ

る。

●政府分野投資
　政府分野投資は前年度比2.6％増の25兆4,400億円

と予測する。「第1次国土強靱化実施中期計画」の2年目

に当たり、引き続き高水準の事業規模が維持されるこ

とが見込まれる。

●民間住宅投資
　住宅着工戸数は75.6万戸と前年度とほぼ同水準で

推移すると見込まれる。民間住宅投資は前年度比

1.7％増の17兆4,200億円と予測され、高付加価値化

やリフォーム需要等を背景に名目ベースでは増加が続

図表5　需給動向及び在庫状況別、都道府県数（令和8年7月1～5日現在）
� （都道府県数）

資材名称・規格

セメント 生コン 骨　　材 アスファルト合材 異形棒鋼 H形鋼 木　　材 石油

バラ物 21 N/
mm 2 砂 砂 利 砕 石 再生‌

砕石

新　材
密粒度 
アスコン

再生材
密粒度 
アスコン

D16 ’200×
100 製 材 合 板 軽油 

1,2号

調
査
月
現
在
の
需
給
動
向

1.0～1.5
（緩　和）

1.5以上～2.5 （2） （3） （2） （1） （4） （1） （1） （1） （1）
（やや緩和） 1 5 3 2 2 8 3 1 1 1 1
2.5以上～3.5 （44） （46） （42） （37） （43） （43） （39） （44） （45） （40） （34） （34） （45）
（均　衡） 46 46 39 40 45 45 38 43 46 42 34 37 45

3.5以上～4.5 （2） （1） （2） （4） （2） （3） （4） （2） （2） （2） （2） （6） （1）
（ややひっ迫） 2 1 1 1 1 3 1
4.5以上～5.0
（ひっ迫）

調
査
月
現
在
の
在
庫
状
況

1.0～1.5 ― ― ― ― 1 ―
（豊　富） ― ― ― ― ―

1.5以上～2.5 ― ― 35 28 38 43 ― ― 38 29 19 19 ―
（普　通） ― ― ― ― ―

2.5以上～3.5 ― ― 1 4 2 1 ― ― 4 ―
（やや品不足） ― ― ― ― ―
3.5以上～4.0 ― ― ― ― ―
（品不足） ― ― ― ― ―

（注記1）カッコ内の数字は将来（3カ月先）の需給動向の予想。
（注記2）需給動向は「緩和」「やや緩和」「均衡」「ややひっ迫」「ひっ迫」から、在庫状況は「豊富」「普通」「やや品不足」「品不足」から選択。
（注記3）回答者が2者以下の都道府県については、除外している。
出典：国土交通省「主要建設資材需給・価格動向調査結果」
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く見通しである。

●民間非住宅建設投資
　民間非住宅建設投資は前年度比6.5％増の24兆

1,000億円と予測する。企業の設備投資意欲は引き続

き底堅く推移し、物流施設やデータセンター関連需

要、土木分野の堅調な投資が継続すると見込まれてい

る。

2 建設資材の需給状況

　建設資材の需給状況については、国土交通省が毎月

実施している「主要建設資材需給・価格動向調査」（通

称、「資材モニター調査」）結果として発表されている。

　2026年7月（7月1～5日現在）の調査による全国的

な状況を集計した結果を図表5に示す。

＜現在の需給動向＞
・全ての対象品目（セメント、生コンクリート、骨

材、アスファルト合材、異形棒鋼、H形鋼、木材、石

油）において、「均衡」とする回答が最も多くみられた。

・「ひっ迫」の回答は無く、「ややひっ迫」の回答は骨材

（砂・砂利）、アスファルト合材（新材・再生材）、木

材（製材・合板）、石油でみられた。

・「緩和」の回答は無く、「やや緩和」の回答は生コンク

リート、骨材（砂・砂利・砕石・再生砕石）、アス

ファルト合材（新材・再生材）、異形棒鋼、H形鋼、木

材（製材・合板）でみられた。

＜将来（3カ月先）の需給動向＞
・全ての対象品目において、「均衡」とする回答が最も

多くみられた。

・「ひっ迫」の回答は無い。

・「ややひっ迫」の回答は、全ての対象品目でみられ

た。

・「緩和」の回答は無く、「やや緩和」の回答は骨材

（砂・砂利・砕石・再生砕石）、アスファルト合材（新

材・再生材）、H形鋼、木材（製材・合板）でみられた。

＜現在の在庫状況＞
・全ての対象品目（骨材、異形棒鋼、H形鋼、木材）に

おいて、「普通」とする回答が最も多くみられた。

・「品不足」の回答は無く、「やや品不足」の回答は骨材

（砂・砂利・砕石・再生砕石）、木材（合板）でみられ

た。

・「豊富」の回答は異形棒鋼のみであった。

　以上のように、2026年7月時点における主要建設

資材の需給は、全国的にみて総じて均衡した状態が維

持されており、在庫についてもおおむね適正な水準が

確保されている。国土交通省調査では、全ての対象品

目において現在の需給動向は「均衡」が最多となり、

「ひっ迫」の回答はみられなかった。また、在庫状況

についても全ての対象品目で「普通」とする回答が最

多となっている。

　一方、将来（3カ月先）の需給見通しについても、全

ての対象品目で「均衡」が最多となっているものの、

各品目で「ややひっ迫」とする回答が一部みられた。

もっとも、「ひっ迫」との回答はみられず、全国的な供

給不足を懸念する状況には至っていない。

　このように、コロナ禍後やウクライナ情勢悪化時に

みられたような供給制約リスクは大幅に後退し、建設

資材の需給環境は安定した状態にあると考えられる。

一方、価格動向をみると、アスファルト合材、異形棒

鋼、H形鋼、石油等で「やや上昇」とする回答が多くみ

られ、価格面では上昇圧力が続いている。

　したがって、建設資材市場は需給面では安定的に推

移しているものの、エネルギーコストや物流費、労務

費の上昇等を背景とした価格上昇圧力は依然として残

されており、「需給は安定、価格は高止まりないし一

部上昇基調」という状況にあるといえる。今後は需給

そのものよりも、資材価格の動向やそれが建設工事費

へ与える影響に引き続き注目する必要がある。

3 建設資材の価格動向

（1）主要資材の価格動向

　建設資材の価格動向は、当会発行の「月刊積算資

料」で発表している実勢価格調査の結果を用いて考察

することとする。

　図表6は、主要建設資材25品目の東京地区における

直近2026年7月調査時点の概況をまとめたものであ

る。
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①　H形鋼
　価 格 は、200×100でt当 た り11万3,000円（東 京

②）と前月比1,000円の続伸。工事計画の見直しや先

送りが散見され、荷動きは閑散とした状態が続いてい

る。相次ぐメーカーの値上げにより在庫品の簿価が上

昇している流通側は、前月に引き続き価格転嫁に注力

しており、需要者が値上げの一部を受け入れたため、

市況は上伸した。

　メーカーは追加値上げに動いており、流通側は採算

改善のために売り腰を強めている。需要は盛り上がり

を欠くものの、市況の安値是正は進んでいる。先行

き、強含みの見通し。

②　異形棒鋼
　価格は、SD295・D16でt当たり11万円（東京②）と

前月比変わらず。採算性が一層悪化している電炉メー

カーは値上げの浸透に注力しているものの、新規商談

が不足する中、値上げ交渉に進展はみられない。需要

者側は、3～4月の値上がり前に大型物件を手配済み

であり、その反動減と資材高、人手不足等が重なり、

引き合いは閑散とした状況が続いている。普通鋼電炉

図表6　主要建設資材の価格推移（東京地区：直近7カ月）
� 価格：円（消費税抜き）

NO. 資材名 規格 単
位

調査月（2026年1～7月）

1月調べ 2月 3月 4月 5月 6月 7月 半年前との対比
（1月対比）

1 灯油 スタンド 18 L缶 缶 2,016 2,016 2,034 2,304 2,304 2,304 2,322 306円　高
2 A重油 （一般）ローリー KL 89,500 89,500 97,500 115,500 120,000 116,000 111,500 22,000円　高
3 ガソリン（石油諸税込）レギュラー スタンド L 140 140 145 146 150 150 151 11円　高
4 軽油（石油諸税込） ローリー KL 110,500 112,000 120,000 138,000 140,000 136,000 134,000 23,500円　高
5 異形棒鋼 SD295・D16 ② kg 103 103 103 108 110 110 110 7円　高

6 H形鋼（細幅） SS400　
200×100×5.5×8 mm ② kg 105 106 106 108 110 112 113 8円　高

7 H形鋼（広幅） SS400　
300×300×10×15 mm ② kg 105 106 106 108 110 112 113 8円　高

8 普通鋼板（厚板） 無規格
16～25 mm 3×6フィート ② kg 132 130 130 130 130 130 133 1円　高

9 セメント 普通ポルトランド　バラ t 17,800 17,800 17,800 17,800 17,800 17,800 17,800 0円　－
10 コンクリート用砕石 20～5 mm（東京17区） m 3 5,700 5,700 5,700 5,700 5,700 5,700 6,100 400円　高
11 コンクリート用砂 細目洗い（東京17区） m 3 6,300 6,300 6,300 6,300 6,300 6,600 6,600 300円　高
12 クラッシャラン 40～0 mm（東京17区） m 3 5,250 5,250 5,250 5,250 5,250 5,250 5,650 400円　高
13 再生クラッシャラン 40～0 mm（東京17区） m 3 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 0円　－

14 生コンクリート 強度21 スランプ
18 cm 20 mm（東京17区） m 3 24,050 24,050 24,050 24,050 24,050 24,050 24,050 0円　－

15 アスファルト混合物 密粒度 13 mm（東京都区内） t 12,100 12,100 12,100 14,100 16,600 16,600 16,600 4,500円　高

16 再生加熱アスファルト
混合物

再生密粒度 13 mm
（東京都区内） t 10,100 10,100 10,100 12,100 13,100 13,100 13,100 3,000円　高

17 ストレートアスファルト 針入度60～80　ローリー t 95,000 93,000 97,000 142,000 142,000 142,000 142,000 47,000円　高
18 PHCパイルA種 350×60 mm×10 m 本 42,700 42,700 42,700 42,700 42,700 42,700 42,700 0円　－
19 ヒューム管 外圧管 B形1種 呼び径300 mm 本 13,700 13,700 13,700 13,700 13,700 13,700 13,700 0円　－
20 鉄筋コンクリートU形 300B 300×300×600 mm 個 2,220 2,220 2,220 2,220 2,220 2,220 2,220 0円　－

21 コンクリート積み
ブロック 滑面　250×400×350 mm 個 740 740 740 740 740 740 740 0円　－

22 正角材 杉（KD） 3 m×10.5×10.5 cm　特1等 m 3 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 0円　－

23 平角材 米松（KD） 4 m×10.5、12×15～24 cm 
特1等 m 3 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 0円　－

24 コンクリート型枠用
合板

無塗装品 
ラワン 12×900×1800 mm 枚 1,770 1,770 1,770 1,770 1,800 1,800 1,870 100円　高

25 電線・ケーブル CV　600 V　3心38 mm2 m 2,665 2,748 2,748 2,748 2,954 3,161 3,161 496円　高
26 鉄スクラップ ヘビー　H2 t 33,500 34,000 36,000 41,000 43,000 44,000 43,000 9,500円　高
27 ガス管 白管ねじなし 25A 本 3,100 3,100 3,100 3,100 3,100 3,100 3,250 150円　高
28 塩ビ管 一般管VP 50 mm 本 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 2,030 2,030 230円　高
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工業会が発表した2026年度鉄筋用小形棒鋼の国内需

要（出荷量）予測は、566万tと4年連続で過去最低を

更新する見通しで、需要回復の兆しはみられない。

　メーカーは減産調整を継続しているが、在庫量は近

年にない高水準となっており需給は緩和している。需

要者側は当用買いに徹しており、先行き、横ばい。

③　セメント
　価格は、普通ポルトランド・バラでt当たり1万

7,800円と前月比変わらず。セメント協会まとめによ

る5月の東京地区セメント販売量は、前年同月比

14.0％減の17万1,762 tとなった。都心部での大型再

開発事業への出荷が動き出しているものの、人手不足

や資材価格高騰による工程遅延と工事計画の見直し等

から需要は低迷している。

　セメントメーカー各社は、原燃料費の高止まりや設

備投資費用の増加を理由に2027年4月から3,000円以

上の値上げを表明している。値上げの実施が来年度で

あるため、需要者側は様子見の状況で現時点では具体

的な交渉場面はみられない。今年度は現行価格を維持

する方針としており、先行き、横ばい。

④　生コンクリート
　価格は、21-18-20でm 3当たり2万4,050円と前月

比変わらず。東京地区生コン協同組合調べによる6月

の出荷量は、前年同月比12.8％増の21万1,792 m 3と

なった。都心部の大型再開発事業への出荷により、昨

年4月以来、13カ月ぶりに20万m 3を上回った。しか

し、人手不足による建設現場の工程遅延や、資材価格

高騰に起因する工事計画の変更から、同協組が立てた

計画数量を下回る状況は依然続いており、荷動きは低

調に推移している。

　同協組は、2027年4月から3,000円以上の値上げを

行うことを表明している。セメントメーカーが原材料

となるセメントの値上げを表明したことを受け、

3,000円を超える部分については、他の原材料の上昇

分を織り込んだ価格を提示するもよう。販売側は次回

の値上げまでは現行価格の維持に注力していることか

ら、先行き、横ばい。

⑤　アスファルト混合物
　価格は、再生密粒度（13）でt当たり1万3,100円と

前月比変わらず。東京アスファルト合材協会調べによ

る2026年4～5月の都内向け製造量は、23万5,478 t

と前年度比1.6％減となった。

　年度初めにストアス価格が急騰したことを背景に、

販売側は変動に応じて混合物の価格改定を行う意向を

示しているが、4月以降ストアス価格に変動がなく高

値横ばいで推移している。また、砕石価格や工場経費

の上昇によるコスト増の価格転嫁も検討しているもの

の、再値上げ打ち出しには慎重な向きが多い。先行

き、横ばい推移の見通し。

⑥　コンクリート用砕石
　価格は、20～5 mmでm 3当たり6,100円と前月比

400円の上伸。販売側は産地における製造コストや輸

送費の上昇を背景に、500円以上の値上げに取り組ん

だ。需要者側は昨年度に続く値上げであることから抵

抗姿勢をみせたが、コスト増に一定の理解を示したこ

とから交渉が進み、値上げの一部が浸透した。一方、

東京地区における生コン出荷量は、再開発事業向けの

契約物件があるものの、建設現場の工程遅れ等を背景

に低調に推移した。こうした中、コンクリート用骨材

の荷動きも盛り上がりを欠いている。

　運転手不足を背景に輸送費には先高観が強く、販売

側は採算重視の姿勢を維持するとの見方が大勢となっ

ている。先行き、横ばい。

⑦　ガス管
　価格は、白管ねじなし25Aで本当たり3,250円と前

月比150円の上伸。2月のメーカー値上げに対して、

流通側の一部では荷動き不振から販売量を優先し価格

転嫁に消極的な姿勢もみられたが、多くは採算重視で

交渉を展開したため、6月に入ると需要者側が値上げ

を受け入れた。

　流通側は、8月製造分からの再値上げに向け交渉を

継続する構えだが、需要者側はさらなる値上げには抵

抗姿勢を示している。先行き、横ばい。

⑧　コンクリート型枠用合板
　価格は、無塗装品ラワン12×900×1800 mmで枚

当たり1,870円と前月比70円の上伸。国内の需要は盛

り上がりに欠ける状況が続いているものの、先行きが

不透明な中東情勢や為替の大幅な円安進行により、調

達コストの負担は今後も増え続けるとみて、国内流通

各社は一段と売り腰を強めている。需要者側も資材の
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確保を優先し、高値を受け入れた。

　日本合板工業組合連合会発表による主要生産国マ

レーシアからの5月の合板輸入量は、約4万1,000 m 3

と前年同月比16.6％減となった。産地では原木の調

達環境に改善がみられる一方、全体の伐採量は平常時

を下回る水準が続いており、製造コストの高止まりを

背景にメーカーは強気の姿勢を維持している。

　採算悪化を避けたい流通側は、さらなる値上げに向

けて取引姿勢を引き締める構えとしている。目先、強

含み。

⑨　軽油
　価格は、KL当たり13万4,000円と前月比2,000円の

続落。需給に緩みが出てきたことで、価格競争が活発

化し末端価格は下落した。米国とイランの停戦協議が

難航していることから、先行きは依然不透明感が強

い。軟化した原油価格も再び反発の兆しをみせてお

り、販売業者は様子見の姿勢を崩していない。目先、

横ばい。

⑩　電線・ケーブル
　価格は、CVケーブル600 V・3心38 mm 2でm当た

り3,161円と前月比変わらず。日本電線工業会の電線

受注出荷速報による建設・電販向けの5月推定出荷量

は、約2万2,300 tと前年同月比約3.7％増となった。

一方、国内電気銅建値は6月中旬以降、方向性に欠け

る展開となったものの、現状はt当たり224万円と先

月初旬とほぼ同水準にある。

　銅価下落時には、当用買いの姿勢を示す需要者側か

らの値下げ要請もみられたが、足元のさえない需要を

背景に採算を重視する販売側は、安易には応じず現行

価格の堅持に努めた。

　今後も販売側は銅価変動に応じた交渉を進める意向

だが、海外情勢の不透明感が続く中、販売側、需要者

側ともに銅価、石油化学製品の動向を注視している。

目先、横ばい。

（2）積算資料 建設資材価格指数

　主要資材の価格動向を総合的に把握するため、当会

経済調査研究所が算出している「積算資料 建設資材価

格指数」（2020年度平均＝100）をみると、最新の指

数は建築・土木総合で149.3となっている。これは、

基準年である2020年度と比較して、建設資材の調達

コストが平均で約50％上昇した状態にあることを示

しており、依然として高い水準で推移している（図表
7）。
　近年の特徴は、資材価格が急激な上昇局面を経て、

図表7　建設資材価格指数（全国）2026年7月
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高位で推移する「高止まり局面」へ移行している点に

ある。鋼材やスクラップ等、相場や為替動向の影響を

大きく受ける資材には一時的な変動がみられるもの

の、セメント、生コンクリートをはじめ、多くの資材

ではエネルギーコストや物流費、労務費の上昇分が価

格へ継続的に転嫁されている。このため、資材価格全

体としては底堅い状況が続いており、指数も高位で横

ばい、あるいは緩やかな上昇基調を示している。

　こうした状況は、建設事業者の調達価格の前提条件

を従来より高い水準で固定化させる要因となってい

る。特に公共工事や民間建築においては、資材価格の

みならず労務費や輸送費を含めた総合的な建設コスト

の上昇圧力が継続しており、採算管理や価格転嫁への

対応が引き続き重要な課題となっている。国際情勢に

伴うエネルギー市場の不透明感は依然として残るた

め、今後の資材価格の急騰リスクには注視が必要な一

方、高コスト構造そのものは当面継続する可能性が高

く、建設市場におけるコスト管理の重要性は一層高ま

るものと考えられる。

おわりに

　2026年7月の我が国建設市場は、建設投資額が80

兆円を超える規模に達するなど、市場全体としては拡

大基調を維持している。一方で、担い手不足や高齢化

の進展等、供給面における構造的課題は依然として大

きく、建設産業を取り巻く環境は重要な転換期にあ

る。

　建設資材の需給は総じて均衡を維持しているが、価

格についてはエネルギーコスト、物流費及び労務費の

上昇を背景として高水準で推移している。足元では原

油価格や中東情勢を巡る先行き不透明感が残る中、建

設資材価格は依然として高止まりしており、従前の水

準まで大きく低下する可能性は限定的とみられる。こ

のため、建設事業者には適正な積算や円滑な価格協議

を通じた適切な契約変更が一層求められている。

　また、改正建設業法の全面施行や標準労務費制度の

運用は、短期的にはコスト上昇要因として作用する側

面があるものの、中長期的には技能労働者の確保・育

成や処遇改善を通じて、建設産業の持続的な供給力を

維持するための重要な基盤となることが期待される。

　こうした環境の下、当会では、「月刊積算資料」を通

じた建設資材の実勢価格情報の提供に加え、「労務費

に関する基準」特設サイト及び「労務費計算ツール」に

より、適正な労務費算定を支援している。また、原油

価格や石油製品価格の変動が建設コストへ与える影響

への関心が高まる中、「石油系資材ウォッチ」を通じて

石油系資材の価格動向に関する情報発信を行ってい

る。

　さらに、2024年6月に成立した改正建設業法によ

り、請負契約の締結に先立ち、受注者が資材価格の高

騰や供給不足等のリスク情報を注文者へ通知する制度

が創設された。当会では、こうした制度対応を支援す

るため、特設サイト「建設資機材等おそれ情報」を開

設し、「積算資料 建設資材価格指数」、「労務需給調査」

及び「災害復旧資材情報」等を提供している。特に、

「災害復旧資材情報」では、2026年7月28日に発生し

た令和8年熊本地震についても、主要建設資材の供給

プラントの稼働状況や供給への影響等を当会が電話等

による取材を通じて確認し、その情報を提供している

ので、併せて参考にしていただきたい。

　当会は1946年の創立以来、多くの皆さまからのご

支援を賜り、2026年9月に創立80周年を迎えた。改

めて深く感謝申し上げるとともに、今後も需給・価格

動向に関する適時適切な情報提供を通じて、持続可能

な建設市場の発展に貢献していきたい。
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Web 制作のクリエイティブワークに関する 
調査結果

真田　万希 一般財団法人経済調査会　経済調査研究所　調査研究部　第二調査研究室
高見　隆登 一般財団法人経済調査会　経済調査研究所　調査研究部　第二調査研究室　専門室長

はじめに

　経済調査会（以下、当会）では、情報伝達の目的・

戦略の策定にあたる「広報活動等における課題解決の

ためのコミュニケーション戦略活動」を“クリエイ

ティブワーク”と定義し、その業務プロセスや役割分

担、見積りの考え方について調査・研究を行ってい

る。

　一般に、クリエイティブワークはデザイン領域に包

含され、専門職の感性や経験に依存するものと認識さ

れがちである。しかし実際には、課題解決に向けて多

様なメディアを活用するための戦略的活動であり、複

数の工程から構成される広範な業務である。

　これらの工程や作業内容を明確に整理・定義するこ

とは、発注者と受注者の共通理解を促進し、合意形成

を円滑にする上で重要である。

　本稿では、Web制作におけるクリエイティブワー

クに着目し、発注者の視点からプロジェクトの実態を

整理するとともに、受発注者間の合意形成における課

題について分析する。

1 調査の背景と目的

（1）背景

　近年、企業のマーケティング活動においては、イン

ターネットの活用が高度化・多様化しており、特に

Web制作に関するクリエイティブワークの重要性が

一層高まっている。施策の成果は、戦略の内容と、そ

れをどのように表現・実装するかに大きく依存する。

また、視覚的訴求力やユーザー体験の質は、ブランド

認知や利用者の反応に直接的な影響を与えるため、制

作物の品質が業績に結びつく傾向が強まっている。

　一方で、これらのクリエイティブワークの推進にあ

たっては、業務設計や進行管理に関する課題が存在す

る。とりわけ、作業内容に対する見積りの不確実性は

重要な課題である。その要因としては、工程の標準化

が十分に進んでいないことや、成果物の評価が主観的

要素に依存しやすく、定量的な判断基準の設定が難し

い点が挙げられる。

　見積りが不明確なままプロジェクトに着手した場

合、業務量や工数の予測精度が低下し、初期段階から

進行上のリスクを抱えることになる。その結果、プロ

ジェクト管理の複雑化やリソース配分の非効率化を招

き、最終的には成果の達成を阻害する可能性がある。

　本調査では、このような見積りの不確実性に起因す

るプロジェクトの阻害要因を明らかにするため、Web

制作業務の発注者を対象とした事例調査を実施した。

（2）目的

　本調査は、受発注者間の合意形成における課題を分

析することを目的とし、日本国内におけるWeb制作

のクリエイティブワークについて実態把握を行ったも

のである。

○調 査 時 期　‌�2026年5月

○調 査 方 法　‌�Web調査（個人向け調査）

○調 査 対 象 者　‌�Web制作の業務を発注する立場に

従事・関与している人

○調査回答者数　‌�200人

　　　　　　　　‌�①従業員数1,000人超の企業（以下、

「大企業」）所属者100人

　　　　　　　　‌�②従業員数2～1,000人の企業（以

下、「中小企業」）所属者100人

○調 査 内 容　‌�回答者が直近1年以内に担当した

Web制作プロジェクトを対象とし

たクリエイティブワークの事例調査
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2 調査結果

（1）回答者のプロファイル

1）産業分野
　回答者の所属する産業分野は、大企業・中小企業と

もに製造業が最多であった。その他の産業分野は大き

な偏りはみられず、幅広い産業分野でWeb制作が実

施されている実態が確認された（図表1）。

2）年齢帯
　年齢帯は、大企業・中小企業ともに51～60歳が最

多であり、51歳以上が全体の半数以上を占めた。こ

のことから、当該業務には一定の経験年数を有する層

が中心的に関与していることがうかがえる（図表2）。

3）役職
　役職については、大企業では部長職相当、中小企業

では経営者・役員が最多であり、上位職層が多くを占

める結果となった（図表3）。

4）立場
　発注業務を担う部門は、大企業では情報システム

（IT）部門が最多であるのに対し、中小企業では経営層

が最多となった。このことから、大企業では専門部署

による分業が主流である一方、中小企業では経営層が

包括的に関与している傾向があるとみられる（図表4）。

（2）個別事例に関する調査結果

1）調査概要
　個別事例に関する調査では、回答者が直近1年以内

にマーケティング企画等のクリエイティブワークを担

図表1　産業分野

図表3　役職

図表4　立場

図表2　年齢帯
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当した特定のWeb制作プロジェクトについて回答を

求めた。

2）発注金額
　クリエイティブワークの業務に関する発注金額（税

抜）を調査した結果は、図表5の通りである。

　大企業では「1,000万円以上5,000万円未満」と

「5,000万円以上」が同数で最多となった。一方、中小

企業では「100万円以上500万円未満」が最多であっ

た。これらの結果から、企業規模によってプロジェク

トの規模が大きく異なることがわかる。

　なお、本調査項目では、発注金額がプロジェクト開

始後に変更された場合には、最終的な発注金額の回答

を求めた。

3）オリエンテーションシートの有無
　プロジェクトに関するオリエンテーションシート

（発注者が設定する各種要件を記載した資料）の提示

の有無を調査した結果は、図表6の通りである。

　「あらかじめ発注者で作成し、受注者に提示した」

は、大企業54件、中小企業46件で計100件であった。

また、「受注者から求められたため、作成・提示した」

は、大企業33件、中小企業33件で計66件となった。

　以上のことから、全体回答数200件のうち、オリエ

ンテーションシートが作成されていたプロジェクトは

166件にのぼり、多くの企業でオリエンテーション

シートが準備されていることが確認された。特に大企

業では、「あらかじめ発注者で作成し、受注者に提示

した」の回答が54件と過半数を超えており、オリエン

テーションシートの作成がプロジェクト開始時の標準

的な準備事項として、ある程度定着していることがう

かがえる。

4）オリエンテーションシートの内容
　3）で「あらかじめ発注者で作成し、受注者に提示し

た」、または「受注者から求められたため、作成・提

示した」を選択した回答者166名を対象に、オリエン

テーションシートの内容について、様々な観点からみ

た明確性を調査した結果は、図表7の通りである。

　大企業、中小企業のいずれにおいても、すべての観

点において、「受注者からの質疑はほとんどなく、十

分に明確だった」（以下、「十分明確」）と「質疑は一部

あったが、業務遂行に支障はなく、おおむね明確だっ

た」（以下、「おおむね明確」）の合計が、各項目の過半

数を占める結果となった。

　また、企業規模別に比較すると、多くの項目で大企

業の方がオリエンテーションシートの明確性が高い傾

向がみられた。

　さらに、企業規模にかかわらず、極端に不明確で

あった事例は少ないことが確認された。

　以上より、オリエンテーションシートの内容は総じ

て一定の明確性が確保されており、特に大企業におい

てその傾向が顕著であることがわかる。

5）制作物
　どのようなWebメディアが制作されたのか、また

Webメディアと併せて他の制作物を制作したのかを

確認するため、制作物の調査を行った結果は、図表8
の通りである。なお、本調査では、コーポレートサイ

図表5　発注金額

図表6　オリエンテーションシートの有無
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大企業：n=87，中小企業：n=79

図表7　オリエンテーションシートの内容

大企業：n=100，中小企業：n=100

図表8　Webメディアの制作物の内容
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ト（CW）、電子商取引サイト（EC）、ランディング

ページ（LP）、SNSをWebメディアと定義し、これら

の組み合わせについて、その他のメディアの制作物

（以下、「その他の制作物」）の有無別に集計した。

　最も多い回答は大企業、中小企業ともに「CWのみ」

であり、大企業が20件、中小企業が31件であった。

その他の制作物の有無を区別して比較すると、大企業

では「その他の制作物あり」における「CW＋EC＋LP＋

SNS」の組み合わせが最多となり、中小企業では「その

他の制作物なし」における「CWのみ」の回答が最多と

なった。

　また、その他の制作物の内容を調査した結果は図表
9の通りである。

　大企業・中小企業ともに「パンフレット・カタロ

グ」が最も多く、大企業では「新聞・雑誌」や「ニュー

スリリース・記者会見」も比較的多くみられた。

　これらの結果から、Web制作におけるクリエイ

ティブワークは、コーポレートサイト等のように

Webメディア単体で完結するケースが一定数存在す

る一方、複数媒体を組み合わせて展開されるケースも

多いことがわかる。すなわち、目的や媒体特性に応じ

て、単体型と複合型の構成が併存しているといえる。

　このように制作物の構成が多様であることを踏まえ

ると、どの媒体を採用し、どのように組み合わせるか

を事前に整理することが重要となる。その際、媒体選

定の前提となる要件や目的を明確に示す資料として、

オリエンテーションシートが制作物の内容や構成を方

向付ける上で重要な役割を果たすと考えられる。

6）目標達成度
　プロジェクトの目標達成度を、「工程管理」「コスト管

理」「成果物の期待適合度（以下、「満足度」）」の3つの

管理項目別に調査した結果は、図表10の通りである。

　目標達成度の分布には管理項目ごとに特徴的な違い

がみられる。納期に直結する「工程管理」では、「80～

99％達成」が最も多く、これに次いで「100％達成」も

多くみられたことから、おおむね目標が達成されてい

るといえる。

　一方で、「コスト管理」及び「満足度」については、

「80～99％達成」が最も多い点は同様であるものの、

「100％達成」と「60～79％達成」にも同程度の回答が

みられ、達成度にはばらつきが生じていることが確認

できる。

7）目標達成の阻害要因
　6）の目標達成度において「100％達成」以外を選択

した回答者を対象に、目標達成の阻害要因について調

査した結果は、図表11の通りである。

図表9　その他の制作物の内容

図表10　目標達成度
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　なお、管理項目ごとの集計対象数は次の通り。

　・工程管理…127件

　・コスト管理…149件

　・満足度…147件

　最も多く挙げられた目標達成の阻害要因は、工程管

理では「当初の要件や仕様があいまいだった」、コス

ト管理では「当初の費用見積りが不十分だった」、満

足度では「プロジェクト開始後の仕様変更」であった。

　これらの結果から、発注者がプロジェクト開始前に

整理した要件・仕様や費用見積りが、各管理項目の達

成に大きな影響を及ぼしていることがうかがえる。ま

た、満足度については、受注者側の対応よりも、自組

織都合による仕様変更の影響が大きいことが確認され

た。

　以上を踏まえると、プロジェクトの目標達成におい

ては、プロジェクト開始時点での要件整理と見積りの

精度に加え、着手後の仕様変更の管理が重要であると

いえる。そこで次節では、オリエンテーションシート

の有無及びその記載内容に着目し、プロジェクト開始

時に発注者がどのように要件を提示することが目標達

成に資するかについて検証する。

（3）分析

1）オリエンテーションシートの提示主体と内容
　初めに、オリエンテーションシートが発注者から自

発的に提示された場合とそうでない場合とで、その内

容の明確性に差異があるかを分析した。分析の結果

は、図表12の通りである。

　分析の結果、「あらかじめ発注者で作成し、受注者

に提示した（あらかじめ作成）」と「受注者から求めら

れたため、作成・提示した（求められて作成）」を比較

すると、「あらかじめ作成」の方がオリエンテーション

シートの内容がより明確である傾向がみられた。特

に、「機能要件・非機能要件」については「あらかじめ

作成」と「求められて作成」の場合で明確性の差が大き

かった。

2）オリエンテーションシートの有無と目標達成度
　次に、オリエンテーションシートの有無と目標達成

度の関係性について、管理項目別に分析した。

　分析にあたっては、オリエンテーションシートの提

示があった場合（「あらかじめ発注者で作成し、受注

者に提示した」及び「受注者から求められたため、作

成・提示した」場合。以下「オリエンテーションシー

ト有」）と、提示がなかった場合（「受注者から提示を

求められたが提示しなかった」、及び「作成・提示は

しておらず、受注者から求められることもなかった」

場合。以下「オリエンテーションシート無」）を比較し

た。また、オリエンテーションシートの有無による差

異を把握するため、それぞれの総回答数に対する該当

項目の回答割合を「回答構成比」として算出し、比較

図表11　目標達成の阻害要因（管理項目別）
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の指標とした。

　その結果は図表13の通り、工程管理及びコスト管

理では、「オリエンテーションシート有」の方が高達成

度の回答割合が高い傾向がみられた。満足度について

も、「100％達成」は「オリエンテーションシート有」の

方が高く、低達成度の回答割合は相対的に低かった。

このことから、オリエンテーションシートの提示は、

目標達成に一定の効果をもたらす可能性があると考え

られる。

3）オリエンテーションシートの有無と阻害要因
　前提となる計画・見積りが不十分な場合には、「オ

リエンテーションシート有」でも目標達成の阻害要因

が残ることが考えられる。そこで、オリエンテーショ

ンシートの有無によって目標達成の阻害要因に違いが

あるかを確認するため、管理項目別に分析を行った。

なお、本分析では、2）オリエンテーションシートの
有無と目標達成度と同様に、オリエンテーションシー

トの有無による差異を把握するため、それぞれの総回

答数に対する該当項目の回答割合を「回答構成比」と

して算出し、比較の指標とした。

①工程管理
　工程管理における目標達成の阻害要因を分析した結

果は、図表14の通りである。

　各要因について、オリエンテーションシートの有無

を比較したところ、発注者要因では「当初のスケ

ジュールに無理があった」において、「オリエンテー

ションシート有」の方が「オリエンテーションシート

無」よりも回答率が高い結果となった。また、受注者

要因に関しては、多くの項目で「オリエンテーション

シート無」における回答率が低い傾向がみられた。

　これらのことから、オリエンテーションシートの提

示があった場合であっても、発注者が策定する事前計

画や工程に無理がある場合には、プロジェクトの阻害

要因となり得ることが考えられる。さらに、オリエン

図表13　�オリエンテーションシートの有無と�
目標達成度

図表12　オリエンテーションシートの提示主体と内容
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テーションシートが提示されている場合には、受注者

側の対応に関する課題が比較的多く認識される傾向も

うかがえる。

②コスト管理
　コスト管理における目標達成の阻害要因を分析した

結果は、図表15の通りである。

　各要因についてオリエンテーションシートの有無に

よる差をみると、発注者要因では「当初の費用見積り

が不十分だった」において「オリエンテーションシー

ト有」の回答割合がやや高い傾向がみられた。一方、

受注者要因では多くの項目で「オリエンテーション

シート有」の回答割合が高かったものの、特定の要因

に大きく偏る傾向はみられなかった。

　これらのことから、コスト管理では、「オリエン

テーションシート有」の場合でも費用見積りに関する

課題が残る一方、オリエンテーションシートの有無に

かかわらず、阻害要因は幅広く存在すると考えられ

る。

③満足度
　満足度における目標達成の阻害要因を分析した結果

は、図表16の通りである。

　各要因におけるオリエンテーションシートの有無に

よる差異を比較すると、「当初の費用見積りが不十分

だった」については「オリエンテーションシート無」の

回答率が高いことから、満足度低下の要因として、見

積り根拠の不明確さが考えられる。

　また、「プロジェクト開始後の仕様変更」について

は、「オリエンテーションシート有」の回答率が「無」を

上回った。このことから、オリエンテーションシート

が提示されている場合でも、プロジェクト進行中の仕

様変更は目標達成を阻害する主要要因となると考えら

れる。

図表14　�オリエンテーションシートの有無と�
目標達成の阻害要因（工程管理）

図表15　�オリエンテーションシートの有無と�
目標達成の阻害要因（コスト管理）
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　一方、「自組織のスキル・知識不足」については、「オ

リエンテーションシート無」が「有」を大きく上回っ

た。このことから、発注者のスキルや知識が不足して

いる場合、オリエンテーションシートの作成や整理が

不十分となる可能性があり、満足度に影響しているこ

とがうかがえる。

④まとめ
　①～③の分析結果を踏まえると、目標達成の阻害要

因はオリエンテーションシートの有無により差がみら

れるものの、影響は管理項目ごとに異なることが明ら

かとなった。

　具体的には、工程管理及び満足度では、オリエン

テーションシートが作成されていても、発注者の計画

の妥当性や進行中の仕様変更が主要な阻害要因として

顕在化する傾向がみられる。

　一方、コスト管理では、「当初の費用見積りが不十

分だった」等、一部の発注者要因で差がみられるもの

の、全体としてはオリエンテーションシートの有無に

よる差は限定的であり、阻害要因は特定の要因に偏ら

ず幅広く存在していた。

　また、オリエンテーションシートが作成されていな

い場合には、発注者自身のスキル・知識不足がより顕

著に表れることから、発注者側の能力とオリエンテー

ションシートの作成状況には一定の関連があることが

考えられる。

　以上より、オリエンテーションシートは受発注者間

の情報整理・共有に有効であることがわかった。一方

で、オリエンテーションシートの作成・提示のみで目

標達成が担保されるわけではなく、計画の妥当性や仕

様変更の適切な管理が重要であり、さらに、これらを

実効的に運用するためには、発注者自身のスキル・知

識の向上が必要であることがわかった。

4）目標達成度と阻害要因
　さらに、目標達成度と阻害要因との関係を把握する

ため、管理項目別に分析を行った。

　本分析では図表10に示した目標達成度の集計結果

を基に、目標達成度に応じた阻害要因の差異を検証し

た。具体的には、目標達成度の回答を「80～99％達

成」「60～79％達成」「40～59％達成」「0～39％達成」

の4区分に分類し、各区分の総回答数を分母として阻

害要因の回答割合（回答構成比）を算出し、管理項目

別に比較した。

①工程管理
　工程管理に関して、目標達成度ごとに目標達成の阻

害要因を分析した結果は、図表17の通りである。

　回答構成比が最も高かったのは、「40～59％達成」

における「当初の費用見積りが不十分だった」の

33.3％であった。また、「0～39％達成」における「当

初の要件や仕様があいまいだった」及び「当初のスケ

ジュールに無理があった」も、ともに23.1％と高い割

合を示した。これらのことから、工程管理において

は、費用見積りの不十分さに加え、プロジェクト開始

時の要件定義の不明確さや無理のあるスケジュール設

図表16　�オリエンテーションシートの有無と�
目標達成の阻害要因（満足度）
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定が、目標達成を阻害する主要な要因となることが考

えられる。

　さらに、「80～99％達成」でも「当初のスケジュール

に無理があった」の回答構成比が18.8％と高く、過度

にタイトなスケジュールは、進行中の挽回が難しく、

目標達成の阻害要因となることが考えられる。

②コスト管理
　コスト管理に関して、目標達成度ごとに目標達成の

阻害要因を分析した結果は、図表18の通りである。

　回答構成比が最も高かったのは、「0～39％達成」に

おける「当初のスケジュールに無理があった」及び「プ

ロジェクト開始後の仕様変更」で22.2％であった。

　①工程管理では開始時点で計画を固める重要性が確

認された一方、コスト管理では、進行中の仕様変更も

目標達成に大きく影響することが分かった。仕様変更

はコスト増を伴うが、当初の要件定義に過度に縛ら

れ、最適な変更を受け入れない場合には、目標達成に

必要な変更対応すら行えなくなり、結果としてプロ

ジェクト全体の目標達成を妨げる可能性がある。この

ように、仕様変更の可否はコストと品質のトレードオ

フの関係にあり、慎重な判断が求められる。

　また、「80～99％達成」において最も高い回答構成

比となったのは、「当初の費用見積りが不十分だった」

であった。この項目は、各達成度区分を通じた回答構

成比の合計が最も大きく、達成度の水準にかかわら

ず、コスト管理における共通課題であることがわか

る。

③満足度
　満足度に関して、目標達成度ごとに目標達成の阻害

要因を分析した結果は、図表19の通りである。

　回答構成比が最も高かったのは、「0～39％達成」に

おける「当初の要件や仕様があいまいだった」の

30.0％で、他の達成度区分と比較しても高い割合を

示した。このことから、プロジェクト開始時点で要件

や仕様を明確化することが、満足度の向上に大きく影

響することがうかがえる。

　また、「0～39％達成」における「自組織のスキル・

知識不足」は、①工程管理、②コスト管理と比較して

回答割合が高く、満足度に対する影響が大きい要因で

あることがうかがえる。さらに発注者要因に着目する

と、「40～59％達成」及び「0～39％達成」で回答構成

比が高い項目が多いことから、満足度の達成状況に

図表17　�オリエンテーションシートの内容と�
目標達成の阻害要因（工程管理）

図表18　�オリエンテーションシートの内容と�
目標達成の阻害要因（コスト管理）
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は、発注者要因が大きく影響している可能性があると

考えられる。

④まとめ
　①～③の結果を踏まえると、目標達成度と阻害要因

との関係は、管理項目ごとに異なる特徴を有している

ことが明らかとなった。

　工程管理においては、当初の費用見積りの不十分さ

に加え、プロジェクト開始時の要件の不明確さや無理

のあるスケジュール設定が目標達成の阻害要因となる

ことが確認された。また、コスト管理においては、当

初の費用見積りの不十分さに加え、プロジェクト進行

中の仕様変更が目標達成に大きく影響することが示さ

れた。さらに、満足度においては、要件の不明確さに

加え、「自組織のスキル・知識不足」等の自組織要因の

影響が大きく、他の管理項目と比べて発注者側の能力

や経験が成果に直結する傾向がみられた。

　以上のことより、目標達成には、プロジェクト開始

時の要件定義の明確化と適切な計画や見積りの策定に

加え、進行中の変更管理を適切に行うとともに、発注

者側のスキルや組織能力を確保することが重要である

といえる。

3 まとめ

（1）今回調査結果のまとめ

　今回の調査の結果、Web制作におけるクリエイ

ティブワークは、発注者側の要件整理やプロジェクト

運営のあり方が成果に大きく影響することが明らかと

なった。特に、要件定義やスケジュール設定といった

プロジェクト開始時点の計画の質が、工程管理やコス

ト管理、満足度にまで影響する重要な要素であること

が確認された。

　本調査では、オリエンテーションシートの利用が多

くの企業で行われており、特に大企業においてはプロ

ジェクト開始時の標準的な準備事項として定着してい

ることが明らかとなった。また、オリエンテーション

シートが利用されている場合には、目標達成度が相対

的に高い傾向がみられ、要件の整理・共有手段として

一定の有効性があることが示唆された。一方で、オリ

エンテーションシートが利用されていても、無理なス

ケジュールや進行中の仕様変更により目標達成が阻害

されるケースが確認されており、その有無だけが成功

を決定づけるものではないことも明らかとなった。

　また、阻害要因の分析からは、工程管理及びコスト

管理ではプロジェクト開始時点での要件の明確さや計

画の妥当性が重要であるのに対し、満足度では仕様変

更や発注者のスキル・知識不足といった人的要因の影

響が大きいことが確認された。特に、オリエンテー

ションシートが利用されていない場合には、発注者自

身の能力不足が顕在化しやすく、要件整理能力が成果

に直結する構造があることが考えられる。

（2）受注者向け調査結果との比較

　当会では、2025年6月に、Web制作のクリエイ

ティブワークに受注者として従事しているマネー

ジャークラス200人を対象に、今回調査と同様の調査

を実施している（以下、「受注者向け調査」）。その調査

結果は「経済調査研究レビュー第37号（2025年9月）」 1

に公表している。今回の調査結果と比較すると、共通

して「要件の明確性」と「仕様変更」が主要な課題とし

図表19　�オリエンテーションシートの内容と�
目標達成の阻害要因（満足度）
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て挙げられている点が特徴的であった。受注者向け調

査では、要件のあいまいさや変更要求がプロジェクト

の負担となっていることが確認されており、本調査に

おいても発注者側の視点から同様の要因がプロジェク

ト目標達成の阻害要因として確認された。このこと

は、受発注者双方が同一の課題を認識しているにもか

かわらず、十分に解消されていない現状を示すものと

いえる。

　さらに、受注者向け調査ではオリエンテーション

シートの明確性が成果に影響することが示唆されてい

たが、本調査では、有無だけでなく内容の質や運用、

進行中の変更管理やコミュニケーションが重要である

ことがより明確となった。すなわち、オリエンテー

ションシートは合意形成の重要な基盤であるものの、

それ単体で成果を保証するものではなく、発注者側の

計画・運用能力と組み合わさることで効果を発揮する

ものといえる。

おわりに

　以上より、Web制作のクリエイティブワークにお

ける成功には、初期段階の要件定義の精度向上、実現

可能な計画策定、プロジェクト進行中の変更管理の適

正化に加え、発注者のスキルやリテラシーの向上が不

可欠であるといえる。また、受発注者双方が共通の課

題認識を持ちながらも解決が進んでいない現状を踏ま

えると、今後はオリエンテーションシートの標準化や

運用方法の整理を通じて、合意形成プロセスをより具

体的に支援する取り組みが求められる。これにより、

クリエイティブワークの品質向上と成果の安定化が期

待される。

　当会では、見積りの客観性向上を目的としてクリエ

イティブワークの見積りプロセスを体系化し、定量的

評価が可能な枠組みの構築を目指している。今後も継

続的な調査を通じて、受発注者間の合意形成に資する

情報提供を行っていきたい。

【注釈】
1　�https://www.zai-keicho.or.jp/wp-content/uploads/‌

2025/09/er_review_vol.37.pdf
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施工パッケージ型積算方式の動向�
～令和8年度の改定概要と各発注機関の動向～

谷村　　伸 一般財団法人経済調査会　経済調査研究所　調査研究部　積算企画室　室長
熊澤　武紀 一般財団法人経済調査会　経済調査研究所　調査研究部　積算企画室

はじめに

　国土交通省では、一般土木工事の工種を対象に平成

24年10月から「施工パッケージ型積算方式」（以下、

本積算方式）を順次導入してきた。本積算方式は、平

成28年10月の段階で、積算使用頻度において全体の

65％に相当する工種（の歩掛）に導入され、重要な積

算方式となっており、また、地方公共団体を含む他の

発注機関においても導入が進んでいる。

　本稿では、本積算方式の概要及び動向として次の内

容をまとめた。

・‌�本積算方式の概要

・‌�国土交通省（土木工事積算基準）における令和8年度

改定概要

・‌�他の発注機関の動向

　なお、経済調査研究レビューでは、Vol.21（2017年

9月発行）「国土交通省における施工パッケージ型積算

方式の取組と各発注機関の導入状況について」を皮‌

切りに、毎年（Vol.23、25、27、29、31、33、35、

37）、施工パッケージ型積算方式の最新動向を説明し

てきたが、本稿は令和8年度の動向をまとめたもので

ある。

1 施工パッケージ型積算方式の概要

（1）積算の基本的な考え

　従来の積上げ積算方式は、施工に必要な機械・労

務・材料等の数量を定め、これらを機械経費や労務単

価等の各種単価に乗じて足し上げ直接工事費を算出す

る方式である。これに対して、本積算方式は、機械経

費・労務費・材料費をひとまとめにした「標準単価」

が設定され、これを積算地区・時期等に応じた積算単

価に補正して直接工事費を算出する。

図表1　施工パッケージ型積算方式標準単価表（例：路体（築堤）盛土）

出典：国土交通省 国土技術政策総合研究所「施工パッケー型積算方式標準単価表」を加工して作成
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（2）標準単価と機労材構成比の公表

　積算単価への補正には、「補正式」、積算条件区分ご

とに設定された「標準単価」、標準単価を構成する機

械経費・労務費・材料費・市場単価の金額構成比率で

ある「機労材構成比」等を使用する。この標準単価と

機労材構成比は、「標準単価表」としてとりまとめら

れ、補正式とあわせて国土交通省国土技術政策総合研

究所のホームページで公表されている（図表1）。

（3）本積算方式の導入により期待される効果

　本積算方式の導入により期待される効果は、次の2

点である。

1）価格の透明性の向上
　標準単価及び積算単価への補正方法等を公表するこ

とにより、発注者の価格設定が明確化され、受注後の

単価協議や設計変更時等における受発注者の協議の円

滑化が期待される。

2）積算業務等の負担軽減
　積上げ積算方式のように機械・労務・材料ごとに費

用を積上げる必要がなく、積算条件区分に対応した標

準単価を積算単価へ補正する方式であることから、積

算業務の簡素化が期待される。

2 国土交通省（土木工事積算基準）に� �
おける令和8年度改定概要

（1）導入状況

　国土交通省では、平成24年10月の導入開始以降、

平成25年10月、平成27年10月、平成28年10月に適

用工種を順次拡大してきた。これ以降は、導入済み工

種の改廃を中心に行い、令和8年4月時点で、411

パッケージ（108工種）が適用されている（図表2）。

（2）令和8年度改定概要

　本積算方式で適用する標準単価は、「施工合理化調

査等の実態調査」により施工実態の変動を反映すると

ともに、標準単価を構成する機械・労務・材料の物価

変動も反映し、毎年度、更新されている。

　令和8年度の改定概要は、次のとおりである（以下、

【　】内は施工パッケージ名称を示す）。

　なお、代表機械の規格における表記方法（例とし

て、バックホウの場合、山積0.8 m（平積0.6 m）から

バケット容量0.8 m 3、クレーン類の場合、25 t吊から

最大吊上能力25 t吊等の変更）、鉄筋工における積算

方式の変更表記（「市場単価 鉄筋工」から、「第2編5章

コンクリート工⑥鉄筋工」への変更）は省略する。

1）土工
　【掘削】では、適用出来る範囲、適用出来ない範囲、

工区内運搬条件、積算条件区分の「施工数量」、「平均

施工幅員」、「破砕片除去の有無」、「集積押土の有無」、

積算条件区分の一部の（注）、1工事当りの取扱い数

量、代表機械のブルドーザ規格の一部（新規格追加、

排出ガス対策型基準値）、バックホウ規格の一部（バ

ケット容量、排出ガス対策型基準値）、小型バックホ

ウ規格（騒音対策型、排出ガス対策型基準値）、作業

日当り標準作業量が見直された。

　【土砂等運搬】では、代表機械のバックホウ規格の

一部（バケット容量、排出ガス対策型基準値）、クラ

ムシェル規格の一部（バケット容量）が見直された。

　【整地】では、積算条件区分「施工数量」にて、数量

図表2　国土交通省の施工パッケージ数の推移
時期 H24.10 H25.10 H27.10 H28.10 H29.4 H30.4 H31.4 R2.4 R3.4 R4.4 R5.4 R6.4 R7.4 R8.4

パッケージ数
総数 63 209 319 403 416 413 419 415 409 408 411 411 412 411
追加 ― 146 114   84   14     3     8     4     3     7   11     1     9     3
削除 ―     0     4     0     1     6     2     8     9     8     8     1     8     4

工種数
総数 34   64   96 113 116 114 115 114 115 116 111 111 109 108
追加 ―   30   33   17     3     0     1     0     1     2     0     0     0     0
削除 ―     0     1     0     0     2     0     1     0     1     5     0     2     1

出典：国土交通省 国土技術政策総合研究所「施工パッケー型積算方式標準単価表」を加工して作成
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表記が見直された。

　【押土（ルーズ）】では、積算条件区分に「施工数量」

が追加され、代表機械のブルドーザ規格（新規格追

加、排出ガス対策型基準値）、作業日当り標準作業量

が見直された。

　【積込（ルーズ）】では、代表機械のバックホウ規格（バ

ケット容量、排出ガス対策型基準値）が見直された。

　【転石破砕】は、廃止された。

2）床掘工
　【床掘り】では、適用出来ない範囲にて“共同溝工”

が削除され、代表機械のバックホウ規格の一部（排出

ガス対策型基準値）、クラムシェル規格の一部（排出ガ

ス対策型基準値、バケット容量）、小型バックホウ規

格（騒音対策型、排出ガス対策基準値）が見直された。

3）床掘工（ICT）
　【床掘り（ICT）】では、適用範囲が“平均施工幅2 m

以上”から“平均施工幅1 m以上”に改正、施工フロー

に「機械搬出」（施工パッケージ未対応部）、積算条件

区分及び代表機労材規格に「施工方法」が追加され、

作業日当り標準作業量も見直された。

4）安定処理工
　【安定処理】では、適用範囲が“石灰やセメント系に

かかわらず適用出来る”に見直され、積算条件区分に

「固化材区分」が追加された。また、代表機労材規格の

一部の条件にて、代表労務職種の入れ替えが行われた。

5）基礎・裏込砕石工
　【基礎砕石】では、適用出来ない範囲にて、共同溝

工が削除された。

6）コンクリートブロック積（張）工
　【間知ブロック積】、【現場打小口止コンクリート】、

【現場打天端コンクリート】、【プレキャスト横帯（隔

壁）ブロック】では、代表労務職種の入れ替えが行わ

れた。

　【緑化ブロック積】では、代表材料の一部の備考が

削除された。

7）石積（張）工
　【石積（練石）（複合）】では、代表材料の一部入れ替

えが行われた。

8）場所打擁壁工（1）
　適用出来ない範囲の“エポキシ樹脂塗装鉄筋を使用

する場合”が削除された。

　【小型擁壁】では、代表労務職種が見直された。

　【重力式擁壁】では、積算条件区分の一部条件で、

「圧送管延長距離区分」が削除され、代表機労材規格

の一部条件で、代表労務職種が見直された。

　【逆T型擁壁】、【L型擁壁】では、適用出来る範囲、

施工概要、積算条件区分の「鉄筋量」及び（注）、代表

材料が見直された。

9）場所打擁壁工（2）
　【コンクリート（場所打擁壁）】では、代表機械の一

部入れ替えが行われた。

10）�補強土壁工（帯鋼補強土壁、アンカー補強土壁、
ジオテキスタイル補強土壁）

　【砕石投入】では、代表労務職種の一部入れ替えが

行われた。

11）補強盛土工
　【ジオテキスタイル敷設】、【まき出し・敷均し、締

固め】では、適用出来る範囲にて、“ジオテキスタイル

工1段当りの施工高さが1.5 mまでの場合”が削除さ

れ、【まき出し・敷均し、締固め】に関しては、代表

労務職種の一部入れ替えが行われた。

12）排水構造物工
　適用範囲に、“なお、人力施工で持上げ高が2 m以上

の場合は適用しない”が追記され、施工パッケージ

【ボックスカルバート（材料費）】が新設された。

　【ヒューム管（B形管）】では、施工概要、積算条件区

分の（注）、代表材料及び代表市場単価が見直された。

　【ボックスカルバート】では、積算条件区分の（注）、

代表材料が見直され、代表材料のボックスカルバート

が削除された。

　【暗渠排水管】では、適用出来ない範囲の一部、代

表機械のバックホウ規格（バケット容量）が見直され、

積算条件区分に「管規格」が追加された。

　【フィルター材】では、代表機械のバックホウ規格

（バケット容量）が見直された。

　【管（函）渠型側溝】では、積算条件区分に「側溝規

格」が追加された。

　【鉄筋コンクリート台付管】では、積算条件区分の

（注）、代表機械のバックホウ規格（旋回型、騒音対策

型、排出ガス対策型基準値、バケット容量、保有区
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分）、ラフテレーンクレーン規格（排出ガス対策型基

準値）、代表労務職種の備考、作業日当り標準作業量

が見直された。

　【プレキャストマンホール】、【コルゲートパイプ】、

【コルゲートフリューム】では、代表労務職種の入れ

替えが行われた。

13）排水構造物工（現場打ち水路（本体））
　施工概要にて、「鉄筋加工・組立」が施工パッケージ

未対応となり、鉄筋工が必要な場合は別途計上とする

旨が、（注）に追記された。

　【現場打ち水路（本体）】にて、積算条件区分の（注）、

代表材料及び代表市場単価、作業日当り標準作業量が

見直され、代表労務職種の一部入れ替えが行われた。

14）アンカー工（ロータリーパーカッション式）
　【削孔（アンカー）】では、積算条件区分の（注）に、

“削孔水が現地調達出来ない場合は、取水に要する費

用を別途考慮する”が追記され、代表材料の入れ替え

が行われた。

15）目地・止水板設置工
　【目地板】では、適用出来る範囲に、“目地板が、工

事当り0.3 m 2以上”が追記され、適用出来ない範囲の

“共同溝工（1）（2）”が削除された。

　【止水版】では、適用出来る範囲に、“止水板が、工

事当り3.2 m以上”が追記され、適用出来ない範囲の

“共同溝工（1）（2）”が削除された。

　【シール材】では、適用出来る範囲に、“シール材が、

工事当り4.8 m以上”が追記された。

16）旧橋撤去工
　【床版1次破砕・撤去】、【床版1次及び2次破砕・撤

去】では、代表労務職種にて、特殊作業員が運転手

（特殊）へ見直された。

17）かご工
　【ふとんかご】では、代表労務職種の一部入れ替え

が行われた。

18）発泡スチロールを用いた超軽量盛土工
　発泡スチロールを用いた超軽量盛土工における参考

図が見直された。

　【コンクリート床版】では、積算条件区分の（注）に

て、鉄筋の切断ロス率が見直された。

19）函渠工（1）
　【函渠】では、積算条件区分の（注）にて、防水工・

防水層保護工を施工する場合について、見直された。

20）殻運搬
　【殻運搬】では、適用出来ない範囲に、“繊維入りモ

ルタルの吹付法面のとりこわし作業により発生した殻

の運搬”が追記された。

21）コンクリート工（深礎工）
　【コンクリート打設（深礎工）】では、バックホウに

よるコンクリート打設範囲の参考図に注釈が追加され

た。

22）コンクリート工
　【コンクリート】では、適用出来ない範囲にて、“共

同溝工（ただし、現場打ちの電線共同溝（C・C・BOX）

を除く。）”が削除され、バックホウによるコンクリー

ト打設範囲の参考図に注釈が追加された。また、代表

機械のラフテレーンクレーン規格（排出ガス対策型基

準値）、クローラクレーン規格（排出ガス対策型基準

値）が見直された。

23）型枠工
　適用出来ない範囲にて、“「第2編 14章共同溝①-1共

同溝工（1）（構造物単位）、①-2共同溝工（2）」”が削除

された。

24）消波根固めブロック工
　施工概要に、鉄筋工が必要な場合の注釈が追加され

た。

　【消波根固めブロック製作】では、積算条件区分の

「型枠の種類」が見直され、代表材料の一部入れ替え

が行われた。

25）消波根固めブロック工（ブロック撤去工）
　【根固めブロック撤去】では、積算条件区分のク

レーン機種及び代表機労材規格にて、“ラフテレーン

クレーン（油圧伸縮ジブ型）45 t吊”が削除され、残り

のラフテレーンクレーン規格（排出ガス対策型基準

値）が見直された。

26）捨石工
　施工パッケージ名称が、“捨石”から“捨石投入”に見

直された。

　【捨石投入】では、適用出来る範囲が“1000 kg以

下/個”から“500 kg以下/個”に見直され、適用出来な
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い範囲に、“最大作業半径24 mを超える場合”、“最大

作業半径7 m以下かつ設置高さ（捨石投入底面）－5 m

未満の場合”が追記された。それに伴い、積算条件区

分、積算条件区分の（注）、代表機労材規格、作業日

当り標準作業量が大きく見直された。

　【表面均し】では、適用出来ない範囲の“（水中部）”

が削除され、“最大作業半径24 mを超える場合”、“最

大作業半径7 m以下かつ設置高さ（表面均し面）－5 m

未満の場合”、“最大作業半径7 mを超え15 m以下かつ

設置高さ（表面均し面）－7 m未満の場合”、“最大作業

半径15 mを超え24 m以下かつ設置高さ（表面均し面）

－5 m未満の場合”が追記された。それに伴い、積算

条件区分、積算条件区分の（注）、代表機労材規格、

作業日当り標準作業量が大きく見直された。

27）堤防除草工
　【除草】、【除草、集草（人力）、梱包、積込・荷卸

（総合）】、【除草、集草（機械）、梱包、積込・荷卸（総

合）】では、積算条件区分及び代表機労材規格にて、

代表機械の草刈機［遠隔操縦式］の一部規格（刈幅）が

見直された。

　【集草】では、積算条件区分の（注）にて、代表機械の

草刈機［遠隔操縦式］の一部規格（刈幅）が見直された。

28）伐木除根工
　適用範囲に、“また、伐木及び伐竹の施工面積は

1,000 m 2以上とする”が追記された。

　【伐木・伐竹（伐木除根）】では、代表機械のバック

ホウ用アタッチメントが見直された。

29）塵芥処理工
　【散在塵芥収集】では、適用出来る範囲に“施工数量

が、1,500 m 2以上の場合”が追記され、代表労務職種

の入れ替えが行われた。

　【堆積塵芥収集（機械処理）】では、適用出来る範囲

に“施工数量が、50 m 3以上の場合”が追記され、代表

機械のバックホウ規格（バケット容量）が見直された。

　【堆積塵芥収集（人力処理）】では、適用出来る範囲

に“施工数量が、1 m 3以上の場合”が追記され、代表

労務職種の一部入れ替えが行われた。

30）ボーリンググラウト工
　ボーリンググラウト工では、工種自体が廃止され

た。

31）巨石積（張）工
　【巨石張（練）】では、代表材料が見直された。

　【巨石張（空）】では、積算条件区分の（注）にて、巨

石設置の法勾配表記が見直され、代表材料の一部入れ

替えが行われた。

　【巨石積（練）】では、積算条件区分の（注）にて、巨

石設置の法勾配表記が見直された。

32）護岸基礎ブロック工
　【護岸基礎ブロック据付】では、代表労務職種の入

れ替えが行われた。

　【中詰コンクリート打設】では、代表労務職種の一

部入れ替えが行われた。

33）かごマット工（スロープ型）
　【かごマット設置（スロープ型）】では、積算条件区

分の（注）に、“また、下面以外への吸出し防止材の設

置は、別途考慮する”が追記された。

34）袋詰玉石工
　【袋詰玉石】では、代表労務職種の一部入れ替えが

行われた。

35）笠コンクリートブロック据付工
　【笠コンクリートブロック】では、適用出来る範囲

に“長さ2.7 m以下”が追記され、“プレキャスト笠コン

クリートブロックの形式が、鋼矢板用笠コンクリート

ブロックの場合”及び“据付作業半径が20.0 m以下の

場合”、適用出来ない範囲に“水上施工の場合”が追加

された。その他にも、施工概要、積算条件区分及び積

算条件区分の（注）、中詰めコンクリート規格、中詰

めコンクリート100 m当り設計量、代表機労材規格、

作業日当り標準作業量が大きく見直された。

　【笠コンクリートブロック（材料費）】では、条件区

分の（注）に、“笠コンクリートブロック（材料費）は、

笠コンクリートブロック、連結金具、高さ調整金具の

材料費を含む”が追記された。

36）光ケーブル配管工
　【配管設置（埋設部）】では、積算条件区分に「配管材

規格」が追加された。

　【ハンドホール】では、積算条件区分が新設された。

37）土工（砂防）
　【掘削（砂防）】では、工区内運搬条件の見直し、火

薬の標準的な使用量の削除、転石に関する注釈が追加
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された。

38）砂防ソイルセメント工
　【撹拌混合】では、代表労務職種の一部入れ替えが

行われた。

39）地すべり防止工（集排水ボーリング工）
　【ボーリング】では、代表材料の一部入れ替えが行

われた。

40）路盤工
　【上層路盤（車道・路肩部）】では、一部条件で、代

表機械のロードローラ規格（排出ガス対策型基準値）、

タイヤローラ規格（排出ガス対策型基準値）の見直し、

代表労務職種の一部入れ替えが行われた。

41）路盤工（ICT）
　【不陸整正（ICT）】、【下層路盤（車道・路肩部）（ICT）】、

【上層路盤（車道・路肩部）（ICT）】では、代表機械が

ロードローラから、タイヤローラに見直された。

42）アスファルト舗装工
　【基 層（車 道・ 路 肩 部）】、【中 間 層（車 道・ 路 肩

部）】、【表層（車道・路肩部）】では、一部条件で、代

表機械のロードローラ規格（排出ガス対策型基準値）、

タイヤローラ規格（排出ガス対策型基準値）、代表労

務職種の一部入れ替えが行われた。

43）半たわみ性（コンポジット）舗装工
　適用範囲にて、“なお、アスファルト混合物の舗設

はアスファルト舗装工を適用する”が削除され、施工

概要の（注）に“アスファルト舗設作業は、「9章③アス

ファルト舗装工」により別途計上する”が追加された。

　【セメントミルク浸透】では、積算条件区分に「総施

工量」、積算条件区分の（注）に総施工量に関する注釈

が追加され、代表機械の振動ローラ規格（騒音対策型、

排出ガス対策型基準値、損料賃料区分）、散水車規格

（損料賃料区分）、作業日当り標準作業量が見直された。

44）透水性アスファルト舗装工
　【フィルター層】では、代表労務職種の一部入れ替

えが行われた。

45）踏掛版設置工
　【踏掛版設置】では、施工概要、積算条件区分の

（注）に、鉄筋工が必要な場合の注釈が追加された。

46）しゃ音壁設置工
　適用範囲に、“しゃ音板は支間が2 m及び4 mの金属

製防音パネル”が追記された。

　【しゃ音板・透光板（材料費）】では、積算条件区分

の「規格」にて、材料仕様が見直された。

　【落下防止索（材料費）】では、積算条件区分が削除

された。

47）路側工（取外し）
　【歩車道境界ブロック撤去】、【地先境界ブロック撤

去】では、代表機械の小型バックホウ規格（排出ガス

対策型基準値）の見直し、代表労務職種の一部入れ替

えが行われた。

48）橋梁付属施設設置工
　【橋名板等取付】では、適用出来る範囲に“短手方向

が300 mm以下かつ長手方向が800 mm以下”が追記

された。

49）路面切削工
　適用範囲に、“ただし、交差点内の施工を含みかつ

従道路側の交通規制を伴う交差点部の施工に際し、交

差点部を小規模に分割し施工する場合は、当該交差点

部分のみ別途考慮する”が追記された。

　【路面切削】では、適用出来る範囲にて、施工対象

が“ストレートアスファルト、改質アスファルトの切

削作業”に見直され、“路面切削機による排水性舗装

（ポーラスアスファルト、開粒度アスファルト）の切

削作業で平均切削深12 cm以下かつ既設導水パイプの

撤去を含まない場合”が追加された。その他では、積

算条件区分の（注）に“既設導水パイプの撤去が必要な

場合は別途考慮する”が追加され、代表労務職種の一

部入れ替えが行われた。

50）舗装版破砕工
　【舗装版破砕】では、適用出来る範囲に、複数の施

工条件が追加された。

51）舗装版切断工
　適用範囲に、“なお、切断作業において複数回切断

（ステップカット）の有無にかかわらず適用出来る”が

追記された。

52）舗装版クラック補修工
　適用範囲に、“加熱注入式による”が追記された。

53）張紙防止塗装工
　【張紙防止塗装】では、適用範囲に、“1工事の塗装面

積が8 m 2以上である場合”が追加された。
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54）橋梁補強工（鋼板巻立て）（1）
　施工概要に、“鉄筋工は、「第2編5章コンクリート工

⑥鉄筋工」により別途計上する”が追加された。

55）橋梁補強工（鋼板巻立て）（2）
　施工概要に、“掘削・埋戻工及び土留設置・撤去工

が必要な場合は、別途計上する”及び、“鉄筋工は、「第

2編5章コンクリート工⑥鉄筋工」により別途計上す

る”が追加された。

56）橋梁補強工（コンクリート巻立て）（1）
　施工概要に、“鉄筋工は、「第2編5章コンクリート工

⑥鉄筋工」により別途計上する”が追加された。

57）橋梁補強工（コンクリート巻立て）（2）
　適用範囲に、“RC橋脚（既設の鉄筋コンクリート橋

脚）の補強用コンクリート巻立て工であり、コンク

リート巻立て厚0.25 m、コンクリート巻立て高さ20 

m以下の内”が追記された。

　【下地処理（適用範囲外コンクリート巻立て工）】、

【型枠（適用範囲外コンクリート巻立て工）】では、代

表労務職種の一部入れ替えが行われた。

58）橋梁補修工（現場溶接鋼桁補強工）
　適用範囲に、“（溶接総延長：250 m以下）”が追記さ

れた。

59）トンネル漏水対策工
　トンネル漏水対策工にて、【線導水】が【線導水（溝

切り工）】に、【線導水（材料費）】が【線導水（溝切り

工）（材料費）】に見直され、【線導水（導水樋工）】、【線

導水（導水樋工）（材料費）】が新設された。

　【面導水】では、施工フローの（注）の条件区分に、

“壁面清掃を含む”が追記され、代表機械の高所作業

車規格（架装方式等）、作業日当り標準作業量が見直

された。

　【線導水（溝切り工）】では、施工フローの（注）の条

件区分に、“壁面清掃を含む”、“コンクリート殻の集積

場所までの現場内小運搬（180 m程度）を含む”が追記

され、代表機械の高所作業車規格（架装方式等）、空

気圧縮機規格（騒音対策型、排出ガス対策型基準値、

吐出量等）、作業日当り標準作業量が見直された。

60）電線共同溝工（C・C・BOX）
　【管路材設置】では、代表材料の管路材多条管規格

が、“非難燃”から“難燃”に見直された。

　【蓋設置】では、代表労務職種の一部入れ替えが行

われ、一部の備考に条件が追記された。

61）情報ボックス工
　【埋戻し（情報ボックス工）】、【基礎材】、【露出部管

路材設置】では、代表労務職種の一部入れ替えが行わ

れた。

62）橋梁排水管設置工
　【コンクリートアンカーボルト設置】、【排水管設置】

では、代表機械の高所作業車規格（架装方式等）、代

表材料の備考が見直された。

63）その他
　下記においても、①代表機械の規格（排出ガス対策

型基準値、騒音対策型ほか）、②作業日当り標準作業

量が見直された。

①代表機械の規格改定

　土工：【路体（築堤）盛土】、【路床盛土】、

　床掘工：‌�【掘削補助機械搬入搬出】、【舗装版破砕積

込（小規模土工）】

　埋戻工：【埋戻し】

　石積（張）工：‌�【石張（複合）】、【石積（張）】、【胴込・

裏込コンクリート】、【裏込材（クラッ

シャラン）】

　構造物とりこわし工：【コンクリートはつり】

　コンクリート削孔工：‌�【コンクリート削孔（さく岩機）】

　砂防ソイルセメント工：【混合材料敷均し・締固め】

　アスファルト舗装工：‌�【基層（歩道部）】、【中間層（歩

道部）】、【表層（歩道部）】

　排水性アスファルト舗装工：‌�【排水性舗装・表層（車

道・路肩部）】

　雪崩予防柵設置工：【雪崩予防柵】

　橋梁地覆補修工：【とりこわし】

　情報ボックス工：【ハンドホール】

②作業日当り標準作業量の改定

　土工（ICT）：‌�【路体（築堤）盛土（ICT）】、【路床盛土

（ICT）】

（3）標準単価表参考資料の公表

　本積算方式の理解向上に資するための資料として、

標準単価の代表機労材規格のうち、代表機械規格及び
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代表労務規格の参考数量（＝積算単位当りの数量）を

示した「施工パッケージ型積算方式標準単価表（参考

資料）」が令和8年度も引き続き公表されている。

　公表された参考数量を用いると、任意の施工量に応

じた労務や機械の数量を算出することが出来るため、

さまざまな場面での活用が見込まれる。例えば、参考

数量に日当り作業量を乗じると、作業日当りの数量が

算出され、労務編成や機械編成の確認に活用すること

が出来る。また、参考数量に1工事全体の施工量を乗

じると、1工事に必要な数量が算出され、従来の歩掛

と同様に、原価管理や施工計画立案の際の参考として

活用することが出来る。このように、参考資料の活用

により、本積算方式への理解がより一層高まることが

期待される。

3 他の発注機関の動向

（1）農林水産省

　農林水産省の土地改良工事では、平成28年10月か

ら本積算方式を導入している。令和8年4月時点では、

国土交通省（一般土木工事）と共通する43工種118

パッケージが適用されている。

　なお、一部のパッケージでは、名称、適用される条

件区分、材料種類について国土交通省との相違がみら

れる（詳細は「経済調査研究レビュー」Vol.21参照）。

（2）林野庁

　林野庁の治山・林道工事においても、平成28年10

月から本積算方式を導入し、令和8年4月時点では、

国土交通省（一般土木工事）と共通する80工種306

パッケージが適用されている。

　なお、治山・林道工事では厳しい現場条件に対応す

るため、施工パッケージの適用範囲が制限されている

他、山林砂防工の適用、通勤補正等林野庁独自の補正

が行われている（詳細は「経済調査研究レビュー」

Vol.21参照）。

おわりに

　当会では、公共事業の円滑な執行の一助となること

を目的として、土木工事積算に関するマニュアルや解

説本を発刊している。

　「改訂 土木工事積算必携」は、土木工事の積算に関

する基礎知識やさまざまな情報、補正等を用いた計算

例を掲載しており、積算実務に携わる方々のお役に立

てる内容となっている。

　また、当会のホームページには、施工パッケージに

関する情報や代表機労材規格一覧等も掲載しているの

で、ぜひご活用いただきたい。

【参考文献】
・国土交通省（土木工事積算基準関係）

　https://www.mlit.go.jp/tec/koujisekisan.html

・�国土交通省国土技術政策総合研究所社会資本マネジメ

ント研究センター社会資本システム研究室（施工パッ

ケージ型積算方式）

　�https://www.nilim.go.jp/lab/pbg/theme/theme2/

theme_sekop.htm

・�農林水産省（施工パッケージ型積算方式の試行の実施）

　�https://www.maff.go.jp/j/nousin/seko/unit_price/

・�林野庁（積算基準）

　�https://www.rinya.maff.go.jp/j/sekou/gijutu/sekisan_

kijun.html

・�一般財団法人経済調査会（施工パッケージ型積算方式）

　�https://www.zai-keicho.or.jp/service/build/construction_

package/

・�経済調査会積算研究会編：改訂土木工事積算必携、一

般財団法人経済調査会
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【第40回】労務需給調査（建築・設備工事） 
2026年8月調査

　　　一般財団法人経済調査会　建築統括部

　『建築施工単価』の発刊に合わせ、年4回総合工事業者を対象に実施する「労務需給調査」（工

事受注状況および工種別労務需給状況）の結果を以下に示します。なお、地区別の詳細結果に

ついては当会HPの『けんせつPlaza』（https://www.kensetsu-plaza.com/questionnaire/archt）を

ご参照ください。

【調査概要】
○調査の目的
　・‌�全国11都市（札幌・仙台・東京・新潟・金沢・名古屋・大阪・広島・高松・福岡・那覇）における総合

工事業者の工事受注状況および工種別労務需給状況を把握することを目的としている。
○調査対象業者
　・‌�対象都市において、元請として工事を受注している総合工事業者、延べ約410社を選定。
○調査時期
　・2026年7月中旬～8月中旬。
○調査方法
　・書面調査。所定の項目に対して、回答者が以下のような5段階で評価・判断して記入する。
　・工事受注状況 （1：減少　　2：やや減少　　3：不変　　4：やや増加　　5：増加）
　・工種別労務需給状況 （1：緩和　　2：やや緩和　　3：均衡　　4：やや逼迫　　5：逼迫）
○集計方法
　・‌�工事受注状況および工種別労務需給状況について、対象都市（全国11都市）ごとの単純平均により代表

値（小数第3位を四捨五入）を算出した上でグラフ化する。

1 【工事受注状況】現時点での工事受注状況について
【 札幌 】

【 仙台 】

【 東京 】

【 名古屋 】

【 大阪 】【 広島 】

【 高松 】

【 福岡 】

【 那覇 】

【 金沢 】

【 新潟 】

(2.76) (2.53)

(2.00) (2.17)

(2.93) (3.07)

(2.33) (2.67)

(4.50) (3.00)

(2.29) (2.58)

(2.89) (3.10)(2.57) (3.29)

(2.63) (2.38)

(2.91) (3.00)

(3.14） (2.71)
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2.71

→←

2 【工種別労務需給状況】現状の労務需給および３カ月後の見通しについて
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（１）建築工事の地区別集計

直接仮設工事

地業工事

土工事

鉄筋工事

逼迫値
n＝有効回答数逼迫

やや
逼迫均衡

やや
緩和緩和
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コンクリート工事（打設手間）

型枠工事

コンクリート工事（ポンプ圧送）

逼迫
やや
逼迫均衡

やや
緩和緩和

逼迫値
n＝有効回答数

鉄骨工事
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耐火被覆工事

防水工事

ALC・ECP工事

シーリング工事

逼迫値
n＝有効回答数逼迫

やや
逼迫均衡

やや
緩和緩和
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石工事

木工事

タイル工事

逼迫値
n＝有効回答数逼迫

やや
逼迫均衡

やや
緩和緩和

屋根及びとい工事
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金属工事

吹付工事

左官工事

木製建具工事

逼迫値
n＝有効回答数逼迫

やや
逼迫均衡

やや
緩和緩和
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金属製建具工事

ガラス工事

シャッター工事

逼迫値
n＝有効回答数逼迫

やや
逼迫均衡

やや
緩和緩和

塗装工事
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軽量鉄骨下地工事

内装床工事

内装ボード工事

仕上ユニット工事

逼迫値
n＝有効回答数逼迫

やや
逼迫均衡

やや
緩和緩和
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外構工事

解体工事

逼迫値
n＝有効回答数逼迫

やや
逼迫均衡

やや
緩和緩和
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（２）設備工事の地区別集計

配管工事

消火設備工事

給排水衛生設備工事

保温工事

逼迫値
n＝有効回答数逼迫

やや
逼迫均衡

やや
緩和緩和
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ダクト設備工事

電気設備工事

昇降機設備工事

通信・情報設備工事

逼迫値
n＝有効回答数逼迫

やや
逼迫均衡

やや
緩和緩和



労務需給調査（土木工事）2026年8月調査﻿

84経済調査研究レビュー Vol.39 2026.9

【第15回】労務需給調査（土木工事） 
2026年8月調査

　　　一般財団法人経済調査会　経済調査研究所　研究成果普及部

　『土木施工単価』の発刊に合わせ、年4回工事業者を対象に実施する「労務需給調査」（工事受

注状況および職種別労務需給状況）の結果を以下に示します。なお、工事別・職種別の詳細結

果については当会HPの『けんせつPlaza』（https://www.kensetsu-plaza.com/questionnaire/ce）

をご参照ください。

【調査概要】
○調査の目的
　・‌�全国10地区における工事業者の工事受注状況および職種別労務需給状況を把握することを目的としている。
○対象地区
　・‌�北海道、宮城（東北ブロック）、東京（関東甲信ブロック）、新潟（北陸ブロック）、愛知（東海ブロック）、

大阪（近畿ブロック）、広島（中国ブロック）、香川（四国ブロック）、福岡（九州ブロック）、沖縄。
○調査対象業者
　・‌�対象地区において、工事を受注している工事業者を選定（登録数：約500事業所）。
○調査時期
　・2026年7月中旬～8月中旬。
○調査方法
　・‌�WEB調査。所定の項目に対して、回答者が以下のような5段階で評価、判断して回答する。
　　・工事受注状況
　　　1：減少　　2：やや減少　　3：不変　　4：やや増加　　5：増加
　　・職種別労務需給状況
　　　1：過剰　　2：やや過剰　　3：均衡　　4：やや不足　　5：不足
○集計方法
　・‌�工事受注状況および職種別労務需給状況について、対象地区（全国10地区）ごとの単純平均により代表

値（小数第3位を四捨五入）を算出した上でグラフ化する（広域ブロックを対象とした回答を含む）。

Ⅰ．�【工事受注状況】現時点での工事受注状況（前年同
期比）

Ⅱ．�【職種別労務需給状況】現状での労務需給および
先行き(3カ月後の見通し)

Ⅲ．�「100%積み上げ棒グラフ」の色は、各回答の全体に占める割合を示す

【凡例】

Ⅰ．�【工事受注状況】
Ⅱ．�【職種別労務需給状況】
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1 全国

Ⅰ．【工事受注状況】現時点での工事受注状況（前年同期比）

Ⅱ．【職種別労務需給状況】現状での労務需給および先行き（3カ月後の見通し）
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2 地区別

Ⅰ．【工事受注状況】現時点での工事受注状況（前年同期比）� 数値：増減値

Ⅱ．【職種別労務需給状況】現状での労務需給� ：過不足値
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日本における外国人の増加と外国人の受入れ・
秩序ある共生のための総合的対応策
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日本における外国人の増加と外国人の受入れ・ 
秩序ある共生のための総合的対応策

中島　正人 博士（工学）/一般財団法人経済調査会　審議役

はじめに

　日本における在留外国人は2025年末に初めて400

万人を超え、412万5千人と過去最高を更新した i。

　本稿では、近年の外国人増加の現状と日本社会の将

来像について考えるため、

　①‌�現在のペースで入国超過数が続いた場合の、将来

外国人人口を試算するとともに、

　②‌�在留外国人の日本での在留目的、国籍・地域別の

内訳及び在留目的を中心とした中長期在留者の地

域分布を俯瞰し、

　③‌�外国人の増加等に対応して本年1月に政府の関係

閣僚会議で取りまとめられた「外国人の受入れ・

秩序ある共生のための総合的対応策」 ii

について見ていくこととしたい。

1 現在の入国超過数が続いた場合の 
将来外国人人口の試算

　総務省の人口推計で各年10月1日時点の外国人人 

口を見ると、2017年に200万人を超え217万人に、

2023年には300万人を超え316万人に、2025年には

384万人に達している。また、直近2023～2025年の

外国人の入国者数から出国者数を差し引いた入国超過

数の平均は約30万3千人である iii。この直近3カ年の平

均入国超過数約30万3千人を、国立社会保障・人口問

題研究所による2023（令和5）年推計 ivの出生中位（死

亡中位）推計（以下「社人研中位推計」という）で使用

されている外国人入国超過数仮定約16万4千人と置き

換え、年間約14万人が社人研中位推計に加わると考

えて将来外国人人口の試算を行った v（本試算を以下、

近年の外国人入国超過数を考慮した将来外国人人口の

試算結果という。図表1では、今回外国人人口試算）。

図表1　日本の外国人人口と将来試算

出典：�総務省「国勢調査」、総務省統計局「我が国の推計人口（大正9年～平成12年）」、総務省統計局「長期時系列データ（平成12年～令和2
年）」、総務省統計局「人口推計　2026年（令和8年）4月報」参考表・外国人人口（確定値）」（2021～2025年）、国立社会保障・人口問題
研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計）」出生中位（死亡中位）推計及び筆者による近年の外国人入国超過数を考慮した将来外国人人
口の試算結果より作成
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　この近年の外国人入国超過数を考慮した試算結果に

よれば、外国人人口は2030年において535万人、

2040年には839万人となる（図表1、2）。また、この

趨勢で推移した場合、2040年代後半には外国人人口

は1000万人を超えるとともに、将来外国人人口試算

を加味した日本の総人口 viに占める外国人人口比率は

10％を超えるものと思われる。

2 在留外国人の在留目的と国籍・地域

（1）在留外国人の在留目的

　それでは、外国人はどのような目的で日本に来てい

るのだろうか。中長期在留者と特別永住者からなる在

留外国人の在留目的について見てみよう。

　出入国在留管理庁「令和7年末現在における在留外

国人数について」 viiにより、在留目的別に2025年末時

点の在留外国人数を多い順に見ると、永住者94万7千

人、技術・人文知識・国際業務47万6千人、留学46

万5千人、技能実習45万7千人、特定技能39万人等と

なっている。

　また、2020年末から25年末の間の増加率は在留外

国人全体としては43％であり、増加率を高い順から

見ると、特定技能2,392％、介護827％、高度専門職

99％、家族滞在79％、経営・管理72％、技術・人文

知識・国際業務68％、留学65％等となっている（図
表3 viii）。
　なお、外国人労働者の受入れに関する政府方針とし

ては、専門的・技術的分野の外国人については、積極

的に受け入れる一方、専門的・技術的分野以外の外国

人については、様々な検討を要するとしている ix。

　このうち、2025年末までの5年間でおおむね25倍

と最も増加率が高い在留資格であった「特定技能」は、

深刻化する人手不足への対応として、生産性の向上や

国内人材の確保のための取組を行ってもなお人材を確

保することが困難な状況にある産業上の分野に限り、

図表2　�近年の外国人入国超過数を考慮した�
将来外国人人口の試算結果

年 2025 2030 2035 2040
外国人人口（千人） 3,839 5,347 6,874 8,394

外国人人口比率（％） 3.1 4.4 5.8 7.3

（注記）各年10月1日現在
出典：�2025年は総務省統計局「人口推計　2026年（令和8年）4月報 

参考表総人口（確定値）・外国人人口（確定値）」（外国人人口比
率は当該数値より計算）、2030年以降は筆者による試算結果

図表3　在留目的別在留外国人数と2020年末から25年末の間の増減

在留資格 2025年末人数（人） 2020年末から2025年�
末の間の増減数（人）

2020年末から2025年�
末の間の増減率（％）

永住者    947,125    139,608      17.3
技術・人文知識・国際業務    475,790    192,410      67.9
留学    464,784    183,883      65.5
技能実習    456,618      78,418      20.7
特定技能    390,296    374,633 2,391.8
家族滞在    352,875    156,253      79.5
特別永住者    266,896    －37,534    －12.3
定住者    226,438      25,109      12.5
日本人の配偶者等    152,898      10,163        7.1
特定活動    125,286      21,864      21.1
永住者の配偶者等      56,568      13,663      31.8
技能      54,574      14,083      34.8
経営・管理      46,781      19,546      71.8
高度専門職      32,953      16,399      99.1
企業内転勤      19,161        5,746      42.8
介護      15,891      14,177    827.1
教育      15,496        3,255      26.6
総計 4,125,395 1,238,279      42.9

（注記）1万人以上の在留外国人がいる在留資格について記載
出典：�出入国在留管理庁「令和7年末現在における在留外国人数について」より作成
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一定の専門性・技能を有し即戦力となる外国人を受け

入れるため創設された。その分野は、介護、ビルク

リーニング、リネンサプライ、工業製品製造業、建

設、造船・舶用工業、自動車整備、航空、宿泊、自動

車運送業、鉄道、物流倉庫、農業、漁業、飲食料品製

造業、外食業、林業、木材産業、資源循環の19分野

であり、このうちの多くが2019年から実施されてい

る x。

　在留資格「特定技能」について出入国在留管理庁が

示す「就労が認められる在留資格の技能水準」 xi（図表
4）で見ると、「技術・人文知識・国際業務」と「技能実

習」の中間的な位置づけとなっていることが分かる。

　また、増加率が高い在留資格としては、ニーズが高

い「介護」が約9倍であるほか、「高度専門職」、「経営・

管理」、「技術・人文知識・国際業務」や「留学」等につ

いても50％を超える増加率となっている。このうち、

「経営・管理」については、2025年に、資本金・出資

総額が500万円から3000万円に引き上げられ、経営

者の経歴・学歴要件、雇用義務、日本語能力等が必要

とされるなど許可基準が見直されている xii。

（2）国籍・地域別で見た在留外国人

　出入国在留管理庁統計 xiiiによれば、在留外国人数が

多い国籍・地域は図表5の通りである。

　2025年末の在留外国人数が多いのは、中国、ベト

ナム、韓国、フィリピン、ネパール等で、2020年末

から2025年末の間の増加率が100％を超えているの

は、ミャンマー、インドネシア、ネパール、スリラン

カの4か国である。なお、2025年末の在留外国人数

が3万人以上の国に国籍・地域の範囲を広げてみる

と、バングラデシュも2020年末から2025年末の間の

増加率が100％を超えている。

3 就労が認められる在留目的で見た 
都道府県別の在留外国人数

　次に、就労が認められる在留資格で人数が多い「技

術・人文知識・国際業務」、「特定技能」、「技能実習」の

3資格について、在留外国人数が多い都道府県を見て

みる。

（1）技術・人文知識・国際業務

　在留資格「技術・人文知識・国際業務」の在留外国

人数が多い都道府県を見ると、東京都がとびぬけて多

く、大阪府が続く。次いで、首都圏の神奈川県、埼玉

県、千葉県と愛知県、兵庫県、福岡県が続いている。

また、茨城県、静岡県は増加率が高い（図表6）。

（2）特定技能

　国内で人材確保が困難な特定産業分野での専門的・

技術的人材である在留資格として、2019年に創設さ

れた「特定技能」の在留外国人は全国的に急増してい

る。

　「特定技能」の在留外国人数は、愛知県、東京都、

図表4　就労が認められる在留資格の技能水準

出典：出入国在留管理庁「外国人労働者に関する制度概要」

図表5　国籍・地域別で見た在留外国人

国籍・地域 2025年末�
人数（人）

2020年末から2025
年末の間の増減数（人）

2020年末から2025
年末の間の増減率（％）

中国 930,428 152,316 19.6
ベトナム 681,100 233,047 52.0
韓国 407,341 －19,567 －4.6
フィリピン 356,579 76,919 27.5
ネパール 300,992 205,010 213.6
インドネシア 266,069 199,237 298.1
ブラジル 210,014 1,476 0.7
ミャンマー 182,567 147,518 420.9
スリランカ   79,128 49,838 170.2
台湾   73,256 17,384 31.1

出典：�出入国在留管理庁「令和7年末現在における在留外国人数につ
いて」より作成
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大阪府、埼玉県、千葉県、神奈川県の順であり、地域

的に見ても「技術・人文知識・国際業務」と「技能実

習」の中間的な構成となっている（図表7）。

（3）技能実習

　在留資格「技能実習」の在留外国人数は、製造業が

盛んな愛知県が多く、埼玉県、千葉県、大阪府、神奈

川県と続いている。「技術・人文知識・国際業務」と比

較すると、北海道が上位に入っている。一方、東京都

は全体の9番目と人数は多くはないが、北海道、神奈

川県とともに4割を超える増加率である（図表8）。

4 市区町村における国勢調査人口 
100人当たりの中長期在留者

　次に、在留外国人のうち、近年増加が著しく、在留

管理制度の対象となっている xiv中長期在留者 xvの全国

分布を見てみる。

　全国分布を見るに当たっては、市区町村人口の多少

に左右されない国勢調査人口100人当たりの中長期在

留者数 xviで比較した。国勢調査人口と在留外国人統計

に基づく在留者数は、単純には比較できず、国勢調査

に基づく外国人人口より在留外国人統計に基づく外国

人数が多い傾向にあるが、国勢調査は「我が国に住ん

でいるすべての人と世帯を対象とする国の最も重要な

統計調査」 xviiである一方、在留外国人統計は「本邦に

在留する外国人について、国籍・地域別、在留資格別

及び都道府県別等の在留外国人数及び総在留外国人数

を集計したもの」 xviiiであり、日本で居住する上で必要

な在留資格という観点から外国人を直接把握している

ことから、この2つの統計により地域での外国人の動

向を比較した。

　2025年国勢調査人口速報集計 xixに基づく市区町村

人口100人当たりの2025年6月末の中長期在留者数が

多い市区町村は図表9、図表10の通りであり、国勢調

査人口当たりの中長期在留者が多い市区町村として

は、北海道の町村や長野県の村、大阪市の区、東京都

の区が複数みられる。

図表6　�在留資格「技術・人文知識・国際業務」の�
在留外国人数が多い都道府県（2025年末）

都道府県 在留外国人数（人） 2020年末～2025年末の
増加率（％）

東京都 130,952   45.1
大阪府   46,831   89.0

神奈川県   42,770   47.3
埼玉県   38,638   71.4
千葉県   36,940   80.2
愛知県   32,812   78.2
兵庫県   13,545   71.9
福岡県   11,837   81.5
茨城県   11,248 133.0
静岡県   10,992   95.2

（参考）全国 475,790   67.9

出典：�出入国在留管理庁「令和7年末現在における在留外国人数につ
いて」、同「在留外国人統計」より作成

図表7　�在留資格「特定技能」の在留外国人数が�
多い都道府県（2025年末）

都道府県 在留外国人数（人） 2020年末～2025年末の
増加率（％）

愛知県   30,612 2,339
東京都   26,188 2,475
大阪府   26,015 3,206
埼玉県   25,235 3,102
千葉県   24,152 1,800

神奈川県   23,275 3,151
茨城県   17,968 2,049
北海道   16,675 2,634
兵庫県   14,231 2,366
福岡県   14,221 1,964

（参考）全国 390,296 2,392

出典：�出入国在留管理庁「令和7年末現在における在留外国人数につ
いて」、同「在留外国人統計」より作成

図表8　�在留資格「技能実習」の在留外国人数が�
多い都道府県（2025年末）

都道府県 在留外国人数（人） 2020年末～2025年末の
増加率（％）

愛知県   40,818   7.6
埼玉県   25,703 36.3
千葉県   24,157 28.1
大阪府   23,482 26.6

神奈川県   20,265 40.7
福岡県   17,858 34.0
茨城県   17,832   8.9
北海道   17,657 41.6
東京都   17,491 47.8
静岡県   17,245 22.5

（参考）全国 456,618 20.7

出典：�出入国在留管理庁「令和7年末現在における在留外国人数につ
いて」、同「在留外国人統計」より作成
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5
在留目的で見た市区町村別の 
2025年国勢調査人口100人当たりの
在留外国人数

　次に、市区町村別の2025年国勢調査人口100人当

たりの在留外国人数について、就労が可能で人口が比

較的多い「技術・人文知識・国際業務」、「特定技能」、

「技能実習」資格の在留外国人の地域分布と、これら3

資格と人口が同程度であり、近年増加している「留

図表9　2025年国勢調査人口100人当たりの中長期在留者が多い市区町村

市区町村 都道府県 2025年国勢調査人口100人�
当たりの中長期在留者数

中長期在留者数�
（2025年6月末） 市区町村 都道府県 2025年国勢調査人口100人�

当たりの中長期在留者数
中長期在留者数�
（2025年6月末）

赤井川村 北海道 35.7      381 蕨市 埼玉県 13.6 10,269
川上村 長野県 32.0   1,343 大阪市西成区 大阪府 13.5 14,236
占冠村 北海道 29.8      443 大阪市生野区 大阪府 13.0 16,758
大泉町 群馬県 22.6   9,359 白馬村 長野県 12.9   1,086
南牧村 長野県 21.3      711 木曽岬町 三重県 12.9      737

留寿都村 北海道 16.4      308 ニセコ町 北海道 12.9      692
大阪市浪速区 大阪府 15.5 13,554 箱根町 神奈川県 12.7   1,302

新宿区 東京都 13.8 50,043 常総市 茨城県 12.4   7,192
恩納村 沖縄県 13.8   1,544 豊島区 東京都 12.3 37,536
双葉町 福島県 13.7        29 倶知安町 北海道 12.2   1,805

出典：�出入国在留管理庁「在留外国人統計」（2025年6月末）、総務省統計局「令和7年国勢調査」人口速報集計より作成

図表10　2025年国勢調査人口100人当たりの中長期在留者の分布（市区町村）

（注記1）市区町村の境界は2025年1月1日現在
（注記2）歯舞群島、色丹島、国後島及び択捉島は白色としている。
出典：�出入国在留管理庁「在留外国人統計」（2025年6月末）、総務省「令和7年国勢調査」人口速報集計、国土交通省「国土数値情報」より作成
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学」資格の在留外国人の地域分布について俯瞰する。

なお、地域分布を示した図表は国勢調査人口100人当

たりの在留外国人数の凡例区分を同一としている。比

較してご覧いただきたい。

（1）在留資格「技術・人文知識・国際業務」の
2025年国勢調査人口100人当たりの在
留外国人数

　在留資格「技術・人文知識・国際業務」について

2025年国勢調査人口100人当たりの在留外国人数が

多い市区町村には、北海道のスキーリゾートや温泉地

が多くみられる（図表11、12）。

図表11　‌�2025年国勢調査人口100人当たりの在留資
格「技術・人文知識・国際業務」在留外国人数�
（2025年6月末）が多い市区町村

市区町村 都道府県
2025年国勢調査人口
100人当たりの�
在留外国人数

在留資格「技術・人文
知識・国際業務」の�
在留外国人数

赤井川村 北海道 9.7    103
占冠村 北海道 8.9    133

留寿都村 北海道 5.9    110
箱根町 神奈川県 5.4    550

ニセコ町 北海道 4.7    255
草津町 群馬県 4.2    244

野迫川村 奈良県 4.1      12
倶知安町 北海道 4.1    603
木曽岬町 三重県 3.5    201

大阪市浪速区 大阪府 3.5 3,041

出典：�出入国在留管理庁「在留外国人統計」（2025年6月末）、総務省
統計局「令和7年国勢調査」人口速報集計より作成

図表12　�2025年国勢調査人口100人当たりの在留資格「技術・人文知識・国際業務」�
在留外国人数（2025年6月末）の分布（市区町村）

（注記1）市区町村の境界は2025年1月1日現在
（注記2）歯舞群島、色丹島、国後島及び択捉島は白色としている。
出典：�出入国在留管理庁「在留外国人統計」（2025年6月末）、総務省統計局「令和7年国勢調査」人口速報集計、国土交通省「国土数値情報」よ

り作成
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（2）在留資格「特定技能」の2025年国勢調査
人口100人当たりの在留外国人数

　在留資格「特定技能」について2025年国勢調査人口

100人当たりの在留外国人数が多い市区町村には、地

方部の村が多くみられ、在留資格「技術・人文知識・

国際業務」の在留外国人数が多い市区町村のうち、赤

井川村と占冠村の2村が共通している（図表13、14）。

図表13　‌�2025年国勢調査人口100人当たりの�
在留資格「特定技能」在留外国人数�
（2025年6月末）が多い市区町村

市区町村 都道府県 2025年国勢調査人口100
人当たりの在留外国人数

在留資格「特定技能」の�
在留外国人数

川上村 長野県 22.0    921
南牧村 長野県 15.7    525
仁木町 北海道   7.5    240

赤井川村 北海道   7.5      80
北大東村 沖縄県   6.1      34
昭和村 群馬県   5.6    374
嬬恋村 群馬県   5.0    410
真狩村 北海道   5.0      98
占冠村 北海道   4.8      72
鉾田市 茨城県   3.9 1,682

出典：�出入国在留管理庁「在留外国人統計」（2025年6月末）、総務省
統計局「令和7年国勢調査」人口速報集計より作成

図表14　�2025年国勢調査人口100人当たりの在留資格「特定技能」�
在留外国人数（2025年6月末）の分布（市区町村）

（注記1）市区町村の境界は2025年1月1日現在
（注記2）歯舞群島、色丹島、国後島及び択捉島は白色としている。
出典：�出入国在留管理庁「在留外国人統計」（2025年6月末）、総務省「令和7年国勢調査」人口速報集計、国土交通省「国土数値情報」より作成
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（3）在留資格「技能実習」の2025年国勢調査
人口100人当たりの在留外国人数

　在留資格「技能実習」について2025年国勢調査人口

100人当たりの在留外国人数が多い市区町村には、地

方部の町村が多くみられ、在留資格「特定技能」の上

位市町村と川上村、昭和村、鉾田市、南牧村が共通し

ている（図表15、16）。

図表15　‌�2025年国勢調査人口100人当たりの�
在留資格「技能実習」在留外国人数�
（2025年6月末）が多い市区町村

市区町村 都道府県 2025年国勢調査人口100
人当たりの在留外国人数

在留資格「技能実習」の�
在留外国人数

川上村 長野県 7.2    302
雄武町 北海道 5.4    209
飛島村 愛知県 4.9    216

佐呂間町 北海道 4.6    199
昭和村 群馬県 4.4    297

八千代町 茨城県 4.2    844
鉾田市 茨城県 3.9 1,704
南牧村 長野県 3.7    122
枝幸町 北海道 3.4    237
鹿部町 北海道 3.2    108

出典：�出入国在留管理庁「在留外国人統計」（2025年6月末）、総務省
統計局「令和7年国勢調査」人口速報集計より作成

図表16　�2025年国勢調査人口100人当たりの在留資格「技能実習」�
在留外国人数（2025年6月末）の分布（市区町村）

（注記1）市区町村の境界は2025年1月1日現在
（注記2）歯舞群島、色丹島、国後島及び択捉島は白色としている。
出典：出入国在留管理庁「在留外国人統計」（2025年6月末）、総務省「令和7年国勢調査」人口速報集計、国土交通省「国土数値情報」より作成
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（4）在留資格「留学」の2025年国勢調査人口
100人当たりの在留外国人数

　在留資格「留学」について2025年国勢調査人口100

人当たりの在留外国人数が多い市区町村は、学校の立

地に左右されるものとみられ、一部地方部の市町がみ

られるものの、学校が多い東京都や政令指定都市の区

が多くみられる（図表17、18）。

（5）在留目的で見る外国人地域分布の特徴

　ここまでを見ると、図表9で示した国勢調査人口

100人当たりの中長期在留者が多い市区町村のうち、

前述した「技術・人文知識・国際業務」、「特定技能」、

「技能実習」、「留学」を在留目的とする国勢調査人口

100人当たりの在留外国人数が多い市区町村と重なる

図表17　‌�2025年国勢調査人口100人当たりの�
在留資格「留学」在留外国人数�
（2025年6月末）が多い市区町村

市区町村 都道府県 2025年国勢調査人口100
人当たりの在留外国人数

在留資格「留学」の�
在留外国人数

利根町 茨城県 6.5      969
新宿区 東京都 4.8 17,229
豊島区 東京都 4.3 13,159

大阪市西成区 大阪府 4.3   4,493
大阪市浪速区 大阪府 3.9   3,440

東川町 北海道 3.9      340
京都市上京区 京都府 3.5   2,895
大阪市生野区 大阪府 3.2   4,126
神戸市兵庫区 兵庫県 3.1   3,461

別府市 大分県 3.1   3,460

出典：�出入国在留管理庁「在留外国人統計」（2025年6月末）、総務省
統計局「令和7年国勢調査」人口速報集計より作成

図表18　2025年国勢調査人口100人当たりの在留資格「留学」在留外国人数（2025年6月末）の分布（市区町村）

（注記1）市区町村の境界は2025年1月1日現在
（注記2）歯舞群島、色丹島、国後島及び択捉島は白色としている。
出典：�出入国在留管理庁「在留外国人統計」（2025年6月末）、総務省「令和7年国勢調査」人口速報集計、国土交通省「国土数値情報」より作成
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地域があることに気づかれた方も多いと思う。図表
19は、人口100人当たりの中長期在留者が多い市区

町村を、全国的に見て多い在留目的別に整理したもの

である。

　図表19を見ると、スキー場等を有するリゾート地

での「技術・人文知識・国際業務」、「特定技能」、農業

が盛んな地方での「特定技能」、「技能実習」、都市部で

の「留学」等在留目的の傾向が分かれているように見

受けられる。

　また、在留目的「技能実習」、「特定技能」の外国人は

都市部・地方部を問わず、比較的広範囲の市区町村に

広がっているが、在留目的「技術・人文知識・国際」、

「留学」の外国人は大都市、リゾート地、学校所在地

に集中する傾向がある。

6 外国人の受入れ・秩序ある共生の 
ための総合的対応策

　ここまで述べてきた外国人の増加に対応して、どの

ような政府の対策が取られているだろうか。

　最近の在留外国人数、訪日外国人の増加等に対応し

て、本年1月に「外国人の受入れ・秩序ある共生のた

めの総合的対応策」 xx（以下、「新対応策」という）が、

新たに設置された「外国人の受入れ・秩序ある共生社

会実現に関する関係閣僚会議」において取りまとめら

れている。

　新対応策においては、2025年6月に「外国人材の受

入れ・共生に関する関係閣僚会議」により取りまとめ

られた「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応

策（令和7年度改訂）」 xxi（以下、「旧対応策」という）と

比較すると、「外国人材の受入れ」から「外国人の受入

れ」へ、「共生」から「秩序ある共生」へと、対応の方向

性が変化している。

　2018年以来改訂され取りまとめられてきた「外国

人材の受入れ・共生のための総合的対応策」は、「外国

人材の受入れ・共生のための取組を政府一丸となって

推進していく観点」 xxiiから進められてきたので、かな

り大きな方向の変化となる。

　新対応策は、「基本的な考え方」、「国民の安全・安心

のための取組」、「外国人が日本社会に円滑に対応する

ための取組」の3部から構成されており、その概要は

次の通りである。

（1）基本的な考え方

　「基本的な考え方」においては、一部の外国人によ

る我が国の法やルールを逸脱する行為・制度の不適正

利用について、国民が感じている不安や不公平感に対

処する必要があり、入国前の日本語教育及び社会規範

等の理解促進、法やルールを逸脱する行為に対する公

正・厳正な対処、事実・実態を把握した上での制度適

正化、正確かつ十分な情報公開、関係機関間の情報共

有・相互促進といった取組により、我が国の法やルー

ルの中で、国民と外国人の双方が安全・安心に生活

し、共に繁栄する社会の実現を目指す必要があるとし

ている xxiii。

　また、外国人等による我が国の土地等の取得に対

し、安全保障や不動産価格高騰など様々な観点から国

民からの懸念の声が上がっている、としており、必要

な規律の在り方を段階的に検討していく必要があり、

生活レベルの対応と安全保障上の懸念に対応するため

の対処を分けて考える必要があるとしている。

　このように、新たな総合的対応策は「秩序」という

視点の重要性を打ち出しており、「現状と問題点」を提

図表19　‌�2025年国勢調査人口100人当たりの�
中長期在留者が多い市区町村のうち�
「技術・人文知識・国際業務」、「特定技能」、�
「技能実習」、「留学」を在留目的とする�
外国人が全国的に見て多い市区町村

市区町村 都道府県 全国的に見て多い在留目的
赤井川村 北海道 「技術・人文知識・国際業務」、「特定技能」
川上村 長野県 「特定技能」、「技能実習」
占冠村 北海道 「技術・人文知識・国際業務」、「特定技能」
南牧村 長野県 「特定技能」、「技能実習」

留寿都村 北海道 「技術・人文知識・国際業務」
大阪市浪速区 大阪府 「留学」、「技術・人文知識・国際業務」

新宿区 東京都 「留学」
大阪市西成区 大阪府 「留学」
大阪市生野区 大阪府 「留学」

木曽岬町 三重県 「技術・人文知識・国際業務」
ニセコ町 北海道 「技術・人文知識・国際業務」
箱根町 神奈川県 「技術・人文知識・国際業務」
豊島区 東京都 「留学」

倶知安町 北海道 「技術・人文知識・国際業務」

出典：筆者作成
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示した上で「実施中の施策」、「速やかに実施する施策」

を整理し、具体化に向け直ちに着手すべき課題を「今

後の課題」として示している。

（2）国民の安全・安心のための取組

　「国民の安全・安心のための取組」は、「既存のルー

ルの遵守、各種制度の適正化に向けた取組」と「土地

取得等のルールの在り方を含む、国土の適切な利用及

び管理に向けた取組」の2つから構成されている。

　「既存のルールの遵守、各種制度の適正化に向けた

取組」においては、在留資格の審査の厳正な運用や在

留資格等の在り方・帰化の厳格化の検討、不法滞在者

ゼロプランの強力な推進、在留許可手数料・査証手数

料の見直し、税・社会保障・医療に係る制度の適正

化、日本語教育の充実、福祉・教育・住居等制度の適

正化、民泊・オーバーツーリズムへの対応等が挙げら

れている。

　「土地取得等のルールの在り方を含む、国土の適切

な利用及び管理に向けた取組」では、土地所有等情報

の透明性向上や、マンション取引、地下水採取に関す

る実態把握、外国人の土地取得等のルールの在り方等

が挙げられている。

　この「国民の安全・安心のための取組」で取り上げ

られている事項には、「秩序」を重視する新対応策で新

たに取り上げられた事項が多く見受けられる。

（3）外国人が日本社会に円滑に適応するため
の取組

　「外国人が日本社会に円滑に適応するための取組」で

は、日本語教育の充実（再掲）、外国人に対する情報

発信・外国人向け相談体制の強化、ライフステージ・

ライフサイクルに応じた支援等が挙げられている。

おわりに

　本論考で示したように、外国人は増加しているが、

地域によって外国人の地域人口に対する割合や外国人

の属性は異なっている。また、外国人の急速な増加に

伴い、政府は「秩序ある共生」の視点からの対策を進

めている。

　日本の人口減少が急速に進んでいく中、様々な分野

での人手不足は全国的なものとなっており、地域産業

や生活に必要なサービスのための人材として外国人に

頼らざるを得ない状況である。このような状況下で、

急速に増加している外国人の実状を把握し、日本社会

の将来像を見据えた対応を進めることが今後求められ

る。また、その際、外国人の地域分布の偏りについて

も考慮する必要があるであろう。

　本稿が、近年増加が著しい日本の外国人について考

える一助となれば幸いである。
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